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３ 社会連携・社会貢献，国際化に関する目標(大項目) 

(１)中項目１「地域を志向した教育・研究に関する目標」の達成状況分析 

①小項目の分析
○小項目１「地域社会と連携し，全学的に地域を志向した教育・研究を推進する。」の分析

関連する中期計画の分析

計画３－１－１－１「「地域の地（知）の拠点」として，全学的な教育カリキュラムの改

革を行い，学生の地域に関する知識・理解を深めるとともに，地域社会と大学が協働して

課題を共有し，地域の課題（ニーズ）と大学の資源（シーズ）の効果的なマッチングによ

る地域の課題解決に向けた取組を進める。」に係る状況【★】 

（「地域の地（知）の拠点」形成） 

①－１ 平成 25 年度に，「地域を志向して人を育み， 地域を活かす福井の知の拠点づく

り」が文部科学省「地 (知) の拠点整備事業 (大学 COC事業)」に採択され，「地域の

地（知）の拠点」形成を進めており，その進捗は外部評価で好評を得た（資料 3-1-1-1-1）。 

資料 3-1-1-1-1 「地（知）の拠点整備事業（大学 COC事業）」（平成 25～29年度）の概要 

■ 事業概要

1. 地域の課題解決による再生・活性化

「人材育成」「ものづくり・産業振興・技術経

営」「地域医療の向上」「持続可能な社会・環境

づくり」「原子力関連分野の人材育成，防災体

制の確立」の５つを重点分野とし，地域の課

題解決を目指した取組を進めます。

2. 学生の主体的な学びを促進し，地域志向の人

材を育成

地域の課題解決の視点を踏まえたカリキュラ

ム編成を次の方法により行います。

①-1 分野全体に関わる課題認識と問題関心を

高めるため，共通・教養教育における「もの

づくり・産業振興・技術経営」「持続可能な社

会・環境づくり」「原子力・エネルギー」分野

のコア・カリキュラム化（共通・教養教育に

おける地域コア・ カリキュラムの構築）

①-2 専門教育で深く学習するため，①-1 の地

域コア・カリキュラムとのつながりを意識し，

カリキュラムを再構成

② 学生が主体的に問題を発見し解を見出すア

クティブ・ラーニングへの転換

③ 地域志向教育研究推進のコア教員を配置
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          ■ 平成 26年度自己・外部評価の結果 

        

  ● 自己評価 

区分 事項 
自己 

評価 
判断理由 

大
学
改
革 

地域貢献活動に

対するガバナンス

強化 

○ 

 「COC 推進機構」や「COC 推進室」を設置し，地域貢献活動に関する窓口としたことにより，

本事業における連携自治体以外の自治体との包括的連携協定を締結する等，これまで個人レ

ベルであった地域貢献活動が学長のリーダーシップの下に置かれ，組織的な活動として保証

されるものとなった。 

全学の地域貢献

活動の見える化及

び PDCA サイクル

の構築，教職員の

意識改革 

○ 

 本学の地域貢献活動を全学の体制とするため「福井大学 知（地）の拠点フォーラム」を開催

し，FD／SD を実施したことにより，教職員の意識改革が進んだ。 

 本事業による自治体との連携等について，COC 事業推進委員会や「福井大学 知（地）の拠

点フォーラム」，「アドバイザリー・ボード・ミーティング」で紹介し，出席者から助言等をいただくこ

とにより，活動の見える化及び PDCA サイクルが順調に構築された。 

学内体制や自治

体等との連携体制

の整備 

○ 

 「COC 推進機構」や「COC 推進室」を設置し，自治体等との連携や地域貢献活動に関する窓

口とした。 また，COC事業を円滑に推進するために，COC推進機構にCOC事業推進委員会

を設置するとともに，関連センターにおいても多数の協議を行った。 

教
育
改
革 

地域コア･カリキュ

ラムの構築 
○ 

 地域を志向したコア・カリキュラムの構築に向け，検討する際の問題点及びカリキュラムの具

体的内容について検討を開始した。２８年度の開講に向けて引き続き議論をしている。 

アクティブ･ラーニ

ングへの転換 
○ 

平成２５年度の策定した教育改革に関するスケジュールに基づき，教育改革ワーキンググルー

プ及び高等教育推進センター等で検討を開始した。 

各学部でのカリ

キュラム整備 
○ 

平成２５年度の策定した教育改革に関するスケジュールに基づき，教育改革ワーキンググルー

プ及び高等教育推進センター等で検討を開始した。 

地域に関する授

業科目数の増加 
○ 

平成２６年度に開講予定の科目で地域を志向した科目については，「授業の目標」にその旨記

載し，関連するキーワードを記載することとした。 

重
点
５
分
野
の
取
組 

（
教
育
・
研
究
・
社
会
貢
献
） 

教員養成分野の

人材育成 
○ 

各個別の事業において教育・研究・社会貢献活動を順調に実施している。特に，教師教育改

革の取組では，学校拠点方式による拠点校が１１校から１３校に増加しており，また，理科に強

い教員養成･研修では，CST を合計８名養成している。 

ものづくり・産業振

興・技術経営 
○ 

地域との共同研究数が前年度と比較して減少しているが，共同研究の総数は増加しており，ふ

くい産学官共同研究拠点を利用した OJT 研修や，共同研究の創出のための設備開放等の活

動を積極的に実施している。また，同拠点を中心に地域産業の活性化につながる“ものづくり”

を目指した共同研究を実施している。 

地域医療の向上 ○ 

各個別の事業において教育・研究・社会貢献活動を順調に実施している。特に，福井県と連携

して設置した「メディカルシミュレーションセンター」を活用し，学生も含めた県内全医療人を対

象とする研修環境を整備している。 

持続可能な社会・ 

環境づくり 
○ 

各個別の事業において教育・研究・社会貢献活動を順調に実施している。特に，勝山市にお

ける中小都市のまちづくりにおいては，学生が実習としてまちづくりのアイデアを企画・プレゼン

する等のアクティブ・ラーニングを積極的に実施している。（永平寺町でも同様の取組あり） 

原子力関連分野の

人材育成，防災体

制の確立 

○ 

各個別の事業において教育・研究・社会貢献活動を順調に実施している。特に，原子力防災

体制の確立に関する取組では，行政の担当職員や住民を対象とした講習会に学生も参画する

等，原子力分野の人材育成を積極的に行っている。 

全
体
・ 

そ
の
他 

地域コア教員の選

定 
○ 

平成２５年度は２２件の申請テーマを採択し，６７名の地域コア教員・アクティブメンバーを選定

した。いずれも地域を志向した教育研究活動を順調に実施している。 

これにより，地域貢献活動に参画する教員数が 70.3％から 73.9％に増加した。 

 

                             （平成 25年度 COC事業 自己評価結果表より抜粋） 

 

         ● 外部評価結果（一部抜粋） 

福井大学 COC事業の特質は，大学として必ずしていかなければならない教育，研究，社会貢献を無理せず

にまとめ，連動させながら，展開を図ろうとしている点にある。これまで築き上げてきた地域との信頼関係

をもとに，地域の教育，医療，産業，まちづくり等を支える人材を育成，新たな科学的価値を創造しようと

して，研究や社会貢献をしていこうと計画が立案されたことがよく理解できた。同時に現在の実施状況は十

分に説明がなされ，着実に成果を上げていると評価した。 

事業評価委員会においては機構長をはじめとする出席者が，自分たちの果たさねばならない役割と，現状

を認識しており，福井大学の COC事業が成果を上げてきている理由の一端が見えた。とりわけ，担当者の説

明の後に必ず学長が補足を加えられたのが印象的である。本事業は大学のガバナンス改革や各大学の強みを

活かした機能別分化の推進と関わり，学長の強いリーダーシップが求められる。福井大学においては学長の

リーダーシップの下，地域貢献活動に対するガバナンスを強化することをうたっているが，その方向性が強

く出ている点に敬意を表したい。 

大学側でつくった平成 25 年度 COC 事業の自己評価で，いずれも予定通り進んでいると自己評価している

が，この点には福井大学 COC推進機構 COC事業評価委員会全員が異議を持たなかった。 

優れた点として，全教員に対する地域貢献活動参加教員の割合を平成 29年度の達成目標として 90パーセ

ントと掲げていることがあげられる。これだけの目標を上げていることに，COC に対する決意が見られる。

実質的には 100パーセントに近いこの目標が達成されることは，全国における COC事業のモデルともなろう。 

 

（平成 25 年度 地(知)の拠点整備事業（大学 COC 事業）事業評価報告書より抜粋） 

 
  （事務局資料） 
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①－２ 「COC 推進機構」を設置するとともに，事務局に大学 COC 事業を支援する「COC

推進室」を新設し，地域貢献活動に係る窓口を COC推進室に一元化することで，より

スムーズな連携ができる拠点を実現した（資料 3-1-1-1-2）。 

 
資料 3-1-1-1-2 COC推進機構の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（目的） 

第２条 機構は，地域を志向した教育研究及びそれらを通じた社会貢献を推進するための取組を支

援し，全学的に文部科学省「地（知）の拠点整備事業」プログラム（以下「COC 事業」という。）

の円滑な遂行等を図ることにより，地域を志向した人材育成及び地域の課題解決に資することを

目的とする。 

（業務） 

第４条 機構は，第２条の目的を達成するため，次の各号に掲げる業務を行う。 

(1) COC事業等の地域を志向した教育・研究・社会貢献活動の推進に関すること。 

(2) 自治体との連携による全学の地域振興に関すること。 

 

（福井大学 COC推進機構規程より抜粋） 

 

COC推進室への問合せ件数  

                               （件） 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 

16 11 16 16 14 44 

※総務課社会連携係を基に，事務局に COC推進室を平成 25年度に設置しており，平成 25年 9月までは総務課

社会連携係への問合せ件数 

 
 

 

 

  

（事務局資料） 
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（教育カリキュラム改革） 

②－１ 地域を志向した科目による「地域コア・カリキュラム」を共通教育課程に設け，

学生の地域に関する知識・理解を深めるよう努めた（資料 3-1-1-1-3，4）。 

 

資料 3-1-1-1-3 「地域コア・カリキュラム」の導入など，共通教育改革の概要 

 
■ 大学 COC事業における教育活動を所掌する「COC教育部門」を高等教育推進センターに設置する

とともに，「大学改革推進特別会議」の下に「共通教育作業部会」を設置し，両者の密接な連携の

下，全学的な共通教育カリキュラム改革を進めた。 

共通教育作業部会では，地域を志向した科目による「地域コア・カリキュラム」の導入を含め，

本学の教育理念・目標を達成できるよう，共通教育改革方策を検討し，平成 26年 9月に最終報告

を策定した。その後，策定された報告に沿って，全学教育改革推進機構の共通・教養教育委員会

と連携し，共通教育改革をすすめた。 

 

2014.9.8 

 

大学改革推進特別会議教育改革 WG 共通教育作業部会最終報告（抜粋） 

 

Ⅰ．共通教育作業部会の基本提案 

 

新しい共通教育の理念・目的は，従来のそれを継承するとともに，学則第 1 条に掲げられた 

本学の目的・使命，それを受けた「長期目標 1」及び「長期目標 3」，さらにそれらを具体化す 

るための取組に基づき，以下のようなものとする。 

本学は，学則（第 1 条）において「学術文化の拠点として，高い倫理観のもと，人々が健や 

かに暮らせるための科学と技術に対する世界的水準での教育・研究を推進し，地域，国及び国際 

社会に貢献し得る人材の育成」を目的及び使命として定め，独創的でかつ地域の特色に鑑みた教 

育科学研究，先端科学研究及び医学研究を行う」ことを目的及び使命として掲げている。 

本学はこの目的・使命を達成するため，4 項目から成る 12 年間の長期目標を掲げており，そ 

のうち「長期目標 1」においては，「福井大学は，21 世紀のグローバル社会において，高度専門 

職業人として活躍できる優れた人材を育成します」と宣言している。また，「長期目標 3」にお 

いては，「福井大学は，優れた教育，研究，医療を通して地域発展をリードし，豊かな社会づく 

りに貢献します」と宣言している。 

このような目的・使命を踏まえ，本学は，国際的な水準の教育を実施し，学生の人間としての 

成長を積極的に支えることにより，また高度な専門性と豊かな社会性を有し国際通用性の高い人 

材育成のための取組を開発・実行することにより，グローバル人材の育成拠点へと変革していく 

ことを目標としている。それと同時に，本学は，自治体等と連携し，全学的に地域を志向した教 

育・研究・社会貢献を進め，課題解決に資する様々な人材や情報・技術が集まる地域コミュニテ 

ィの中核的存在としての機能強化を図ることを目指している。 

本学の目的・使命から導き出されるこのような基本目標の下に，新しい共通教育カリキュラム 

においては，地域の知の拠点としての福井大学で学ぶすべての学生が，地域のひとづくり，産業 

振興や地域医療の向上，環境・まちづくりにおいても積極的，中心的な役割を果たせる人材へと 

成長していくために，共通教育において修得すべき中核的な科目群として，「（地域）コア科目群」 

を設ける。 

さらに，新しい共通教育カリキュラムは，従来の共通教育の理念・目的を継承し，本学におい 

て教師，医師・看護師，エンジニア等になることを目指す学生が，特定の分野に偏ることなく， 

広く学問の知識や方法を学ぶことを通じて，21 世紀の知識基盤社会に対応できる総合的な判断 

力を備えると同時に，グローバル化社会において地域の課題を通して地球規模の課題と向き合う 

ことができる複眼的視点と実践的行動力を持った高度な人材へと成長していくための基礎的な 

知識と能力を体系的に修得できる編成とする。 

 

 

 
 

 

 

  

（事務局資料） 
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資料 3-1-1-1-4 地域コア・カリキュラムの概要 

 

■ 地域コア・カリキュラムを構成する地域コア科目群として「持続可能な社会・環境づくり」，「も

のづくり・産業振興・技術経営」及び「原子力・エネルギー」の３分野を設定した。それぞれの分

野は，14,11 及び 9 科目から構成される。当該カリキュラムの平成 28 年度の本格実施（コア・カ

リキュラム化）に先立ち，平成 27年度より試行した。 

 

 

 

 

 

 

②－２ 平成 28 年度実施に向け，地域コア科目群から２科目４単位の必修化を含む共通

教育の抜本的な見直しを行った（資料 3-1-1-1-5）。さらに，地域志向カリキュラムの

円滑な導入を図るため，平成 27 年度に集中講義「ふくいを知る・見る・考える」を

開講し，好評を得た（資料 3-1-1-1-6, 7）。 

（事務局資料） 
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資料 3-1-1-1-5 地域コア・カリキュラムを含めた共通・教養科目の履修例（平成 28年度，国際地域学部） 

 

   平成 28年度より，福井大学では，全学体制のもとで共通教育科目のカリキュラムを改革します。

各学部で履修すべき科目は，「入門科目」，「基礎教育科目」，「共通教養科目」により構成されま

す。 
       「共通教養科目」には「地域コア科目群」，「教養教育科目群」があり，「地域コア科目群」は，

各学部における地域に資する人材育成のための入門･基礎的科目として，地域の諸課題に対する

認識と関心を育成することを目的に，「ものづくり・産業振興・技術経営分野」，「持続可能な社

会・環境づくり分野」，「原子力・エネルギー分野」の３分野からなります。全学生はこの３分野

から２分野を選択し，各１科目以上合計２科目４単位を選択必修科目として履修することになり

ます。 

   

 

 

 

 

大学教育入門セミナー

英語
（英語Ⅰ～Ⅷ）

第二外国語
（独・仏・中・日

※
いずれかⅠ～Ⅳ）

保健体育

情報処理基礎

※外国人留学生は入学時の日本語レベルにより第二外国語の履修方法が異なる。

分野

ものづくり・産業振興・技術経営分野

持続可能な社会・環境づくり分野

原子力・エネルギー分野

分野

【国際地域学部】共通教育科目の履修例（32単位）

基礎教育科目

入門科目　　

共
通
教
養
科
目

群

地域コア科目群

群

教養教育科目群

人間理解・言語コミュニケーション分

野

歴史・文化理解分野

社会経済・科学技術分野

１科目
２単位

１科目
２単位

１科目
２単位

１科目
２単位

均等履修 自由選択履修コア履修

１科目

２単位

１科目
２単位

１科目
２単位

１科目
２単位

各科目１単位（８単位）

各科目１単位（４単位）

１科目
２単位

１科目

２単位

共通教養科目 【16単位】
＊コア履修【４単位】：

地域コア科目群３分野のうち２分野各１科目

＊均等履修【６単位】：
教養教育科目群３分野の各分野から１科目

＊自由選択履修【６単位】 ：
地域コア科目群及び教養教育科目群から履修

（事務局資料） 
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資料 3-1-1-1-6 集中講義「ふくいを知る・見る・考える」 

 

■ 地域コア科目群の充実とともに学生への地域志向カリキュラムの円滑な導入を図るため，本学の

学長・理事をはじめ，学外の民間有識者も講師に招き，地域社会のさまざまな人と積極的に関わり，

通常の大学授業では学べないことを地域の方と協働して学び，ふくいの特色・強みを理解する機会

として当該科目を設けた。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1年生を中心として 120名の学生が本科目を受講した。 

 

 

 

 

  

（福井大学 HPより） 
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資料 3-1-1-1-7 集中講義「ふくいを知る・見る・考える」に対する学生からのコメント（一部抜粋）  

 

     ○ 全１５回の講義をうけて，福井の土地についてや文化についてなど，福井を様々な観点から見て

いくことができたように思います。話を聞いていて，そのほとんどが知らないことで，１９年福井

にいますが，こんなにも知らないことがあるのかと驚くことが多かったです。 

（中略） 

福井には，自分が知らなかっただけで，たくさん良いところがあったので，そのよいところをの

ばしつつ，他に良いところ，誇りの持てるところを，僕たちの世代がつくっていけたらと思います。 

  １５回の講義を受けて，福井をよくしたいという気持ちが芽生えたと思います。もっと，福井の

良いところを見つけたいです。 

 

     ○ 福井の駅前が活性化していないという話はよく聞くけれど，そのデメリットとして地域内でお金

が循環しないという話に納得しました。チェーン店でお金を使ってもそのお金は福井に留まらない

ので福井の経済力が弱くなっていくのだということで，今まで考えたことのなかった事実に驚きを

感じました。 

     （中略） 

       駅前も歩いてみると自分が知らないだけで様々なお店があることが分かります。私は今まで買い

物をするときにそれが自分の地域に還元されるかなんて考えたことがなかったけれど，周りを見て

みると地域通貨を制作していたり，商品券があったりと，様々な工夫を凝らして福井の活性化が行

われていたのだと気づかされました。 

今回の講義を通して自分の住む福井についてしっかり目を向け，自分がどうやって地域活性化に

参加できるのかを考えてみたいと思いました。 

 

     ○ 「ふくいを知る・見る・考える」という授業の学生の目標というところの文を読んで，これから

福井の様々な特色・問題・強みを理解し，考えることによって，将来他の地域に行った時や全く別

の場面などで今回学んだことが必ず役に立つと考えられます。 

（中略） 

そもそも，なぜ福井はこんなにも全国的に知られていないのか，なぜ強みがあるはずなのに周知

されていかないのか，これらを考えてみると，確かに福井に強みはありますが，他県も同様に強み

があるわけで，当然福井だけがピックアップされるはずがないと思います。どのようなものがピッ

クアップされるかと考えると，やはり今までにないもの，革新的なものをアピールしないと全国的

に知られないなと考えました。難しいと思いますが，そのようなことも視野に入れなければならな

いと感じました。 

 

 

 
  

（事務局資料） 
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②－３ 教育カリキュラム改革の一環として，能動的学修を主とするアクティブ・ラーニ

ング科目を増加させた。共通科目では，当初の目標を上回る 29科目を開講した（資

料 3-1-1-1-8）。専門科目においても，地域と連携して，学生が自主的に学ぶ学修を展

開し（資料 3-1-1-1-9），学生から好評を得た。 

 
資料 3-1-1-1-8 共通教育におけるアクティブ・ラーニング科目 

 

■ 平成 27 年度において，共通教育では，「平成 29 年度までに 27 科目を開講」とした当初の計画目

標を上回る 29科目を開講した。 

 

     科目一覧（平成 27年度） 

 

科目名 

履修 

人数 

単位

修得 

人数 

 

科目名 

履修 

人数 

単位

修得 

人数 

1 スピーキングⅠ 24 23 16 運動・スポーツ科学実習 108 108 

2 スピーキングⅡ 24 20 17 英語１ 106 106 

3 リスニングⅡ 24 20 18 英語２ 106 106 

4 ライティングⅠ 24 21 19 英語３ 107 107 

5 ライティングⅡ 24 19 20 英語４ 107 107 

6 リーディング 24 16 21 英語Ⅰ 62 62 

7 現代音楽入門 20 20 22 英語Ⅱ 62 62 

8 介護の現状と介護保険制度 48 21 23 英語Ⅲ 62 62 

9 ｱｳﾄﾄﾞｱｽﾎﾟｰﾂとﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ 24 20 24 英語Ⅳ 62 62 

10 健康と運動の生理学 45 17 25 健康スポーツ科学 62 62 

11 合唱の魅力を探る 50 49 26 言語生活論 90 81 

12 ロボットの知能と学習 100 91 27 言語表現 47 41 

13 学校教育相談研究(教育実践研

究 C） 

6 4 28 地域科学コミュニケーション 28 23 

14 学習過程研究（教育実践研究 B） 6 6 29 科学的な見方・考え方 80 58 

15 体力作りの科学 59 47   

 

● アクティブ・ラーニングの例 

「英語によるマーケティング授業」 

     福井県鯖江市が国内シェア 96%を誇るメガネフレームに

ついて，海外と取引のある県内メガネメーカーの特別講義

を受けた後，海外６カ国をマーケットとしたメガネデザイ

ンをテーマに少人数グループによる演習を行い，英語でプ

レゼンテーションを行うという形式の授業を実施した。24

名の２年次生が履修し，ネットや書籍，聞き取り調査等に

よる情報収集，客層調査，デザイン考案，価格設定などを

グループ演習により行うことで，社会で必要とされるチー

ムでの結束力や表現力等を培うことができた。 

 

 （受講した学生からの声）  

     ・英語でニュアンスを伝えるのは難しかったけど，説明し切れたので達成感がある。 

     ・どんな企業でも英語力と表現力が問われる時代。良い経験になりました。 

     ・授業を通じ，英語でプレゼンを行うことに対する苦手意識がほとんどなくなった。 

     ・少し難しかったが，自信を持って人前で話す力が身に付いた。 

 

  
（事務局資料） 
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資料 3-1-1-1-9 専門教育における，地域と連携したアクティブ・ラーニングの例 

 

「ライフパートナー派遣事業」（教育地域科学部） 

不登校の子どもたちや，学校になじめない子どもたち

へのサポートを目的に，各自治体と協働して実施してい

る取組であり，開始から 22年の歴史を持つ。学生が実際

に学校や家族に出向き，子どもたちとともに活動し，学

道サポートを行う。 

（受講した学生からの声） 

この活動では，学生同士で班を作り活動状況や悩みごと

を報告したり，互いにサポートして，情報を共有しています。子どもたちにすごく近い場所で，

１人ひとりを見てあげられるこの貴重な経験から，次の活動までにこんなことがやりたいと計画

を立てたり，継続するために何が必要かを積極的に考えたり，向上心が持てるようになりました。 

 

「地域課題ワークショップ」（教育地域科学部） 

  学生が自発的に設定した課題について，グループで地

域団体等への調査・分析・発表を行い，職場や地域社会

で多様な人々と仕事をしていくために必要な基礎的な力

を身につける。 

（受講した学生からの声） 

ワークショップでは全員が発言する必要があるので，

チームワーキングを行っていくうちに，自分の意見が伝

えられるようになり，また，自分からも積極的に発言で

きるようになった。班全員で課題に協力して取り組んでいくことでワームワークが生まれ，発言

しやすい雰囲気になっていったからである。ワークショップを行っていくなかで，間違うことは

恥ずかしいことではないと気づき，また，自分の意見に人が賛同してくれることで，自分の意見

を言うことに自信が持てた。 

 

「大学生防災サポーター参画による地域防災の活性化」（医学部） 

福井大学と永平寺町が連携し，「つながれ地域の絆～学

ぼう！災害時の応急手当～」をテーマに，CPR・AED，家

庭でできる応急手当の講習会を学生（防災サポーター）

が企画・開催した。 

（受講した学生からの声） 

今後も，地域で行われるイベントに参加し多くの町民と

の顔の見える関係づくり，町民を交えた防災訓練等を企画

していきたいです。引き続きこの事業に参加することで，

地域住民との絆を強め，自助共助公助により災害に強いまちづくりに貢献したいと思います。 

 

 「学生のまちづくり参画」（工学部） 

福井県勝山市の地域をフィールドに，鉄道駅周辺のま

ちづくりに工学部の学生 38名が設計演習のアクティブ・

ラーニングとして参加した。現地調査やヒアリング等を

通し，訪れる人も，住む人にも魅力的な「住み続けたい」

まちを目指して学生の柔軟な発想でプランを立案した。 

 （受講した学生からの声） 

坂の多い勝山市の地形に着目し，土木・建築の両方の視

点から都市デザインを考える必要があることを学ぶことができた。 

 

※下線は地域等との連携状況 

  

（事務局資料） 
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②－４ 学生の自主的な学びとしての，地域を志向した課外活動を積極的に支援した（資

料 3-1-1-1-10）。 
 

資料 3-1-1-1-10 地域を志向した学生の課外活動に対する支援例  

 

■ サークルや団体の地域貢献活動を地域に発信し一般学生への理解を深めるとともに，学生の社会

貢献活動を行う上での問題点などを把握することを目的として，災害ボランティア活動支援セン

ター主催の講演会を開催した。FEAL（地域興しや小児科での子どものケア），児童文化研究会（児

童館と連携した子どものこころの育成）， BBS（非行歴や身よりのない子どもへの寄り添い），福井

大学日赤青年奉仕団ココロ（献血促進）等の地域貢献を行うサークル及び団体による，活動報告と

意見交換会を実施した。 

 

（参加者からの声） 

・ボランティアの現状についてよく分かった。またボランティアにもいろいろな種類があり，誰で

も役に立つことができるのだと分かった。ボランティアはよい面が多くあることが分かった。 

・今後自分が支援者になるか被災者になるかわからないが，関わることになった時に今回の講演で

聞いたことを思い出せたらと思います。 

 

 

 

（学生の地域に関する知識・理解度） 

③ 学生に対して地域コア該当科目の履修を推奨した。履修人数は高い水準を維持してお

り，単位修得状況も良好である（資料 3-1-1-1-11）。さらに，本学のカリキュラムは

学生に地域の諸問題に対する興味等を喚起した（資料 3-1-1-1-12）。地域志向の実践

力と創造力を有する学生の育成に向けた，このような取組は認証評価で優れた点とし

てあげられた【別添資料 法-2】。 

 
  

（事務局資料） 
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資料 3-1-1-1-11 地域コア科目群等における履修状況及び修得状況 

 

■ 平成 28 年度からの地域コア科目の必修化に先立ち，平成 26 年度より学生に対して地域コア該当

科目の履修を推奨した。 
 

    

 

 

 

資料 3-1-1-1-12 地域コア科目群等に対する学生の意見聴取結果 

 

■ 設問：「地域のための大学」として実施する授業科目を受講した結果，課題を含めた地域の現状

を把握するとともに，地域の課題解決に役立つ知識・理解・能力は深まりましたか。 

  

                      （人） 

はい 285 

いいえ 59 

わからない 135 

 
（平成 27年度福井大学地（知）の拠点整備事業アンケートより抜粋）  

学生からのコメント 

・今回の講義を通して福井について目を向け，自分がどうやって地域の活性化に参加できるのか考

えるきっかけとなった。 

・福井で生まれ育ったが，何も知らないことに気付かされた。 

・福井の良いところを伸ばしつつ，僕たちの世代が良いところ・誇りを持てるところをつくってい

けたらと思った。 
 

■ 設問：本学のカリキュラムを履修して，学校教育あるいは地域の諸課題に対する興味や履修意欲

が増したと思いますか。 

 

 

 

 

 

 
 

 

（平成 26年度「教育・研究に関する意識・満足度調査」結果より抜粋）  

  

授業番号 科目番号開講時期併用 番号 科目名（★印は申請時のイメージ区分科目） 定員

履修 修得 履修 修得 履修 修得 履修 修得

10309 000119 1 1分野 1 ★現代社会とビジネス 160 126 98 135 134
17309 000763 2 4分野 2 ★繊維の世界 60 61 50 60 53
17301 000751 2 4分野 3 ★新素材の世界 96 97 74 95 72
10304 000106 1 1分野 16 衣生活の状況 50 50 49 48 48
11320 000719 1 4分野 15 ★現場で役立つ機器分析 59 37

ものづくり・産業振興・技術経営 366 176 147 158 124 242 219 155 125

10302 000103 1 1分野 6 ★まちづくり論 84 68 43 60 60
16212 000122 2 1分野 9 ★こども環境学入門 70 71 53
10352 000124 1 1分野 11 ★環境問題と社会 70 70 47 67 54
11405 000765 1 4分野 4 ★科学技術と環境 72 74 66 72 54
11704 000907 1 5分野 8 ★自然史と生物 150 146 114 130 129
11707 000912 1 5分野 7 ★地形と気象（H26科目廃止） 150 147 79
11708 000915 1 5分野 17 ★地域の局地気象(H27～新規） 150 109 79
11705 000909 1 5分野 10 ★日本海地域の自然と環境 150 122 98 120 94
17605 000909 2 5分野 10 ★日本海地域の自然と環境 150 128 98 120 98
10353 000126 1 1分野 20 ふくいを知る・見る・考える 120 120 115

持続可能な社会・環境づくり 1166 627 447 199 151 678 585 120 98

17103 000655 2 4分野 12 ★エネルギーと環境 100 60 37 60 31
17504 000856 2 5分野 13 ★エネルギー科学 86 89 71 86 74
10310 000123 2 1分野 14 ★東日本大震災をどう受け止めるか 100 96 84 100 91
16202 000104 2 1分野 18 災害の科学 78 51 29
17202 000703 2 4分野 19 熱と流れ 84 84 58

原子力・エネルギー 448 0 0 245 192 0 0 381 283

ものづく
り・産業
振興・技
術経営

持続可
能な社

会・環境
づくり

原子力・
エネル
ギー

26前期 ２６後期 27前期 ２7後期

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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（地域社会と大学の連携） 

④－１ 「地域貢献推進センター」では行動計画を策定し，それに沿って地域貢献活動を

展開した（資料 3-1-1-1-13，14）。 

 
資料 3-1-1-1-13 地域貢献推進センターの概要 

 

 

※当該センターに「課題検討 WG」を平成 22年度に設置した。 

 

 

資料 3-1-1-1-14 第２期中期目標期間における地域貢献推進センター行動計画（一部抜粋）  

 

■ 地域貢献推進センター課題検討 WGを中心に，第２期中期目標期間の行動計画を策定した。 
 

  

地域ニーズの把握 

学内の地域貢献に関する情

報の把握・集積 

公開講座等の開催 

キャリアアップ学習・コーディ

ネータ学習等の支援 

全学の体制の整備・充実（地域活性化・

地方自治体，各種団体との連携），社

会への情報の発信 

中
期
計
画
を
達
成
す
る
た
め
の
方
策 

○地方自治体と大学との地

域連携活動に関するニー

ズ調査 

○地域貢献推進センター

ホームページへ地域貢献

に係る相談窓口の設置 

○自治体等との連携事業等

に関する連絡協議会の実

施 

○県内市町との地域貢献に

関する包括的協定の締結 

○公開講座等の受講者へア

ンケート調査の実施と，実

施担当者へ結果のフィー

ドバック 

○地域で活動している学生

サークル・団体の活動状

況，ニーズ調査 

○各部局へのキャリアアッ

プ学習等の取組状況調査

の実施 

 

○教養型講座と，社会人のキャ

リアアップ等を目的とした

専門型講座の実施 

○放送大学福井学習センター

と連携した専門型公開セミ

ナーの実施 

○地域の知の拠点として，高度

な知的資源の社会還元を目

的とした「福井大学きてみて

フェア」の実施 

○公開講座実施担当者が受講

者からのアンケート結果に

ついて改善点等をセンター

へフィードバックする PDCA

サイクルの確立 

○地域貢献事業支援金のあり

方を地域の活性化につなが

る取組全般に広げた資金面

での支援体制強化 

 

○ワーキンググループでの検討結果，

各種アンケート結果を踏まえた中期

的行動計画を検討・策定 

 ・地方自治体と大学との地域連携活

動に関するニーズ調査 

 ・地域貢献推進センターホームペー

ジへ地域貢献に係る相談窓口の設

置 

 ・自治体等との連携事業等に関する

連絡協議会の実施 

  ・県内市町との地域貢献に関する

包括的協定の締結 

○地域貢献事業支援金の支援体制を充

実させる 

 ・地域貢献事業支援金の支援内容を

地域の活性化につながる取組全般

に広げ，資金面での支援体制の強

化 

○学生の地域貢献活動に対する支援体

制の検討 

○地域貢献活動（学生の活動を含む）

に関する学内情報の一元化・共有化 

○関連部局担当者と地域貢献に関する

対外的な窓口の位置づけや連携強化

の方向性について検討 

○全学的な社会貢献体制の策定，実行 

 

 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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④－２ 地域ニーズと大学シーズとの効果的なマッチングを進める一助として，地域貢献

推進センターウェブサイトに相談者別の窓口を開設した（資料 3-1-1-1-15）。 
 

資料 3-1-1-1-15 地域貢献推進センターウェブサイトにおける相談者別窓口（平成 24年度開設）  

 

※公開講座の内容照会，講師派遣依頼等の問合せや相談を受け付けている。 

 

 

 

④－３ 福井県内の自治体等との間で，新たに８件の包括連携協定を締結した（資料

3-1-1-1-16）。連携協定に基づき，各自治体とは定期的な連絡協議会や要望調査を実

施し，地域課題の共有や大学シーズ・地域ニーズのマッチング等に努めた【別添資料 

社-1】。平成 25 年度以降，新規連携事業数が顕著に増加する等，成果があがった（資

料 3-1-1-1-17）。 

 
資料 3-1-1-1-16 福井県内自治体との連携協定一覧 

 

相手方 内容 締結日 相手方 内容 締結日 

大野市 相互友好協力協定 H15.4.21 鯖江市・鯖江商工会議所 包括的連携協定 H25.12.18 

美浜町 相互友好協力協定 H16.7.23 永平寺町 包括的連携協定 H26.1.8 

福井市 包括的連携協定 H24.10.26 
越前市・武生商工会議

所・越前市商工会 

包括的地域連携

協定 
H26.9.1 

福井県 包括的連携協定 H25.3.26 坂井市 包括的連携協定 H27.3.2 

勝山市 包括的連携協定 H25.6.25 あわら市 包括的連携協定 H27.7.21 

   ※全学との協定のみ。部局レベルでの協定は除く。 

 

 （勝山市との協定調印式の様子） 

 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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資料 3-1-1-1-17 自治体との主な新規連携事業と実施例 

 

■ 自治体等との主な連携事業 

年度 自治体 事業名 

平成 22年度 

（2件） 

大野市 ・六間通りまちづくり検討事業 

美浜町 ・美浜町都市計画マスタープラン策定委員会 

平成 23年度 

（3件） 

美浜町 ・健康づくり推進事業 

・美浜町エネルギー環境教育体験施設整備検討委員会 

・美浜・五木ひろしマラソン大会への医師派遣 

平成 24年度 

（5件） 

大野市 ・田村又左衛門家 建物記録保存調査 

・ふるさと大野今昔物語事業 

美浜町 ・美浜町地域福祉計画策定委員会  ・はあとふる大学講演 

・美浜町男女共同参画推進計画策定委員会 

平成 25年度 

（21件） 

福井県 

 

・語学センターを活用した小中高等学校英語担当教師の英語教育力強化 

・里地里山の教育研究 

・県都デザイン戦略の実行に向けたまちづくりの研究 

福井市 ・えちぜん鉄道利用促進調査研究事業   ・糖尿病予防対策事業 

・低未利用地活用研究事業   ・自主防災組織活動活性化事業 

・学まち交歓会   ・自然史博物館分館整備事業 

鯖江市 ・子ども子育て会議 

大野市 ・小中学校の室内環境整備   ・バイオマス利活用推進協議会 

・「原子力防災と放射線」についての講演会 

勝山市 ・勝山市わくわく合宿通学事業   ・男女共同参画審議会 

・僻地医療の高度化に向けたユビキタス救急救命システムに伴う研究 

協力 

・インターンシップ受入れ   ・地域力を活かした環境教育 

・「エコミュージアムによる質の高いまち」づくりの推進 

・雪氷熱エネルギー利用促進協議会   ・総合行政審議会 

平成 26年度 

（25件） 

福井県 ・JR西日本北陸カレッジ 

福井市 ・街区再構築ガイドライン策定事業 

・地域の誇り推進事業   ・福井市統括保育園研究 親子療育教室 

永平寺町 ・子ども・子育て支援計画策定   ・都市計画審議会 

・永平寺町情報公開審査会及び個人情報保護審査会 

・永平寺町ブランド戦略推進委員会企画運営委員会 

・永平寺町チャレンジ企業支援事業 

鯖江市 ・男女共同参画審議会   ・男女共同参画苦情等処理委員会 

・環境審議会   ・西山動物園拡張整備における共同研究 

・ライフパートナー派遣事業   ・鯖江市役所 JK課プロジェクト 

・総合計画審議会   ・さばえものづくり博覧会実行委員会 

・市内企業合同説明会 

大野市 ・大野市住宅施策の共同研究 

勝山市 ・健康チャレンジ事業   ・都市間子ども交流事業 

・スマートウェルネスシティ構想に向けた研究事業 

美浜町 ・町政 60周年（協定締結 10周年）記念行事 

・美浜町介護保険運営協議会 

・（第五次）美浜町総合振興計画策定に向けた福井大学生との意見交換会 

平成 27年度 

（19件） 

福井市 ・福井駅西口再開発工事現場見学会 

・学生アンケートによる「福井志向」に関する調査・分析事業 

・輝く女性の未来予想図事業   ・足羽山・足羽川の哺乳類調査 

・企画展のワークショップ企画事業 

永平寺町 ・まち・ひと・しごと創生総合戦略策定委員会 

鯖江市 ・地域公共交通網形成計画，地域公共交通再編実施計画 

・子どもの目の健康づくり事業   ・市内企業訪問 

・子宮頸がん検診におけるＨＰＶ併用検査 

越前市 ・中心市街地活性化基本計画策定委員会 
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坂井市 ・坂井市まちづくりに関する意見交換会 

大野市 ・大野市結の故郷ふるさと教育推進計画策定委員会 

勝山市 ・地学教室ジオパーク連携事業   ・男女共同ネットワーク主催講座 

・市民大学・福井県生涯学習大学開放講座 

・まち・ひと・しごと創生総合戦略策定会議 

あわら市 ・あわら市まち・ひと・しごと創生総合戦略策定 

・あわら市・あわら市行政不服審査会 

 

 

■ 連携事業の実施例 

 

 ・平成 22 年度，大野市六間通りまちづくり検討会に本学教員が参画し，視察委員会，デザインガ

イドライン作成・発表，ワークショップにおいて 1/50 模型を使用した意見収集，デザイン案の

作成・発表，意見収集を経て，大野市に整備方針を提案した。 

 
 

 

 

・平成 25年度，福井市において学生と地区のまちづくり関係者が情報・意見交換を行い，その後

の連携・協働に向けた関係作りを目的に「学まち交歓会」を実施した。従来は NPO 等の市民活

動団体を対象として交歓会を開催していたが，本学教員がコーディネータとなり，学生を含め

て開催することにより，活動内容のマンネリ化や活動メンバーの固定化という状況の改善に繋

がった。 

   

 

  （事務局資料） 

（「六間通り整備計画」より抜粋） 本学教員による整備方針提案の様子 
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④－４ 「産学官連携研究開発推進機構」及び「URA オフィス」を新設し，地域企業等と

の連携体制を強化した（資料 3-1-1-1-18）。 

 
資料 3-1-1-1-18 産学官連携研究開発推進機構及び URAオフィスの地域貢献活動 

 

■ 地域社会と協働して課題を共有し，地域の課題（ニーズ）と大学の資源（シーズ）の効果的なマッ

チングによる地域の課題解決に向けた取組を進めるために，平成 24年度に「産学官連携研究開発

推進機構」及び「URAオフィス」を新設した（P2-152 前掲資料 2-1-4-1-2，3）。 

 

 

 

  

④－５ 平成 22 年度と比較すると，地域との共同研究は 47 件から 49 件（全共同研究に

占める金額の割合27.1％から45.6％），企業からの技術相談件数は161件から183件，

さらに，共同研究連携先企業への就職者数は 10名から 21名にそれぞれ増加した（資

料 3-1-1-1-19）。 

 
資料 3-1-1-1-19 地域との共同研究数，技術相談件数，共同研究連携先（県内企業）への就職者数  

 

 ■ 地域との共同研究数・資金 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■ 地域から産学コーディネータに対する    ■ 共同研究連携先（県内企業）への就職者数 

技術相談件数 
 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 

161 160 168 184 191 183 

 

  

 

 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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（地域の課題解決実績） 

⑤－１ 大学 COC 事業では，地域の課題解決のために設定した重点５分野について，連携

事業 24件を実施し，地域の課題解決に繋がる成果をあげている（資料 3-1-1-1-20～

23）。 

 
資料 3-1-1-1-20 大学 COC事業における重点５分野の概要 

分野 概要 

人材育成 本学の各学部・大学院で育成する教師，医師・看護師，エンジニア等は，地域の

人づくり，産業振興や地域医療の向上，環境・まちづくりに直接的に関わる人材

であることから，これまで以上に地域の意見や人材を教育に活用することに留意

し，教育内容を充実し，地域再生・活性化の基盤とする。 

ものづくり・産

業振興・技術経

営 

本学の産学官連携活動を核として，福井県の政策・戦略を踏まえた産業活性化に

向けた研究テーマを設定し，推進することにより，地域課題の解決・改善を進め

る。 

地域医療の向上 福井県の「地域医療計画」や「元気な福井健康づくり応援計画」等を踏まえ，県

内唯一の医学部として，将来にわたって医師の確保や医療人の技術向上を図り，

対象自治体の課題に即した住民の健康の保持・増進に務めることにより，課題解

決・改善を行う。 

持続可能な社会

・環境づくり 
県都や市街地の活性化，自然のプロセスに沿った社会経済活動の維持発展を通じ

た自然共生社会の実現，防災等に関する取組を通じて，対象地域の課題解決・改

善に取り組む。 

原子力関連分野

の人材育成，防

災体制の確立 

福島第一原子力発電所の事故を踏まえ，安全・安心の視点から，福井県のエネル

ギー研究開発拠点化計画や敦賀市との原子力防災協定等に基づき，原子力人材の

育成から被ばく医療対応まで，地域の課題解決・改善に取り組む。 

 
 

資料 3-1-1-1-21 重点 5分野における，自治体との連携事業 

 

分野 取組名 担当教員所属 
連携先 

自治体 

人材育成 

大学と教育委員会との協働による教師教育改革 

・学校拠点方式による教師教育改革の全県拡大 

・教員研修システムの構築 

・教育研究所・特別支援教育センター・嶺南教育事務所  

との連携 

大学院教育学研究科 

教職開発専攻 
福井県 

ライフパートナー派遣活動 
教育地域科学部 

附属教育実践総合センター 
福井市 

自治体と連携した特定の教科・領域における教員養成 

・理科に強い小中学校教員養成（CST） 
教育地域科学部 

福井県 

福井市 

自治体と連携した特定の教科・領域における教員養成 

・語学センターを活用した小中高等学校英語担当教師の 

英語教育力強化 

語学センター 福井県 

履修証明プログラムによるコミュニティ学習支援者の力

量形成 

大学院教育学研究科 

教職開発専攻 
福井市 

ものづくり・ 

産業振興・ 

技術経営 

「ふくい産学官共同研究拠点」によるイノベーション 

創出 
産学官連携本部 福井県 

地域医療の向

上 

魅力ある医師並びに医療人材育成のための研修システム

及び医師派遣システム構築による地域医療の充実 

医学部医学科 

地域医療推進講座 
福井県 

地域に生きる高齢者のメンタルヘルス向上 
医学部医学科 

病態制御医学講座 
永平寺町 

子どものこころの診療・療育体制の構築 
子どものこころの発達研究

センター 
福井県 

持続可能な 

社会・環境 

づくり 

地域環境研究教育センターと環境パートナーシップ 

会議とが連携した環境改善活動 
地域環境研究教育センター 福井市 

・里地里山の教育研究 

・地域力を活かした環境教育，「質の高い ESD（持続  

可能な開発のための教育）プログラム開発と実践」 

の共同研究，幼小中での ESD実践 

大学院教育学研究科 

教職開発専攻 

福井県 

勝山市 

（事務局資料） 



福井大学 社会連携 

3－19 

 

分野 取組名 担当教員所属 
連携先 

自治体 

えちぜん鉄道利用促進調査研究 
大学院工学研究科 

建築建設工学専攻 
福井市 

県都デザイン戦略の実行に向けたまちづくりの研究 
大学院工学研究科 

建築建設工学専攻 
福井県 

中心市街地の街づくり・活性化① 
教育地域科学部 

芸術・保健体育教育講座 
福井市 

中心市街地の街づくり・活性化② 
大学院工学研究科 

建築建設工学専攻 
福井市 

「エコミュージアムによる質の高いまち」づくりの推進 
大学院工学研究科 

建築建設工学専攻 
勝山市 

高浜らしい〝まちなか暮らし〟の実現 
大学院工学研究科 

建築建設工学専攻 
高浜町 

消防団への大学生防災サポーター拡大，学生の災害時にお

ける応援体制整備，防災訓練等の合同実施 

医学部看護学科 

臨床看護学講座 
永平寺町 

原子力関連分

野の人材育

成，防災体制

の確立 

嶺南地域原子力関連施設の共同利用による原子力関連人

材の育成及び原子力安全研究の推進 
附属国際原子力工学研究所 福井県 

原子力防災の推進 附属国際原子力工学研究所 敦賀市 

緊急被ばく医療に強い救急総合医養成 
医学部医学科 

地域医療推進講座 
敦賀市 

※継続事業を含む 

 

 

 

資料 3-1-1-1-22 情報発信の例（ニュースレター）  

 

■ 大学 COC事業における自治体等との連携事業の成果はニュースレター等で積極的に発信している。 

 

  
 

 
 

 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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資料 3-1-1-1-23 大学 COC事業における自治体との連携事業による成果例 

 

■ 自治体等の連携事業について，年度末に「連携事業実績報告書」として成果をまとめ，公表し

ている。 

 

 

 

 

⑤－２ 地域志向教育研究推進のコア教員（地域コア教員）及びアクティブメンバーを公

募し，事業費を配分することにより地域課題解決に資する取組を進め，多様な成果が

あがっている（資料 3-1-1-1-24，25）。 

 
資料 3-1-1-1-24  大学 COC事業地域コア教員採択一覧（平成 27年度） 

 

 
■ 構成員 

・地域コア教員･･･地域の課題解決に重点的に取り組む，地域を志向した教育研究の核となる教員 

・アクティブメンバー･･･地域コア教員と協力して活動する教員 

 

（事務局資料） 

部局 職名 氏名 部局 職名 氏名

教育地域科学部理数教育講座 講師 西沢 徹

教育地域科学部理数教育講座 准教授 三好 雅也

教育地域科学部理数教育講座 助手 青山 絹代

教育学研究科教職開発専攻 准教授 小林 和雄

工学研究科知能システム工学専
攻

教授 平田 隆幸

工学研究科物理工学専攻 准教授 古閑 義之

教育地域科学部理数教育講座 教授 西村 保三

教育地域科学部地域政策講座 准教授 保科 英人

教育地域科学部理数教育講座 講師 西沢 徹

 

 

山本 博文

高田 宗樹

 

工学研究科知能
システム工学専攻

地域環境研究教
育センター

センター
長

 

申請者
テーマ

アクティブメンバー

淺原 雅浩教授
地域交流のための科学コミュニケー
ターの養成と地域資源（自然・産業）
活用のための教材開発

  

教員養成・社会
教育分野の人材
育成

分野
採択額
（千円）

県内小・中学校の自然観察授業に
おける指導力向上とレベルアップ支
援

国際的視点に立った福井県におけ
る高大連携数理教育の検討と実践

准教授

教育地域科学部
理数教育講座
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■ 平成 25年度は 22件（担当教員数延べ 68名），平成 26年度は 23件（担当教員数延べ 80名），

平成 27年度は 16件（担当教員数延べ 59名）の取組を実施した。 

 

 

 

  

 

工学研究科繊維先端工学専攻 教授 末 信一朗

工学研究科繊維先端工学専攻 准教授 廣垣 和正

工学研究科繊維先端工学専攻 講師 植松 英之

工学研究科材料開発工学専攻 准教授 川﨑 常臣

工学研究科機械工学専攻 准教授 本田 知己

工学研究科電気・電子工学専攻 准教授 茂呂 征一郎

博士人材キャリア開発支援セン
ター

特命教授 坂本 憲昭

産学官連携本部 特命教授 道端 裕行

産学官連携本部

客員教授（福
井県立大学地
域経済研究所
教授）

南保 勝

医学部医学科 講師 山村 修

医学部医学科 助教 黒田 有紀子

医学部看護学科 教授 長谷川 美香

教育地域科学部地域政策講座 准教授 井上 博行

医学部医学科 教授 日下 幸則

医学部看護学科 教授 出口 洋二

医学部看護学科 准教授 繁田 里美

医学部看護学科 教授 磯見 智恵

医学部看護学科 助教 高久 範江

医学部看護学科 助教 西口 遥

教育地域科学部附属地域共生プ
ロジェクトセンター

助教 粟原 知子

教育地域科学部芸術・保健体育
教育講座

教授 濱口 由美

教育地域科学部地域政策講座 准教授 保科 英人

医学部医学科 助教 田中 幸枝

工学研究科建築建設工学専攻 教授 野嶋 慎二

工学研究科建築建設工学専攻 准教授 菊地 吉信

工学研究科建築建設工学専攻 教授 川上 洋司

工学研究科建築建設工学専攻 准教授 原田 陽子

医学部看護学科 教授 磯見 智恵

医学部看護学科 准教授 繁田 里美

医学部看護学科 准教授 月田 佳寿美

附属国際原子力工学研究所 教授 宇埜 正美

附属国際原子力工学研究所 教授 有田 裕二

附属国際原子力工学研究所 教授 渡辺 正

附属国際原子力工学研究所 准教授
ウイルフェル

ム・ファン・ロー
イェン

合計

川本 義海

医学部医学科 教授

雪冷熱の活用とその利用に向けた
もの・まちづくり計画

教授
工学研究科建築
建設工学専攻

教授

児玉 麻衣子
多職種チームで支える在宅医療・ケ
ア実現のためのIPE（多職種連携実
践教育）の推進

医学部医学科 特命助教

教育地域科学部
地域政策講座

准教授

准教授

医学部看護学科

藤井 豊

上野 栄一

繁田 里美

工学研究科繊維
先端工学専攻

教授

医学部看護学科

 金山 ひとみ

吉長 重樹産学官連携本部

助教
繊維・ファイバー工学分野における
人材育成

島田 直樹

鯖江市西山動物園新レッサーパン
ダ舎開園に向けた市民ワークショッ
プ事業

「現場に役立つ機器分析」教育プロ
グラムの構築

酒井 明子

福元 謙一
嶺南地域原子力関連施設との連携
による原子力関連分野の人材育成

附属国際原子力
工学研究所

教授

医学部看護学科

三浦 麻

教授産学官連携本部

准教授

准教授

  福原 輝幸

被ばく医療に強く現場を自律的にマ
ネージメントできる人材育成のため
の教育プログラム開発

地域協働による交通まちづくり
工学研究科原子
力・エネルギー安
全工学専攻

地域で生活するがん患者・家族のた
めの患者会・サロンネットワークの構
築

環境省・福井県・自治体・NPO等と
連携した希少野生生物保護増殖推
進モデルの確立と人材育成

助教医学部医学科
気候医学を活用した住民参加の健
康増進プログラム

ものづくり・産業
振興・技術経営

持続可能な社
会・環境づくり

地域医療の向上

原子力関連分野
の人材育成，防
災体制の確立

福井市と連携した糖尿病予備群へ
の指導と学生参加型の教育指導

海外進出企業のマネジメント支援と
高度産業人材育成・活用

米沢 晋

（事務局資料） 
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資料 3-1-1-1-25  大学 COC事業地域コア教員による成果例 

 

■ 地域コア教員による地域志向教育研究について，年度末に「連携事業実績報告書」として成果を

まとめ，公表している。 

 

 

 

    

 

 

⑤－３ 大学 COC 事業における連携自治体はもとより，国からも，本学の地域貢献に関わ

る取組は好評を得ている（資料 3-1-1-1-26，27）。さらに，様々な機会において県内

自治体や企業等から意見聴取を実施し，その結果を随時改善に繋げている（資料

3-1-1-1-28）。 
 

資料 3-1-1-1-26 大学 COC事業連携自治体を対象としたアンケート結果 

 

■ 福井大学の取組は「地域のための大学」として満足するものですか。  

 

（自治体数） 

大いに満足 2 

満足 4 

不満 0 

大いに不満 0 

 
（平成 26年度福井大学地（知）の拠点整備事業アンケート結果より抜粋）  

 
  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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資料 3-1-1-1-27 本学の COC事業に対する国からの高い評価 

 

■ 本学が取り組む「地（知）の拠点整備事業（大学 COC 事業）」が，国が進める地方創生において

地方国立大学が大きな役割を果たしている先駆的な取組例として，第 189 回国会 地方創生に関す

る特別委員会において石破地方創生担当大臣から紹介されるなど，高く評価されている。 

 

第 189回国会 地方創生に関する特別委員会 第 9号（平成 27年 5月 26日（火曜日））会議録（抜粋） 
 

○宮本（岳）委員 

  さて次に，地方創生を考える上で，地方国立大学の果たす役割は極めて大きいと思います。 

  石破大臣も，地方版総合戦略の策定に当たっては，「住民や産官学金労言等の参画を得つつ，」と，大学の役

割に触れられました。 

  先日の質疑では，東京から地方へ若い人が移住したとき，やはり最先端の情報が欲しい，もう一度勉強した

いというときにどうするかという質疑が交わされましたけれども，地方国立大学は，地方の人材育成とともに，

まさにそういう地方における知の拠点としての役割を担っていると思います。石破大臣，そうではありません

か。 

○石破国務大臣 

  御指摘のとおりでございます。 

  産官学金労言と申し上げましたのは，その地域地域における国立大学が象牙の塔と化し，難しい話ばかりし

て浮世離れしたことをやられても困りますので，その地域における特性を踏まえながら，どのようにしてその

地方の雇用あるいは所得の向上に寄与するかということは極めて重要なポイントだと思っております。 

  どこもかしこもミニ東大みたいなものをつくると地方大学の意味が全くございませんので，今，先駆的な取

組が福井大学，高知大学あるいは鳥取大学等々において行われていると承知しており，そういうような大学に

対する必要な支援というものが，今後政府において，文部科学省を中心に行われるものと承知しております。 

 

 

 

資料 3-1-1-1-28 様々な意見聴取の機会と改善に向けた取組の例 

意見聴取の機会 意見 対応策 

COC 事業アドバ

イザリー・ボー

ド・ミーティン

グ 

・若者の地域への参画を促すため，大学にはイン

ターン等の方法で，地域をフィールドとして活

用してもらいたい。 

・国際地域学部の設置に向けた検討におい

て，地域をフィールドとした授業を取り入

れたカリキュラムを導入 

・１，２年生次からインターンシップを増やして

ほしい。 

・キャリアセンター（仮称）を設置し，低学

年へインターンシップを拡大する。１年次

にはプレインターンシップにより地域の

産業や地元企業の理解を促す。 
・一般授業の中でも企業を学ぶことができるとよ

い。 

・福井の第一印象として，寒い，遊ぶところがな

いなどデメリットばかり浮かぶ。良い部分を学

部の時に知ることができたらよい。 

・福井県の特徴的な自然と環境・災害，地域

と社会，健康と福祉，文化等の各分野につ

いて県内５大学が連携して授業を開講 

COC 事業評価委

員会 

・発達障害の児童に対し，ライフパートナーに加

えて医学の面からも支援してもらいたい。 

・「医教連携による発達障害等に対応できる

教員養成の充実」を第３期中期目標期間に

おける重点項目に位置付け 

・COC事業の普及・啓発のため，地域マネジメン

トに関わっている学生を広報として使ってい

くという戦略がある。 

・地域で活動する学生や広報スタッフを兼任

する学生を「COCスタッフ」に任命し，COC

フォーラム等に参画 

自治体等との連

絡協議会 

・地（知）の拠点フォーラムの在り方について，

単発ではなく，市民や行政が関わる形で継続的

に実施してはどうか。 

・学生，教職員，行政，市民等が参画するグ

ループワーク形式で，継続して開催 

・大学への依頼をどこに連絡すればよいか分から

ない。 

・大学ウェブサイトの「お問い合わせ」や「福

井大学研究者総覧」ページを充実 

COC フォーラム

アンケート 

・学生で COCを知っている者はかなり少ない。啓

発･広報についてはどのように考えているか。 

・COC ニュースレターの発行等，COC 事業に

関する学内外における広報活動を強化 

 

  
（事務局資料） 

（衆議院ウェブサイトより） 
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（キックオフフォーラムの様子） 

⑤－４ これまでの地域貢献活動，大学 COC事業の取組等を高度化・発展させる構想が評

価され，平成 27 年度文部科学省「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC

＋）」に採択され，連携推進体制の整備，COC＋推進コーディネーターの雇用等，事業

を進めた（資料 3-1-1-1-29）。 

 
資料 3-1-1-1-29 福井大学 COC＋の概要 

 

      ■ 事業概要 

本事業では，県内全ての大学，福井県及び企業

等と連携して地域創生の要請に応えることと

しており，高大接続による入学者の確保，地域

志向学生の育成，イノベーション創出人材・グ

ローバル人材の育成等を，新設する共同利用の

サテライトキャンパス，地域志向科目の共同開

講，インターンシップの高度化等により効果的

に行う。 

       

■ 平成 28年 2月 15日開催「地域創生の担い手

を育み活気あるふくいを創造する５大学連携

事業」 キックオフフォーラムにおいて，文部

科学省高等教育局大学振興課大学改革推進室 

山口大学改革官より，「教育改革や COC 事業を

通じて培ってきた十分な蓄積のある中で，原子

力安全や食を核とした観光，伝統工芸等の福井

ブランドを高めるために「ふくい地域創生士」

の認定等により，人材育成と産業振興に取り組

むという点が高く評価され，この COC＋という事業に採択された」とのコメントを得ている。  

 

（平成 27年度の成果） 

   ・「地域創生の担い手を育み活気あるふくいを創造す

る５大学連携事業」 キックオフフォーラムを開催

し，大学，地方自治体，企業などから約 250 人の

参加を得て，県内５大学連携による取組内容を発

信した。フォーラムでは福井県と県内大学との地

方創生に関する協定書の調印が行われた。 

   ・全学を挙げて COC＋事業を推進するため，「地域創

生教育研究センター」を平成 28年４月１日に設置

することを決定した。 

   ・COC＋推進コーディネーターを雇用し，県内関係機

関（大学・自治体・経済団体等）との連携推進体制を整備した。 

   ・地域志向科目・認定制度 WG を設置し，平成 28 年度４月からサテライトキャンパスにおいて５

大学が連携して授業を開講することを決定した。また，ふくい地域創生士の認定制度の実施に

向けて，認定方法等の運用方針を決定した。 

 

 

（個性の伸長） 

⑥ これまでの地域貢献活動を基盤とする大学 COC 事業の展開とその成果，さらに COC＋

事業の採択等は本学の「地(知)の拠点整備」が順調に進捗していることの証左であり，

これらの取組は個性の伸長に向けた戦略③に沿ったものであり，地域活性化のための

中核的拠点形成を促進するものである。 

（事務局資料） 
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（実施状況の判定） 実施状況が良好である 
 
（判断理由） 

１．「地（知）の拠点整備事業」による取組が順調に実施され，関係者からの期待に十分

応えるとともに成果があがった。特に，本学が進めている大学 COC 事業の取組は，国

会でも取り上げられる等，高く評価された。これは，地域社会と連携し，地域を志向

した教育・研究が全学的に推進している証左である。 

 

２．大学 COC 事業における教育カリキュラム改革として，地域を志向した科目による「地

域コア・カリキュラム」の設定，地域と連携した能動的学修を主とするアクティブ・

ラーニング科目の積極的な導入等，学生から好評を得た。意見聴取結果等を鑑みると，

学生に地域の課題解決に役立つ知識・理解・能力が涵養された。これら取組は大学機

関別認証評価でも高く評価された。 

 

３．福井県内 8自治体等と新たに包括的連携協定を締結し，地域課題の共有や大学シーズ・

地域ニーズのマッチング等に努めた。その結果，自治体との新規連携事業数が顕著に

増加し，成果が地域に着実に還元された。さらに，産学官連携研究開発推進機構及び

URA オフィスの新設等，地域企業との連携体制を一層強化し，地域との共同研究，企

業からの技術相談件数，共同研究連携先の企業への就職数が増加した。 

 

４．地域の課題解決のため重点５分野を設定した大学 COC 事業では，自治体と連携した 24

件の事業とともに，地域コア教員による地域課題解決に資する取組を推進し，地域の

課題解決に繋がる成果があがり，関係者からの期待に応えた。 

 

５．これまでの地域貢献活動，大学 COC 事業の取組等を基盤とした，文部科学省 COC＋事

業に平成 27 年度に採択されたことは，これまでの地域貢献活動，大学 COC 事業の取

組が十分な実績をあげたことの証左である。 

 

６．これまでの地域貢献活動を基盤とする大学 COC 事業の展開とその成果，さらに COC＋

事業の採択等を鑑みると，本学の「地（知）の拠点整備」は順調に進捗しており，こ

れら取組は個性の伸長に向けた「地域活性化のための中核的拠点形成」を促進した。 

 

②優れた点及び改善を要する点等 
 

（優れた点） 

１．大学 COC 事業による取組が順調に実施され，関係者の期待に十分応える成果があがっ

ており，地域社会と連携し，地域を志向した教育・研究が全学的に推進されている（計

画 3-1-1-1）。 

 

２．本学が進めている大学 COC 事業の取組は，国会でも取り上げられる等，高く評価され

た（計画 3-1-1-1）。 

 

（改善を要する点） 該当なし 

 

（特色ある点） 

１．COC＋事業では，福井県の全ての大学が参加した地域志向と課題解決能力の育成と，

福井県と参加大学の強みを活かした特色人材の育成が期待される（計画 3-1-1-1）。 
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(２)中項目２「社会との連携や社会貢献に関する目標」の達成状況分析 
  

①小項目の分析 
○小項目１「地域の知の拠点として，高度な知的資源を社会に還元する。」の分析 
 
関連する中期計画の分析- 
計画３－２－１－１「地域ニーズを的確に把握し，大学の持つ知的資源を有効に社会還

元できる全学の体制を整備・充実する。」に係る状況 
 

（地域ニーズの的確な把握） 

①－１ 地域ニーズを的確に把握し，大学の持つ知的資源を有効に社会還元するため，

地域貢献推進センターを中心とした全学的な体制を整備した（資料 3-2-1-1-1，2）。 

 
資料 3-2-1-1-1 地域ニーズの的確な把握等に係る全学的な体制  

 

 

 

 

 

資料 3-2-1-1-2 地域貢献推進センターウェブサイトに設置した相談者別窓口による地域ニーズの把握と対応例 

  

■ 一元化した相談者別窓口を地域貢献推進センターウェブサイトに設置・運用した（P3-14 前掲資

料 3-1-1-1-15）。 

相談内容 相談者 対応状況 

松本小学校「地域交流会」でのサ

イエンスショーの依頼 

松本小学校 PTA

ふれあい委員会 

公開講座「ほやほや物理教室」を実施している教員

に照会し，工学研究科 古石准教授が「みんなで見つ

ける!?宇宙のヒミツ！」と題した講座を開催した。 

公開講座「敦賀キャンパスの原子

力 安全防災セミナー」の申込につ

いて 

無記名 地域貢献推進センターより，正式日程が決定後 HPに

て案内する旨を回答した。 

「笑いと健康」など「笑い」につ

いて講演してくれる方、春江町の

歴史に詳しい方を紹介してほし

い。 

春江南公民館 学内で該当する教員がいなかったため，福井県生涯

学習センターの「福井県生涯学習情報ネットワーク

システム」を紹介した。 

公開講座「学び合うコミュニティ

を培う」の詳細について知りたい。 

鹿谷公民館 地域貢献推進センターより詳細をメールで連絡する

とともに，HPを紹介した。 

 

  （事務局資料） 

（事務局資料） 
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①－２ 地域ニーズ把握の一環として，地域の各機関との連携を増やすとともに，連携

の形態を包括連携へ移行する等の改善に努めた（資料 3-2-1-1-3）。これら構築した

連携体制のもと，地域ニーズを把握し，適切に対応した（資料 3-2-1-1-4）。 

 

資料 3-2-1-1-3 地域の各機関との協定締結一覧  

区分 大学側 相手方 内容 締結日 

自治体 

全学 大野市 相互友好協力協定 H15.4.21 

全学 美浜町 相互友好協力協定 H16.7.23 

附属病院 永平寺町 集団災害救急救助事故に係る応援協定 H19.11.26 

附属病院 嶺北消防組合 集団災害救急救助事故に係る応援協定 H20.2.18 

医学部 高浜町 寄附講座の設置（地域プライマリケア） H21.3.25 

医学部 福井県 寄附講座の設置（地域医療推進講座） H22.3.24 

附属病院 福井市消防局 集団災害救急救助事故に係る応援協定※ H24.3.29 

原子力研 敦賀市 原子力防災に関する相互連携協定※ H24.6.27 

全学 福井市 包括的連携協定※ H24.10.26 

医学部 
公立小浜病院組合（杉田玄

白記念公立小浜病院） 

寄附講座の設置（地域高度医療推進講座）

※ 
H25.3.25 

全学 福井県 包括的連携協定※ H25.3.26 

全学 勝山市 包括的連携協定※ H25.6.25 

全学 鯖江市・鯖江商工会議所 包括的連携協定※ H25.12.18 

全学 永平寺町 包括的連携協定※ H26.1.8 

教育学研究

科 
永平寺町教育委員会 

授業力向上のための教育連携に関する事業

協定※ 
H26.8.4 

全学 
越前市・武生商工会議所・

越前市商工会 
包括的地域連携協定※ H26.9.1 

医学部 福井県 
寄附講座の設置（がん専門医育成推進講座）

※ 
H27.3.17 

教育地域科

学部附属学

園 

敦賀市教育委員会 
小中一貫教育研究のための連携・協力に関

する協定※ 
H27.10.22 

全学 

福井県，福井県立大学，福

井工業大学，仁愛大学，敦

賀市立看護大学 

福井県と県内大学との地方創生に関する協

定※ 
H28.2.15 

その他 

全学 核燃料サイクル開発機構 連携講座の設置 H16.4.1 

全学 日華化学株式会社 包括連携協定 H17.2.21 

全学 福井コンピュータ株式会社 包括連携協定 H17.3.30 

全学 中小企業金融公庫福井支店 産学連携の協力推進に係る協定 H17.7.22 

全学 アイテック株式会社 包括連携協定 H17.8.8 

全学 株式会社福井銀行 産学連携の協力推進に係る協定 H17.12.21 

全学 
財団法人ふくい産業支援セ

ンター 
ベンチャー企業創業促進に係る協定 H17.12.21 

全学 株式会社北陸銀行 包括連携協定 H18.3.2 

全学 福井信用金庫 産学連携の協力推進に係る協定 H18.3.16 

全学 
独立行政法人放射線医学総

合研究所 
研究・教育及び診療等の協力に関する協定 H18.6.19 

全学 
独立行政法人放射線医学総

合研究所 
研究協力に関する協定 H18.6.19 

全学 商工組合中央金庫福井支店 産学連携の協力推進に係る協定 H18.9.22 

全学 
独立行政法人日本原子力研

究開発機構 
包括連携協定 H18.10.3 

全学 福井県眼鏡工業組合 包括連携協定 H19.6.1 

附属図書館 福井県立図書館 相互協力 H19.10.4 

全学 
独立行政法人日本原子力研

究開発機構 
学生等の受入に関する覚書 H19.12.6 

全学 
独立行政法人日本原子力研

究開発機構 
装置共用取扱要項 H20.1.30 
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全学 株式会社マイクロン 包括連携協定 H20.2.20 

附属図書館 

福井県立大学，福井工業大

学，仁愛大学，仁愛女子短

期大学，敦賀短期大学，福

井医療短期大学，福井工業

高等専門学校，福井県立図

書館，福井県文書館 

福井県地域共同リポジトリ協定 H21.3.27 

全学 
独立行政法人日本原子力研

究開発機構 

原子力教育大学連携ネットワークに係る遠

隔教育システム設備に関する覚書 
H21.11.2 

附属病院 財団法人福和会 災害時における救援物資提供※ H24.3.16 

全学 福井商工会議所 包括連携協定※ H25.3.1 

工学研究科 
一般社団法人福井県繊維協

会 
連携講座の設置※ H25.4.5 

 全学 
株式会社リクルートホール

ディングス 
包括連携協定※ H28.2.1 

※は第２期中の締結を示す。 

 

 

資料 3-2-1-1-4  地域の各機関との連携を介して把握した地域ニーズへの対応例 

部局等 相手方 ニーズ 対応 

全学 株式会社リク

ルートホール

ディングス 

学校現場での教育環境改善に

関する施策を福井モデルとし

て提示して欲しい。 

リクルートの ICT機器を附属中学校等で

一部導入し教育環境改善の効果測定を

予定 

教育学 研究

科 
永平寺町教育委

員会 
校内研究体制や授業作りなど

多様な教育現場のニーズにつ

いて支援をお願いしたい。 

教育学研究科がチームを作り，授業計画

の作成や新たな教育内容に対応した教

材研究等に取り組む。 

教育地 域科

学部附 属学

園 

敦賀市教育委員

会 
敦賀市における小中一貫教育

推進に当たり，教科ごとの具

体的なカリキュラムなどの研

究で連携・協力願いたい。 

小中一貫教育研究のための連携・協力に

関する協定を締結し，９年間のカリキュ

ラム作成について研究協議した。 

医学部 福井県 がん専門医を育成・確保する

ための研修体制，研修プログ

ラム等についての，研究・構

築を行うとともに，その研究

成果の普及を行い，県内のが

ん医療の推進に寄与すること

を目的とする。 

専門医育成連絡会を開催し，シンポジウ

ムの内容や研修プログラム参加者募集

などについて検討した。11月にがん専門

医人材育成シンポジウムを開催した。 

附属病院 嶺北消防組合 消防総合防災訓練等に DMAT等

が参加して,地域住民への啓

発に協力願いたい。 

消防総合防災訓練，列車事故対応合同訓

練，丸岡･山中温泉トンネル防災訓練等

を通じ，関係機関等と協力し，応急救護

所運営，救急処置等の訓練を行うととも

に，地域住民等への啓発活動に参加し

た。 

附属病院 永平寺消防本部 各種防災訓練に，医師，看護

師を派遣し，応急救護訓練等

の指導をお願いしたい。 

永平寺町総合防災訓練，特殊災害総合訓

練大本山永平寺・志比区合同防災訓練等

に参加し，地域住民の防災意識の向上と

図るとともに，関係機関等と協力し，応

急救護所運営，救急処置等の訓練を行

い，災害時対応力の向上に努めた。 
附属病院 福井県防災航空

事務所，永平寺

町消防本部 

災害発生時や重症患者の緊急

搬送等に対応するため，福井

県の防災ヘリコプターによる

患者搬送の訓練を実施した

い。 

本院救急部，総務管理課が参加し，ヘリ

コプターによる患者搬送に係る搬送手

順の確認，安全確保のための対策，事例

の想定などについて事前調整を行い，福

井県の防災ヘリコプターによる救急患

者の転院搬送，被災地からの救助者搬送

を想定した訓練を実施した。 

工学研究科 福井県繊維協会 学生に対し，繊維分野にもっ

と興味を持ってもらいたい。 

連携講座の講義の受講生を増やすこと

が第一と考え，学生の受けやすい時間帯

（事務局資料） 
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に講義を行うスケジュールを組んだ。ま

た，各教員に連携講座の講義を受講する

よう指導依頼をかけた。 

 

 

 

①－３ 「大学等シーズ・ニーズ創出強化支援事業」に採択され， ニーズやアイディア

等の発掘を行い，イノベーション創出に繋がる成果があがった（資料 3-2-1-1-5，

P3-35 後掲資料 3-2-1-1-11）。 

 

資料 3-2-1-1-5 平成 25 年度文部科学省大学等シーズ・ニーズ創出強化支援事業（イノベーション対話促進プログ

ラム）の概要 

 
■ 産学官連携本部では，産業界との交流を通じ，大学シーズと企業ニーズの対話式のマッチング

を行ってきています。その中から地域企業を中心として数多くの共同研究プロジェクトを生み出

し，そのプロジェクト創出過程は 2007 年頃より「ふくい方式」 として全国に認知されるに至っ

ています。本事業は，大学等において多様な参加者の知見を活用したデザイン思考の対話型ワー

クショップ等を運営することなどにより，大学等発のイノベーションを創出する確率を高めるこ

ととそのプロセスの検証を行うことを目的としています。 

 

 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（事務局資料） 



福井大学 社会連携 

3－30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■ 成果  

○ワークショップでは，大学教職員，URA，学生，社会人など年齢も職種も背景も異なる多様な人々

が集うことにより，単独では発想し得ないアイデアが次々と提案された。特に，学生の柔軟な発

想がワークショップの活発化に大きく貢献していた。その要因として， 

・日常的環境とは異なる環境において交流することにより，互いに刺激し合い，柔軟な発想

が可能となった。 

・話題提供とビジネスアイデアを出すための手順がわかりやすく提示されていた。 

・目的が明快であり，「可能性を考えること」，「考えることに慣れること」，「考えの萌芽を得

ること」という狙いが達成されていた。 

が挙げられる。これらの経験から，ワークショップの実施について以下のような知見を得た。 

・明確な目的設定をもとに，そこに到達するためのグループワークのデザインをしっかりと

構築することが重要である。 

・文部科学省対話ツールは，参加者の負担やプレッシャ感が少なく，気軽に参加できるが，

新しい発想を次々繰り出していくこと，それをどのように収束，イノベティブなインサイ

トとなると，短時間のなかでは難しい。 

・継続的な研修により，参加者の提案力・企画力の向上が期待できる。ただし，ワークショッ

プ毎の成果のまとめと提案されたアイディアの調査，検証，企画化などの後フォローが不

可欠である。 

・目的の明確化などファシリテーターの先導により，その成果に大きく影響を及ぼすものと

考えられ，効果的ファシリテーションの研究が必要。 

○ワークショップに参加した企業からは， 

・自社以外の企業の人と，特定のテーマについて議論する機会は少なく，多様な人の集うこ

とによる視野の広がりは大変効果的である。 

・このような対話型ワークショップを企業研修でも取り入れたい。 

など，その有効性を高く評価されており，本手法が地域の企業，機関にも波及していく可能性が

高く，今後，様々な場面で本手法を用いたイノベーション創出活動が活発化するものと期待され

る。 

 

 

  
（事務局資料） 
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①－４ 地域貢献に関するアンケート調査等を実施し，地域ニーズの把握・対応に随時

努めた（資料 3-2-1-1-6，7）。 

 

資料 3-2-1-1-6 地域ニーズ把握のための主な取組と対応例 

 

■ 地域ニーズの把握に向けた主な取組 

 

取組内容 

・地域貢献推進センターに地域貢献活動に関する情報を一元化して情報発信力の強化を目的に，

各センターやこれまで充分に把握できていなかった各種学生団体の地域貢献活動に関する情

報を収集する必要があるため，平成 23 年度にそれらの組織の地域貢献活動状況の調査を実施

した。 

・上記結果を踏まえ，地域社会と深く連携しているセンターや学生団体からの活動状況の広報に

対する要望に応えるため，平成 24 年度から地域貢献推進センターホームページに，当該セン

ターホームページや学生団体のブログへのリンクを設けるとともに，当該センターや学生団体

の最新の地域貢献活動を地域貢献推進センターホームページで紹介することとした。 

・平成 23 年度に県内自治体に対し，地域貢献に関するアンケート調査を実施。調査の結果，①

大学の教育研究，医療，社会貢献等の活動情報を提供，②連携に係る相談窓口の設置，の要望

があったため，①平成 24 年度から自治体向けにメルマガによる定期的な情報発信を開始，②

平成 24 年度から地域貢献推進センターのホームページに，自治体向け問合せ・相談窓口を設

置し，運用を開始した。  

・公開講座参加者のニーズをより的確に把握し，次年度の公開講座のあり方に反映させるため，

平成 23年度から参加者アンケートについて参加目的の項目を追加するなど内容を見直した。 

・平成 24年度，本学と NPO団体・住民団体の連携について検討するため，「まちづくり」，「文化」，

「社会」などの分野で地域振興や発展を行う NPO団体や，福井大学周辺で学生と活動を行って

いる団体，福井市内でまちづくりに関係する活動を行う団体に対し，大学と地域の活性化につ

いてアンケート調査を実施した。アンケート分析結果は「本学と団体等との連携に関する調査」

として報告書をまとめ，本学が地域のシンクタンク的な役割を担うことや，自治体も含めた有

機的な体制の構築について提言した。 

 

■ 対応例 

・平成 23年度の県内自治体を対象とする地域貢献に関するアンケート調査を受けて，平成 24年

度から自治体向けのメルマガ発信，地域貢献推進センターのホームページに連携相談窓口を設

置・運用を開始した結果，自治体との情報共有が高まり包括的連携協定数の増加に繋がった。 

・公開講座参加者のニーズを的確に把握するために，平成 23 年度から公開講座参加者アンケー

トの内容を見直し，次年度の公開講座のあり方に反映させた結果，参加者の満足度が高い水準

で維持されている（P3-79 後掲資料 3-2-2-1-4）。 

・地域から学生の活動に関するニーズがあった場合に、該当する学生サークル・団体等へつなげ

る情報提供の体制を整備した（資料 3-2-1-1-7）。 

 

 

 

  

（事務局資料） 
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資料 3-2-1-1-7 本学学生との連携に関するワークフロー 

 

 

     

（学生の活動に関する相談・問合せ件数） 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 

0 0 0 1 4 7 

 

 

  

 

①－５ シーズとニーズの的確なマッチング等を図るよう，産学官連携本部にコーディ

ネーター3名を配置し，技術相談件数が増加した（資料 3-2-1-1-8）。 

 

資料 3-2-1-1-8 産学官連携本部のコーディネーター 

 

 

■ 技術相談のご案内     

 

 

                       （技術相談件数） 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 

161 160 168 184 191 183 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事務局資料） 
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（大学保有の知的資源の把握） 

②－１ 大学が保有する知的資源を一元的に把握するため，「総合データベース」を活用

した（資料 3-2-1-1-9）。 

 

資料 3-2-1-1-9  総合データベースの概要  

 

■ 概要 

「総合データベースシステムを活用した情報発信に関する行動計画」を平成 22 年度に策定

し，行動計画に基づき学内各種データの一元管理を行うとともに，ホームページにより教育研

究者情報，研究活動一覧を公表することにより一層の有効活用を図り，知的資源の円滑な社会

還元を推進している。 

 

総合データベースシステムを活用した情報発信に関する行動計画 
 

   総合データベースシステムは、本学の諸活動（教育・研究・社会貢献・管理運営等）につ

いて一元管理を行い、ホームページにより教育研究者情報、研究活動一覧を公表し、大学が

持つ知的資源の社会還元に務めている。 

   今後、更に知的資源を有効に社会還元するために、総合データベースシステムの改善等を

図り、地域ニーズを踏まえた情報発信を推進する。 

 

    １．地域ニーズに基づいた情報発信（教育研究者情報検索の改善等） 

    ２．総合データベースシステムの改善と学内各データベースとの連携強化 

    ３．評価への対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ データベース項目（一部抜粋）  

 

 項目 説明 

研
究
活
動 

論文 学術原著論文，症例報告，学際会議論文，資料解説，総説・レビュー

等を登録 

著書 著書，教科書の執筆・翻訳，編集・監修及び proceedings 等を登録 

講演 ・口頭発表 等 学会発表題名及び学会名等を登録 

発表会 展示会，コンサート等の活動を登録 

学術雑誌の査読・編集 学術雑誌の査読と，学会誌以外の雑誌編集を登録（学会誌の編集は，
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所属学会で編集委員として登録）。 

学会の開催・参加 学会等の開催・座長・パネリスト等の活動を登録 

作品 技術製品，建造物，芸術作品，スポーツ記録，計画等を登録 

ベンチャー企業 ベンチャー企業に関する活動を登録 

共同研究等希望 産学連携で行う共同研究等について希望するテーマがある場合は，そ

のテーマを登録 

共同研究 共同研究の実施状況について登録  

受託研究 受託研究の実施状況について登録  

奨学寄附金 奨学寄付金の受入状況を登録  

特許 特許権，実用新案権，意匠権等の工業所有権を登録 

受賞 学術的な業績・功績に対して，国，地方公共団体及び学協会等により

授与された賞を登録 

科学研究費補助金 科学研究費補助金の申請及び採択内容を登録 

厚生科研補助金 厚生科研補助金の採択内容を登録 

学内競争的資金 学長裁量経費，学部長裁量経費及び競争的配分経費等の採択状況を登

録 

プロジェクト活動 上記以外で，大学が資金管理する教育・研究活動（大型研究プロジェ

クト，政府関連及び民間財団助成プロジェクト等）を登録します。 

その他 大学が資金管理しない研究活動（資金を伴わない共同研究）と，上記

分類以外の活動を登録 

自由記述・特記事項 過去の活動に関する自己レビュー，将来の研究計画・抱負等について

登録 

 

 ■ サーバのサポート終了に伴うシステム更新（平成 27年度）の際にリニューアルし，ユーザー

の利便性が向上するとともに，大学ポートレートや他の各種データベースとの連携が可能と

なった。 

 

 

 

②－２ URA オフィス「研究戦略支援データシステム」と連携し，研究者情報の一元管

理・充実を図る「福井大学研究シーズ情報」データベースを構築し，学内外で活用

された（P2-168 前掲資料 2-1-4-2-1，2，資料 3-2-1-1-10）。 

 

資料 3-2-1-1-10 データシステムに蓄積されたシーズと活用例  

 

■ シーズの蓄積例 

 

  

（事務局資料） 



福井大学 社会連携 

3－35 

■ シーズの活用（製品化）例 

 

  
 

 ■ 現在，54件のニーズが蓄積されている。 

 

 

（社会還元の実施体制） 

③－１ 文部科学省「大学等シーズ・ニーズ創出強化支援事業」に採択され，企業等と

の対話を通じたシーズ・ニーズ創出を促進した（資料 3-2-1-1-11，P3-29 前掲資料

3-2-1-1-5）。 

 

資料 3-2-1-1-11  平成 26年度文部科学省大学等シーズ・ニーズ創出強化支援事業（COIビジョン対話プログラム） 

 
■ 概要 

イノベーションに繋がる共同研究を促進するためのモデルとして，連携を行う大学等・企業等

のシーズ・ニーズ創出プロセスにデザイン思考のプロセスを導入することを文部科学省が支援。

その結果，COI STREAMの各ビジョンに沿った将来ニーズ等が共有され，10年後の日本が目指す

べき姿の実現に貢献することを目的とする。 

福井大学では，「地域産業界と協働した迅速な試作・試販売体制の構築と実践」をテーマとし，

地域産学官連携活動の深化を目指すとともに，その中に大学院生などの関与を誘導し，「活気あ

る持続可能な社会の構築」に資するラピッドプロトタイピングを実施する。その活動を OJT対象

とし，地域に定着するイノベーション人材の育成を行うほか，イノベーションを先導する人材＝

ものづくり企業群の社長らによる直接的な指導を受ける企業塾活動などを通じて，ものづくり現

場で鍛えられたプロダクトデザイン能力や事業嗅覚（社会受容性評価感覚）を一体とする思考過

程の習得，定着を図り，イノベーション創出を遂行する。 

 

 
 

（事務局資料） 
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③－２ URA オフィスは，大学シーズの社会還元に努め，地元銀行からの出向 URA の配

置（P2-152 前掲資料 2-1-4-1-2）も一助となり，平成 27 年度には自治体や企業と

のマッチングを 14件実現する等，成果があがった（資料 3-2-1-1-12）。  

 

資料 3-2-1-1-12  URAオフィスによるマッチング案件（平成 27年度） 

     

 担当 URA 相談対応者 面談者 マッチング内容 

1 堀口祥 
教育地域科学部 

准教授 廣澤 愛子 

坂井市 産業経済部 

観光産業課 

面談者の依頼により，本学の相談対応者を

マッチングし，面談に同席した。 

2 
青山文夫   

佐藤饗太 

大学院工学研究科 

准教授 藤田 聡 

株式会社日本ゼオン 

特別Ｚ１プロジェクト 

これまでの共同研究の中で実施した研究成

果について協議する場に同席した。 

また，この研究成果で特許出願が可能性を

検討した。 

3 
堀口祥 

奥野信男 

大学院工学研究科 

教授 堀 照夫 
株式会社 山岸和紙店 

地域銀行からの紹介による技術相談に同席

した。 

4 堀口祥 

産学官連携本部 

コーディネーター 

奥野信男 

株式会社中村加工所 
面談者の依頼により，本学の相談対応者を

マッチングし，面談に同席した。 

5 堀口祥 
大学院工学研究科 

准教授 川井 昌之 

坂井市産業経済部  

観光産業課 

面談者の依頼により，本学の相談対応者を

マッチングし，面談に同席した。 

6 堀口祥 
大学院工学研究科 

准教授 金 在虎 

株式会社サカイシルク

スクリーン 

面談者の依頼により，本学の相談対応者を

マッチングし，面談に同席した。 

 

7 
堀口祥 

産学官連携本部 

理事（研究・評価） 

岩井 善郎 

株式会社エヌエム 
地域銀行がマッチングした案件の面談に同

席した。 

8 
青山文夫 

佐藤響太  

大学院工学研究科 

准教授 藤田 聡 
日本ゼオン株式会社 

共同研究の進展報告について協議する場に

同席した。 

9 堀口祥 
URA ｵﾌｨｽ 

URA職員 堀口 祥 
㈱シャルマン 

同社動向ヒアリング，及び NEDO「橋渡し研

究開発促進事業」公募への状況調査に地域

銀行と共に訪問。 

10 
菊地俊郎 

佐藤響太 

特命教授 

山根 正睦 
丸八株式会社 

NEDO平成 27年度「新エネルギーベンチャー

技術革新事業/新エネルギーベンチャー技

術革新事業(風力発電その他未利用エネル

ギー)」に採択 

他の参加企業：積水化学工業株式会社 

11 
中山淑恵

福山厚子 

客員教授 

勝山 俊夫 

ケイ・エス・ティ・ワー

ルド株式会社， 

平成27年度戦略的情報通信研究開発推進事

業(SCOPE)に採択（他に４社の分担企業あ

り） 

（事務局資料） 
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12 吉田梨絵 
客員教授 

勝山 俊夫 

ケイ・エス・ティ・ワー

ルド株式会社，株式会

社シャルマン 

若狭湾エネルギー研究センター平成27年度

公募型共同研究【産学連携研究】に採択 

（他に２社の参加企業あり） 

13 佐藤響太 
産学官連携本部 

准教授 竹本 拓治 
池田町 

環境省平成27年度第Ⅲ期環境経済の政策研

究に再委託 

14 佐藤響太   朝倉の館，福井県 

福井県が進めている「鉄道エネルギー有効

活用調査事業」の実証実験参加者募集の説

明会開催について，本学教職員の参加誘導

等を協力した。 

 

（技術相談の成果） 

 ・県内銀行支店に持ち込まれた福井県内旅館組合の相談に対応することで本学の印象がアップし，

当該支店からの紹介で，他の企業からの技術相談が増加した。 

 ・企業の商品のクレーム改善について，専門教員を交えて，企業の商品そのものが原因でないこ

とを実証する方策の相談に乗り，県産業支援センターでの実証試験等を行うようアドバイスを

したことで，業者として解決方法が見出せた。 

 

 

 

 

③－３ 自治体等からの個別の要望に対して，COC 推進室が一元的な窓口となり，学内

から適切な対応教員をマッチングした（資料 3-2-1-1-13）。 

 

資料 3-2-1-1-13 COC推進室における対応案件 

 

■ マッチング例（平成 27年度） 

 

相手方 対応教員等 依頼内容 

福井市総合政策室 学長 
第 7次福井市総合計画審議会における審議、専門部会における

協議及び審議会会長への就任依頼 

福井市総合政策室 
教育地域科学部教授 

岡﨑 英一 
学生アンケートによる「福井志向」に関する調査・分析事業 

勝山市 企画財政部 

未来創造課 

教育地域科学部教授 

寺尾健夫 
勝山市男女共同ネットワーク主催講座での講演 

永平寺町 

総合政策課 
医療サービス課 医学部へのコミュニティーバスについて 

あわら市 

総務部政策課 

産学官連携本部長 

米沢 晋 
「あわら市まち・ひと・しごと創生総合戦略」委員 

滋賀県選挙管理委員

会事務局 

教育地域科学部教授 

橋本 康弘 
18歳選挙権の導入に関連した講演依頼 

社会福祉法人福井県 

社会福祉協議会 

すこやか長寿課 

教育地域科学部講師 

田中 志敬 

第 2回オトナのため“あったらいいな”実現塾～安心・楽しい

暮らしをめざして～（仮）の講師依頼 

シニア世代の地域活動促進事業へのアドバイス依頼 

 

 

 

  

（事務局資料） 
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※総務課社会連携係を基に，事務局に COC推進室を平成 25年度に設置しており，平成 25年 9月までは総務

課社会連携係における対応件数 

※※問合せに対して、適切にマッチングされた案件数 
 

 

 

 
③－４ 「地域貢献事業支援金」により，地域貢献事業の一層の推進及び継続的な地域

の活性化に繋がる取組を支援し，地域貢献の成果があがった（資料 3-2-1-1-14，15）。 

 

資料 3-2-1-1-14  地域貢献事業支援金（平成 27年度） 

 

■ 本制度は，①学内外（国内に限る）の学術会議及びシンポジウム開催事業，②公開講座及び

公開講演開催事業，③その他地域貢献に係わる事業を支援の対象として実施していたが，地域

貢献事業の一層の推進及び継続的な地域の活性化を図るため，平成 23年度から支援事業の内容

を見直し，地域貢献の成果が期待できる事業に特化して支援することとした。 

 

●支援金事業の募集案内（一部抜粋） 

平成２６年１２月２５日 

教職員・学生 各位 

 

                                    地域貢献推進センター長 

 

 

平成２７年度福井大学地域貢献事業支援金に係る事業の募集について（通知） 

 

  地域貢献推進センターでは，地域貢献に係わる事業を推進し，もって本学の教育・学術研究の振興に資する

ため，「福井大学地域貢献事業支援金」による事業支援を行っています。 

この制度では，地域貢献事業の一層の推進及び継続的な地域の活性化を図るため，以下の地域貢献の成果

が期待できる事業に特化して支援しています。 

本年度に引き続き，平成２７年度も下記（3）学生が主体となって行う地域貢献事業を積極的に採択します。 

つきましては，下記の募集要領に基づき募集しますので，支援を希望する場合は，下記により必要書類を

提出願います。 

 

記 

 

【募集要領】 

１．支援事業・・・支援上限額 １件３０万円  

※ 審査の結果および予算配分により減額される場合があります。 

(1)地域社会と協働して行う調査・研究・催事等 

(2)地域の活性化を主テーマとした講演会・発表会・展示会等 

(3)学生が主体となって行う地域貢献事業 

(4)その他地域貢献に係わる事業 

 

（事務局資料） 
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注１：地域の活性化につながる事業を対象とする。 

注２：カリキュラムの一環として行われている事業（単位に係わるもの）は除く。 

２．応募資格   本学の教職員（学生が主体となって行う事業に申請する場合は，必ず教職員を事業責任

者とします。） 

７．審査方法   申請された地域貢献事業計画書に基づき，地域貢献推進センター室員が採点 

（３点を基準とし，最高５点，最低１点）を行い，それらを合算して，点数の高いも

のから順番に優先順位を付け，審査を行う。 

 
 

平成 27年度地域貢献事業支援金 採択一覧 
 

事 業 名 主催者名 代表学生 
支援額 

(千円) 

まちなかの地域資源活用による

魅力発信とネットワーク構築 

福井大学工学部建築建設工学科 

原田研究室 

工学研究科 建築建設工学

専攻Ｍ１年 安岡朋香 
 

外国人児童生徒への教科・母

語・日本語相互育成学習 

半原芳子・桑原陽子・日本人学生

（片川絵里奈他）・留学生（ﾍﾟ･

ｼﾞｮﾝｹﾞﾝ他）・ふくい市民国際交

流協会 

教育地域科学部 

２年 片川絵里奈 
 

住宅地の害獣を捕獲する自動捕

獲装置の開発と実証実験 
山田泰弘    

異世代ホームシェア事業の試験

的運営 
菊地吉信    

発達障害児へのキャリア発達支

援（楽集クラブ３・９・１） 

廣澤愛子・松井富美恵・大西将

史・武澤友広（学外者）波多野麻

衣子ほか 10名程度  

教育地域科学部臨床教育科

学コース３年 

波多野麻衣子 

 

地域活性化用スマートフォンア

プリの開発と実証実験 
橘拓至    

福井特産物の再生医療への利用 寺田聡 
工学研究科 生物応用化学

専攻Ｍ１年 奥本光軌 
 

 

 

 

資料 3-2-1-1-15  地域貢献事業支援金による成果例 

 

■ 事業終了後，地域貢献事業報告書及び成果報告書を提出させ，さらに翌年度にパネル展を

開催するなど，成果の情報発信に努めている。 

 

（事務局資料） 
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○ 教員からのコメント 

  ・地域貢献事業として認めていただき，支援していただいたことに対して，本当に感謝しており

ます。ありがとうございます。発達障害を抱えた子どもや境界線級の知能の子どもたちが，今

後社会に出たときに，ある程度の自己肯定感を持ちながら社会の一員として働いていけるよう

にサポートすることは，今切実に求められている取組の 1つだと考えております。このような

活動が定着していくように私たち自身も努力していきたいと思いますし，また，上に述べたよ

うな企業との連携など，そのノウハウについてご教示いただけることがあれば，ぜひ教えてい

ただけたらと思っております。 

  ・学生たちが活動する上で，大変有益でした。また，子どもたちも学生たちの企画に楽しんで参

加し，子どもたちと学生たちの双方にとって，とても有意義な活動ができました。心より，お

礼申し上げます。 

  ・申請者らの活動は非常に地味で被災地から遠く離れた福井では活動の実態が分かりづらく，評

価されにくい。しかし，現地の農家の方や土木工事業者からの信頼は厚く，評価されている。

特に，4年が経過した現在でも被災地で活動している団体ならびに大学は全国でも福井大学だ

けである。また被災地に一度も足を運んだことのない学生にとって，震災，復興，地域・社会

貢献を考える上で非常に良いきっかけになった。その意味で，本事業支援に非常に感謝してい

る。今後，これらの研究活動を学会などを通して積極的に発信していきたい。 
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○ 事業対象地域からのコメント 

   ・福井市中心地の低未利用地について，平成 25 年度のアンケート調査により活用の方向性が定

まり，平成 26 年度の取組により，公共空間として転用することの有意性が示された。また，

平成 27 年度には地元と相談しながら事業に取り組んだことにより，機運醸成が図られ，平成

28年度からは地元が中心となって事業を継続する見込みである。この 3年間を通して，まちな

かに広がり，増加しつつある低未利用地を，まちなかの魅力を高める公共性の高い空間に転換

するという福井市の目標を達成した。 

  ・東日本大震災による避難者と地元住民とのコミュニティサロンを，福井大学近隣の田原町商店

街に立地し学生が常駐する「たわら屋」を拠点に設けたことにより，避難者同士のつながり，

避難者と住民のつながりをつくることができた。 

 

 

 

 

③－５ 様々な機会を利用して，地域連携事業の成果の発信と意見収集に努めている（資

料 3-2-1-1-16,17）。その成果は，COC 事業をはじめとする地域連携事業の改善と，

平成 27 年度に採択された COC＋事業の内容に結実している。 

 

資料 3-2-1-1-16 様々な機会を利用した意見聴取例（COC事業関連） 

 
事項 開催日 主な意見 

福井大学地(知)の

拠点フォーラム 

平成 26年

3月 6日 

・学部・研究科だけでなく，各センターを含めた推進がなされて

いる。 

・福井の人材育成（ヒト），ものづくり（モノ）の拠点として，

十分な役割・機能を果たしている。 

・今後も，学生の地域貢献活動の促進・支援する体制を強化して

いただき，地域の課題解決等に努めていただきたい。 

平成 27年

2月 18日 

・大学改革となることを期待しています。全学的な取組となって

いて良い。 

・県内の取組ですが，知らない事ばかりでした。住民が参加しや

すい仕組み作りで，今後も活動の輪を広げて欲しいです。 

平成 28年

3月 7日 

・地域住民・行政・事業者等との交流・連携の機会の確保におい

て主導的な役割を果たしている。 

・地域の中のいろいろな方々と意見交換をすることで，地域が直

面している課題やニーズを知るきっかけとなる。 

・多種多様な人々によるディスカッションが現状の改善に少しで

も役立つと思う。 

COC 事業アドバイ

ザリー・ボード・

ミーティング 

平成 26年

3月 25日 

・学生が地域を知るカリキュラムの構築や地域に貢献する研究を

進めるということなので，それがより福井県の方を向いてほし

い。 

・若者の地域への参画を促すため，大学にはインターンや合宿と

いった方法で，地域をフィールドとして活用してもらいたい。 

平成 27年

3月 26日 

・社会と一緒に学ぶ場面を早い時期に持ち，多様な経験を積むこ

とが課題解決能力を積むことになる。 

・せっかく３学部あるのだから，その学生が交わり，そのことに

より地域の課題解決になるものを福井大学の特徴として何か

考えていただけると良いのではないか。 

COC 事業評価委員

会 

平成 26年

8月 5日 

・学長のリーダーシップの下，地域貢献活動に対するガバナンス

を強化することをうたっているが，その方向性が強く出てい

る。 

・これまでの貴学における地域貢献を重視した実績をベースに，

意欲的な目標を掲げ，その実現に向けたマイルストーンを確実

に達成している点は高く評価される。 

 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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資料 3-2-1-1-17  COC事業に係る報告会等 

 

名称 開催時期 内容 テーマ 

地（知）の拠点整備事業

シンポジウム 

COC 全国ネットワーク化

事業“地（知）の拠点整

備から地方創生へ” 

平成 27 年 2 月 27日

～28日 

ポスターセッション

に参加 

福井大学「地（知）の拠

点整備事業」地域を志向

して人を育み地域を活

かす福井の知の拠点づ

くり  

平成 26 年度中部地区 COC

事業採択校「学生交流会」 
平成 27年 3月 5日 学生交流会にて発表 

汎用プラスチクスにお

ける比熱のモデル化と

経時変化の予測 

平成 27 年度中部地区 COC

事業採択校「学生交流会」 
平成 28年 3月 1日 学生交流会にて発表 

「目指せ！災害に強い

地域づくり」～地域とつ

ながるプロジェクト～ 

 

 

 

（実施状況の判定） 実施状況が良好である 
 
（判断理由） 

１．地域貢献推進センターを中心とした，地域ニーズ把握・社会還元に係る全学的な体

制を整備し，地域ニーズの把握に努め，適切に対応した。 

 

２．「福井大学研究シーズ情報」データベースを運用し，研究者情報の一元管理・充実を図っ

た。同データベースに学内シーズが蓄積され，活用された。 

 

３．大学発イノベーション創出に繋げる対話型ワークショップを基幹とする取組が「大

学等シーズ・ニーズ創出強化支援事業」（平成 25 年度：イノベーション対話促進プ

ログラム，平成 26 年度： COI ビジョン対話プログラム）に採択され，企業等との

対話を通じたシーズ・ニーズ交換とイノベーション創出に繋がる取組を進展させた。 

 

４．URAオフィスやコーディネーターによる自治体や企業とのマッチング，COC推進室に

よるニーズに対応できる適任者の選定，地域貢献事業支援金による支援等，大学シー

ズの社会還元に努め，社会貢献の成果があがった。 

 

５．様々な機会を利用して，地域連携事業の成果の発信と意見収集に努めており，その

成果は，COC事業をはじめとする地域連携事業の改善と，平成 27年度に採択された

COC＋事業の内容に結実した。 

 

６．上記のように，地域ニーズの的確な把握や大学の持つ知的資源の有効な社会還元が

進んでおり，これは地域ニーズの把握や大学の持つ知的資源の社会還元に係る全学

の体制が十分機能したことの証左である。 
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計画３－２－１－２「教育，研究，診療活動などの成果を広く社会に情報発信し，成果

を社会へ還元する。」に係る状況 
                  

（情報発信体制） 

①－１ 広報センターを中心として，行動計画に沿って，教育，研究，診療活動等の成

果の情報発信を含めた広報活動を展開した（資料 3-2-1-2-1）【別添資料 社-2】。 
 

資料 3-2-1-2-1 全学的視野での広報体制 

 

 

    
 

福井大学事務局組織規程（一部抜粋） 
 

（事務局） 

第２条 事務局に総合戦略部門，総務部，財務部，学務部及び病院部を置く。 

２ 総合戦略部門に次の２課及び２室を置く。 

  経営戦略課 

  研究推進課 

  広報室 

  ＣＯＣ推進室 

 （広報室の所掌事務）  

第 17条 広報室においては，次の事務をつかさどる。 

(1) 大学広報に関すること。  

(2) 広報センターに関すること。 

(3) 大学行事の記録に関すること。 

(4) 所掌事務に関する調査統計及び諸報告に関すること。 

(5) その他広報に係る事務に関すること。 
 

■ 広報センターでは，第２期における広報戦略の充実を図るため，行動計画を策定した。 

 

 

 

 

 

 

  

（事務局資料） 

（H23.3.1広報センター策定） 
 

福井大学広報戦略の充実を図るための行動計画 
 

 国民に支えられて成立している国立大学法人であることを踏まえ，教育研究等の成果を社会に還元す
る。 
 このため，広報に関する施設・設備等のハード面や人材・手法等のソフト面を整備し，ターゲットに応

じた方策で全学的な視野に立ち，教育・研究・医療活動及び大学の運営状況等の情報を学内外に発信する。 
 

１．情報発信の強化 
（１）全学広報：大学のブランド化の実現（ブランド広報） 
（２）入試広報：高校生にとって魅力ある大学であることのアピール 
（３）学内広報：大学構成員全てに広報に対する高い意識を涵養する 

２．情報収集の強化 
・学内外からの情報収集の強化を図る 
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①－２ 「広報室」を設置する等，情報発信の体制強化に向けた様々な取組を行い，多

様な成果があがった（資料 3-2-1-2-2）。特に，全国紙の論説委員等を務めた新聞社

OBを広報室長に起用した広報体制の強化は，高く評価された（資料 3-2-1-2-3）。 

 

資料 3-2-1-2-2 情報発信の体制強化に向けた主な取組  

 

年度 取組 

H22 ・広報室設置 

・広報センターHP開設 

・「福井大学広報戦略の充実を図るための行動計画」策定 

・民間企業のノウハウを導入することを目的に民間企業での広報経験者を採用 

・大学からの情報発信として，取り上げてもらいやすいタイミングや内容等について報道機

関の意見を聞く「報道機関との懇談会」を実施。まとめたものを学内に周知 

H23 ・新たな広報ツールとして Twitterを開設（フォロワー約 200名） 

・マスコミを通じた情報発信の強化として，学長による記者会見を定例化 

・英文概要パンフレット作成 

H24 ・元新聞記者で私立大学の広報室長を歴任した者を参与に採用 

成果：プレスリリースやトップからのメッセージを発信する学長会見による社会への教育

研究成果の発信，大学改革に向けた学内広報をより一層促進した。 

・facebook公式ページを開設 

・広報マニュアルの作成 

H25 ・全国紙の論説委員を務めた者を参与に採用 

H26 ・平成 25年度採用の参与が初代の広報室長を兼務 

成果：テレビ，ラジオ，新聞，雑誌等各種マスメディア媒体に露出を図る広報戦略を新た

な取組として展開した。具体的には，報道の立場では，より現場を目で見る事が重

要であるとの視点・指導から，報道発表においては，研究室等の「ミニ見学ツアー」

を同時に行うことにより，教育・研究の現場を“見せる化“している。 

・大学ウェブサイトをスマートフォンで閲覧可能な仕様に改修 

・「国立大学法人福井大学広告掲載の取扱いに関する要項」を規定し，印刷物への民間企業等

の広告掲載を実施 

・「大学サテライトオフィス会“OSAKA”」に加入し「うめだカレッジ連携講座」を実施 

H27 ・平成 26年度に引き続き，「うめだカレッジ連携講座」の実施。 

成果：関西地区における認知度を高めるべく，大阪市にサテライトキャンパスや大阪事務

所を設置している国立・私立 約 40 大学が参加し講演・学習会等の活動を展開して

いる「大学サテライトオフィス会“OSAKA”」に加入し，「うめだカレッジ連携講座」

にて，「原子力サイエンスカフェ お茶の間ラヂオ」を行った。通常の公開講座は教

員が中心になって行われるが，大学院工学研究科 原子力・安全工学専攻の学生６

名とサポート教員で，身近な放射線，放射能について講義し，グループワーク等を

行った。参加者からは，「原子力を学ぶ学生が頼もしく感じられた」と言った感想が

聞かれ好評であった。また，講師役になった学生も「自分がどういう視点で原子力

を考えるべきか勉強になった」と振り返り，教育面の効果もあった。 

・テレビ CMの制作及び放映。 

成果：国際地域学部新設に伴い，受験生及び保護者向け学部説明会の開催案内並びに新学

部 PR のためのテレビ CM を制作し放映した。説明会のアンケート調査では，参加者

から『テレビで知った』との反響があり，予定していた参加人数を大幅に上回った。

テレビ CM 放送による戦略的な PR は，広く地域住民に大学の存在をアピールするこ

ととなった。また，本動画は大学 HP と動画投稿サイトでも公開し，テレビ CM 放映

後も１年間国際地域学部のイメージ戦略・PRを担うことになる。 

・福井県大阪事務所等への資料展開。 

成果：科学・大学取材セクションの部長，論説委員の経歴を持つ新聞社 OB である広報室

長の新聞社時代の拠点である関西のネットワークを活用し，新学部のパンフレット

等刊行物の設置を科学・メディア関係の団体組織や福井県大阪事務所等に依頼し，

広報活動の充実を図った。 

・日本科学技術ジャーナリスト会議および県外転出新聞記者への情報提供 

成果：平成 21年 9月初刊の情報機関向け情報誌『News＆Topics』による教員・学生の教育・

研究活動，福井大学にかかわる行事について，県内報道機関のみならず，関東，関

西，東海地区および県内から転出した記者へも FAX やメール等で情報提供を行って

いる。 
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・英文ホームページの改修 

成果：広報室が管理・運営している大学全体の英語版 HPのリニューアルに伴い，国際課が

管理・運営している国際交流・留学に関する HP（グローバル関係）と国際交流セン

ター（国際課）が管理・運営している国際交流センターHPを大学の英語版 HPのサー

バーに統合し，更新などの権限をそれぞれの該当部分に振り分ける。国際交流・留

学関係のページレイアウトなど共通にできるため，ユーザーも見やすく，更新担当

も作業しやすくなる。また同じシステムを権限の切り分けで利用するため，緊急時

には広報でも対応可能となる。 

 

 

資料 3-2-1-2-3 広報活動に対する高い評価 

 

■ 全国紙の論説委員等を務めた新聞社 OB を広報室長に起用して広報体制の強化について，国立

大学法人評価委員会「国立大学法人等の平成 26 年度評価結果について」において「注目」され

る主な取組として取り上げられた。 

 

 

 

 

 

（情報発信に係る取組とその成果） 

②－１ マスメディアを通じた情報発信を強化しており，記者発表の件数，プレスリリー

スや新聞等のメディアへの掲載件数は，第 2 期当初に比して，概ね増加した（資料

3-2-1-2-4～6）。 

 

資料 3-2-1-2-4 記者発表数 

 

年度 記者会見 記者説明会 計 

H22 1 1 2 

H23 4 3 7 

H24 7 1 8 

H25 9 0 9 

H26 6 0 6 

H27 5 11 16 

 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 

（平成 27 年 11 月 6 日国立大学法人評価委員会「国立大学法人等の平成 26 年度評価結果について」より抜粋） 

（事務局資料） 
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資料 3-2-1-2-5 プレスリリース及びマスメディアへの掲載実績  

 

 

   

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

プレスリリース件数 155件 162件 200件 217件 199件 192件 

新聞等のマスメディ

アへの掲載件数 
90件 85件 132件 147件 102件 103件 

掲載率 58％ 52％ 66％ 68％ 51％ 54％ 

 

 

 

 

  

（事務局資料） 

（掲載率） （掲載件数） 
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資料 3-2-1-2-6 プレスリリースと掲載記事の対比例  

 

■ 遠赤外領域開発研究センターは県内企業との共同研究により，高性能かつ安易なワイヤグリッ

トの開発と製品化に成功したことについて，開発チームによる成果発表の報道発表を平成 26年 7

月１日に同センターで実施し，7月 3日付け日本経済新聞に掲載された。また，併せて同センター

研究室等を公開し，見学ツアーを実施。この見学会を通して，研究の内容がメディアにとってよ

りわかりやすく，また教育研究の現場や第一線の研究者，大学院たちの熱心な研究活動を直に見

せる機会となった。 

 

（プレスリリース（抜粋）） 

  

  

 

 

（掲載記事） 

（2014年 7月 3日 

  日本経済新聞） 

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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（掲載記事） 

 

 

  

（2015年 5月 31日 日本経済新聞） 

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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■ 子どものこころの発達研究センターの研究成果が，米国科学誌「PLOS ONE (プロスワン)」に

掲載され，平成 28 年１月 19 日に記者説明会を実施した。地元紙２社，日本経済新聞夕刊東京版

外，計８社に記事が掲載された。また，yahoo!JAPANのトップニュースとしても取り上げられた。

同様の説明会を年度内に３件行った。 

 

（プレスリリース（抜粋）） 

 
 

（掲載記事） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
（事務局資料） 

（2016年 1月 21日 yahoo！JAPAN） 

この部分は著作権の関係で掲載できません。

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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２－② 本学の諸活動等を紹介するシリーズ連載広告の地方紙への掲載，「見る広告」か

ら「読む広告」への質的な転換等，マスメディアへの広告を利用した情報発信を進

めた（資料 3-2-1-2-7～12）。 

 

資料 3-2-1-2-7 マスメディアへの広告を通じた情報発信の主な取組  

年度 掲載誌 内容 

H22 福井新聞 新聞広告「福井大学の社会貢献（８回シリーズ）」掲載（資料 3-2-1-2-8） 

朝日新聞 感染症学会の載録記事と併せ朝日新聞での大学認知度向上の広告を掲載 

H23 福井新聞 入試広報を意識した新聞広告「学びのバトン（６回シリーズ）」掲載 

敦賀キャンパス開設に関する新聞広告を掲載 

産経新聞 オープンキャンパス開催を告知 

H24 日刊県民福井 医療に関する記事「元気で医こう」（毎週日曜日）の掲載を開始 

福井新聞 附属国際原子力工学研究所シンポジウム開催を告知 

大学のブランド性を意識した「福大スピリッツ（６回シリーズ）」掲載 

読売新聞 「アフリカセミナー」広告を掲載 

産経新聞 「就職率５年連続１位」広告を掲載 

H25 読売新聞 「大学力 2013」，読売新聞 web版，「就職に強い大学 2014」に本学の教育研究活動

や就職支援活動に関する広告を掲載（資料 3-2-1-2-9） 

「グローバル人材育成推進事業」に関する企画広告を掲載（資料 3-2-1-2-10） 

「福井大学 COC通信（６回シリーズ）」掲載 

朝刊１面コラム「編集手帳」に本学の就職支援に関する文章を寄稿 

読売新聞・北國新聞 入試広報としてセンター試験問題の掲載面に広告を掲載 

中日新聞 名古屋試験会場の PR広告を掲載 

福井新聞 県内全ての高校２年生 8,000人に配付される「Dream」企画に，本学卒業生のメッ

セージ広告を掲載 

H26 読売新聞 大阪朝刊で入試説明会に関する広告を掲載（資料 3-2-1-2-11） 

H27 福井新聞 平成 28年度新設の「国際地域学部」に関する広告を掲載 

読売新聞 看護キャリアアップセンター，平成 28年 4月改組に関する広告を掲載 

 

 

資料 3-2-1-2-8 地元新聞紙による取組紹介の広告シリーズ 

■ 新聞広告実績 

年度 掲載回数 シリーズ名 企画内容 

H22 ８回 
地域に根ざした福井

大学の社会貢献＊ 

本学が地域や社会に関わりを持ち，貢献していることをイメージ

できるようわかりやすく紹介 

H23 ６回 学びのバトン 

福井大学が長期に渡り培ってきた教育力と提供してきた多くの

学びの機会が，社会にどのような成果をもたらしているか，人が

大きく成長できる場であることを表現しながら，本学が知の拠点

として役割を果たしていることを紹介 

H24 ６回 
花咲く福大スピリッ

ツ＊＊ 

本学の教育や研究，社会貢献の取組を関連付けた内容で，卒業生

が大学での学びが今どう活かされているかを第三者目線で紹介 

H25 ６回 福大 COC通信 

本学の教育や研究，社会貢献の取組を，福井県内の地域住民に広

報することを目的とする「地域貢献シリーズ」。COCの採択を受け，

「地域を志向して人を育み，地域を活かす福井の知の拠点」を

テーマに福井の地域課題にクローズアップしながら，本学が課題

解決に向けて取り組む，教育・研究活動を紹介 
＊  第 31 回福井広告賞「県商工会議所連合会賞」を受賞 
＊＊第 33 回福井広告賞「新聞部門最優秀賞」を受賞 

 

（事務局資料） 
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■ 新聞への掲載例 

 

【地域に根ざした 

福井大学の社会 

貢献】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【学びのバトン】 

 

 

 

 

 

 

【花咲く福大 

スピリッツ】 

 

 

 

 

 

 

【COC通信】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（事務局資料） 
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資料 3-2-1-2-9 本学の教育研究活動や就職支援活動に関する広告 

 

 

 

 
朝日新聞「大学力 2013」 

 

 
 

（事務局資料） 

（読売新聞社 

「就職に強い大学 2014」） 

 

この部分は著作権の関係で掲載できません。

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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資料 3-2-1-2-10 「グローバル人材育成推進事業」に関する企画広告 

 

 

（株式会社アネスタ「親子で読みたい！ Global化に挑戦する大学」2015 vol.03） 

 

 

 

資料 3-2-1-2-11 入試広報を意識した新聞広告 

 

 ■ 新聞への掲載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事務局資料） 

（事務局資料） 

（2014年 1月 19日 読売新聞） （2014年 11月 1日 読売新聞） 

この部分は著作権の関係で掲載できません。

この部分は著作権の関係で掲載できません。 この部分は著作権の関係で掲載できません。
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資料 3-2-1-2-12 「見る広告」から「読む広告」への具体的事例 

 

■ 国際地域学部開設に伴い，特に受験生の保護者に向けて，大学入試センター試験の 2 日目であ

る平成 28年１月 17日の地元新聞のセンター試験関連の記事掲載の下に，２ページ見開きの大学

PR広告を掲載した。進路を真剣に考えるタイミングで『企業も，地域も，暮らしも。グローバル

化するこの社会は，“生きた”問題にあふれている。』をテーマに，新学部の学びの特色である

地域の企業・自治体等との連携した地域密着型課題探求プロジェクトを前面に打ち出し，本学部

の意識付けを図った。 
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■ 平成 27 年７月 19 日，第 21 回日本看護診断学会学術大会の市民公開シンポジウム「長寿社会

のケアを考える～熟年の生を支える看護～」（共催：福井大学ほか）を開催した。新聞社 OB で

ある広報室長のネットワークを活用し，読売新聞大阪本社に依頼。編集局科学医療部記者の取材，

原稿作成により基調講演およびパネルディスカッションの抄録特集を作成し，ネットワークを活

用し，読売新聞大阪本社に抄録特集の作成を依頼。広告局の作る「広告特集」ではなく，医学医

療取材を専門とする編集局科学医療部による「編集特集」を特に要望し，同部記者の取材による

科学医療記事として，基調講演並びにパネルディスカッションの要約を＜読ませる記事＞にまと

めた。また，同新聞一面下部半 7段に『福井大学は新たなステージへ』と大きく新聞広告を打ち

出し，平成 28 年４月，国際地域学部開設と教育学部，工学部，医学部の４学部体制および福井

大学看護キャリアアップセンターの認定看護師教育課程入学説明会開催日の案内も盛り込みア

ピールした。上段の科学医療記事と下段広告のコラボレーションという目を引く紙面は，国内で

最も発行部数の多い読売新聞の 8月 5日付に掲載された。これら広告等に伴う費用は，日本看護

診断学会と負担割合を折半することなどにより経費を抑えることも可能となった。 

 

 

 

  

（2015年 8月 5日 読売新聞） 

（事務局資料） 

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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②－３ 行動計画（P3-43 前掲資料 3-2-1-2-1）に沿って，全学広報，入試広報，学内

広報を展開する様々な情報発信の取組を実施し，大学のブランド化等，多様な成果

があがった（資料 3-2-1-2-13～18）。 

    

資料 3-2-1-2-13 行動計画に沿った情報発信の取組による成果例 

成果例 

【全学広報（大学のブランド化）】 

・県外や全国的なメディアに本学のさまざまな情報を発信し，とくに本学の８年連続就職率日本一の

実績を踏まえて多様なメディアを駆使して就職に強い大学としての本学のイメージを定着させた

（資料 3-2-1-2-14）。 

・月２回，東京，名古屋，大阪に本社のある報道機関や福井県教育記者クラブに，教員や学生の研究

成果や大学の教育研究活動等を「News&Topics」（http://pr.ad.u-fukui.ac.jp/press/news-topics/）

として配信し，これも一助となり，マスメディア等の掲載数などが増加した（P3-46 前掲資料 3-2-

1-2-5）。 

【高校生を対象とする入試広報】 

・Webサイトで頻繁にコンテンツ充実を図るほか，積極的な広告展開を行い，とくに平成 28年度設置

の国際地域学部の広報を多面的に展開した。それも一助となり，他の国立大学の国際系学部を相当

上回る入試倍率を実現した（資料 3-2-1-2-15）。 

・PPC広告（Web広告），クロスメディアの実施，HP改修によって，本学 HPへの訪問者が増加した（資

料 3-2-1-2-16）。 

【構成員等を対象とする学内広報】 

・Twitter や Facebook の開設，本学 HP のスマートフォン対応化により大学内外の受け手の情報受信

手段の変化に迅速に対応した（資料 3-2-1-2-17）。 

・「ふくだいプレス（年４回発行）」の学生・教職員への配布等によって，情報発信に努めた。さらに，

定期的に刊行される「福井大学の特色ある取組（年２回発行）」を学内外に配布しており，教育研究

活動等についての情報を積極的に発信した（資料 3-2-1-2-18）。  

 

 

  

（事務局資料） 
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資料 3-2-1-2-14 「就職率日本一」に関する広報の事例 

 

■ 「News & Topics」による就職支援活動の広報 

 

 
 

 

■ 本学の就職支援の状況について，NHK 全国版「おはよう日本」(平成 25 年 11 月 6 日放送)

に『就職率 95％！注目される福井大学の就活支援』として取り上げられた。また NHK東海北

陸「ナビゲーション」では『とことんやります就職支援～就職率 1 位福井大学の秘密～』が

平成 25年 11月 22日放送された。放送を見た報道関係者や企業から照会が入るなど，大きな

広報効果を上げることができた。 
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■ 就職率が 6年連続 1位となったことから，JR千種駅の看板広告の内容を最新情報に修正した。 

なお，JR千種駅での看板広告について，平成 25年 8月 13日付け中日新聞「いまドキッ！大学

生」に国立大学の広報戦略の一つとして取り上げられた。 

  

 

 
（事務局資料） 

（2013年 8月 13日 

 中日新聞） 

この部分は著作権の関係で掲載できません。

この部分は著作権の関係で掲載できません。

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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資料 3-2-1-2-15 入試広報例（国際地域学部）  

 

■ 平成 28年 4月に国際地域学部長就任予定の寺岡英男理事(教育・学生担当)副学長，新学部所属

教員および新学部開設準備事務主幹等担当者が県内の高等学校に赴き，新学部の概要や特色ある

取組，入試情報等について直接 PRをおこなった。 

 

・高校訪問 

 7月 6日～7月 15日 県立 14校，私立 2校 合計 16校 

 9月 11日～9月 29日 県立 14校，私立 4校 合計 18校 

・オープンキャンパス 

8月 7日開催（文京キャンパス） 116名参加 

・保護者説明会 

   10月 4日開催（文京・敦賀両キャンパスで同時開催） 

          文京Ｃ102名，敦賀Ｃ23名 合計 125名 

 ・１月，県外高校に対し資料送付（募集要項，パンフレット） 140校 

 

■ 国際地域学部設置に伴い，オープンキャンパスの開催以外に受験生及び保護者向け学部説明会

を実施した。開催の案内について本学広報センターで「取り切り CM」を制作した。平成 27 年 9

月 27 日から 28 日の間，5 秒取り切り CM を 15 本福井テレビ放送で放映した。説明会のアンケー

ト調査では，参加者から『テレビで知った』との反響があり，予定していた参加人数を大幅に上

回った。 

さらに，新学部 PRのためのテレビ CMも制作し，本動画は大学 HPと動画投稿サイトでも公開し

ている。放映は大学入試センター試験に合わせ,センター試験・出願期間の前後，特にセンター試

験のニュースや朝の通学前の時間帯を指定し集中的に放映し,国際地域学部の認知度を高めた。ま

た，福井，石川，富山エリアをカバーする北陸朝日放送（HAB）のナレーションは，「わたしがあ

たらしい福井をつくる」を「わたしがあたらしい街をつくる」に一部変更し，放映した。 

テレビ CM放映後も１年間国際地域学部のイメージ戦略・PRに一役を担うことになる。 

 

【テレビ CM】 

放 送 局 ： 福井テレビ 25本 （福井県内） 

出力期間 ： 平成２7年 11月１日～11月 30日 

素  材 ：  15秒 CM＜新しい私＞篇 

 

放 送 局 ： 福井放送 25本 （福井県内） 

出力期間 ： 平成 28年１月 12日～１月 21日 

（センター試験 16･17日前後，出願期間１月 25日（月）を基本） 

素  材 ：  15秒 CM＜新しい私＞篇 

 

放 送 局 ： 北陸朝日放送（HAB） 30本 

出力期間 ： 平成 28年１月８日～１月 21日 

（センター試験 16･17日前後,出願期間１月 25日（月）を基本） 

エ リ ア ： 石川県内,富山・福井のケーブルエリア 

素  材 ：  15秒 CM＜新しいまち＞篇  

 

 

   

 

 

 

（切り取り CM） （テレビ CM） 

この部分は著作権の関係で掲載できません。 この部分は著作権の関係で掲載できません。
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【新聞広告】 

新聞広告は，特に受験生の保護者に向けて，大学入試センター試験の 2 日目である平成 28

年１月 17日の地元新聞のセンター試験関連の記事掲載の下に，２ページ見開きの大学 PR広告

を掲載し,新しい学部の教育を印象づける。 

媒  体 ： 福井新聞 社会面 見開き全５段 FC 

掲 載 日 ： 平成 28年１月 17日（日） 

備  考 ： センター試験の解答が掲載される日であり，掲載面にはセンター試験実施の記

事が掲載された。（P3-54 前掲資料 3-2-1-2-12） 

 

■ 平成 28年度国際系学部の倍率【一般入試（前期日程）】  

 定員 志願者数 志願倍率 

福井大学国際地域学部 

（平成 28年度設置） 
35 100 2.9 

(参考)長崎大学多文化社会学部 

（平成 26年度設置） 
84 113 1.3 

(参考)山口大学国際総合学部 

（平成 27年度設置） 
90 180 2.0 

 

 

 

 

資料 3-2-1-2-16 多様な情報発信の取組とその成果例 

 

【取組】受験生が情報収集する手段について，新入生を対象としたアンケート調査を実施したとこ

ろ，大学情報を集めた媒体では，大学 HPを最も多く利用していたことから，平成 25年度，新

規取組として，Google や Yahoo などの検索エンジンにおける PPC 広告（Web 広告）を 10 月 1

日から１月末までの 4か月間実施した。 

【成果】期間中，「国立大学 医学部」「国立大学 工学部」などのワードで検索され「福井大学」

が表示された回数が 4,068回，その内 158回クリックされた。このことは，志望校が決まって

いない学生の約４％を本学 HPへ誘導したことを示すもので，効果が表れている 

 

【取組】広告効果を上げるため新聞や受験雑誌への広告掲載と大学 HP とのクロスメディアの実施，

平成 25年 4月の大学 HP改修では，志願者増を目的とした受験生サイト「FUKUDAI LIFE」の

内容の充実，大学祭やホームカミングデ―，きてみてフェアなど各種イベント告知を目的とし

たバナー設置など，トップ画面の改修や新たなコンテンツを加えることで情報発信の強化を進

めた。 

【成果】こうした大学 HPのリニューアルについて，HP改修前後の訪問者数の変化を分析（平成 24

年 4～11月と平成 25年 4月～11月を比較）した結果，大学 HPを訪れた人数が前年比約 15％

増，新規訪問者の割合も 32％から 35％へと大幅に増加しており，クロスメディアの実施や HP

改修の効果が表れている。 

 

 
 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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資料 3-2-1-2-17 Twitter，Facebook掲載記事の実例  

 

■ 研究関係記事の例   

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 就職等関係記事の例    
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■ Facebookで話題になった記事 

（平成 28年１月現在） 

No. 日時 内容 数 

1 2015年 3月 23日 ３月 23日(月) 福井大学学位記授与式を挙行しました 196 

2 2014年 5月 19日 ５月 16日(金) 蛍プロジェクトがスタート！  175 

3 2013年 1月 16日 【お知らせ】 学生支援センター・学生食堂がリニューアルしました！ 131 

4 2015年 7月 15日 【お知らせ】 本学の就職率が国立大学８年連続「第１位」となりました 129 

5 2014年 5月 1日 【お知らせ】 福井発，世界水準。  福井駅に看板を設置しました。   125 

6 2013年 6月 3日 【お知らせ】 第 61回独立書展にて本学学生が新鋭賞を受賞！ 110 

7 2015年 10月 20日 10月 17，18日 世界を舞台に活躍  廣重幸紀さん，ワールドカップに出場！ 109 

8 2014年 5月 25日 【Events】 福井大学祭 fu:fes.2014 ～彩り～ を開催します！  106 

9 2015年 3月 26日 ３月 25日(水) クライミングの廣重幸紀さんが 学長にインカレ優勝を報告  104 

10 2014年 6月 17日 ６月 17日(火) 小学生が大学のキャンパスで取材！   102 

※数はいいね！やコメントした人の数 

 

 

 

資料 3-2-1-2-18 広報・刊行物による情報発信 

 

掲載物名 発行頻度 配布部数 URL/冊子資料 

ふくだいプレス＊ 定期（年４回） 16,800部 
http://www.u-fukui.ac.jp/cont_ab
out/public/pub/fukupre/ 

福井大学の特色ある取組 定期（年２回） 8,000部 
http://www.u-fukui.ac.jp/cont_ab
out/public/pub/distinctive/ 

福大通信 随時 1,700部 - 

  

 
＊学外向けではなく，「学生と大学」，「学生と学生」を繋ぐツールとして創刊した。 
 

■ 教職員からのコメント 
 

・「福井大学の特色ある取組」は，本学の最新の活動状況，強み，成果等が鳥瞰することができる貴

重なツールとして活用している。さらに，重点的に推進している取組が容易に理解できるように

なっており，有効な情報源である 

・その時々の取組みや活動の内容が学生目線で紹介されており，大学の現状をタイムリーに知るこ

とができる「ふくだいプレス」は、教員にとってもよい情報源となっている。 

 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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②－４ 産業界に対して本学のシーズを広報するため，産学官連携本部を中心に，様々

な機会を利用して情報発信を行った（資料 3-2-1-2-19～22）。 

 

資料 3-2-1-2-19 産業界への情報発信の主な取組 

事項 参考資料 

大学ウェブサイト「企業・研究機関の方へ」ページ 資料 3-2-1-2-20 

産学官連携本部ウェブサイト「インフォメーション」ページ 資料 3-2-1-2-21 

産学官連携本部 NEWSの発信 資料 3-2-1-2-22 

JST福井大学新技術説明会 P2-170 前掲資料 2-1-4-2-3 

北陸技術交流テクノフェア P2-170 前掲資料 2-1-4-2-3 

FUNTECフォーラム P2-174 前掲資料 2-1-4-2-5 

トップ懇談会 P2-176 前掲資料 2-1-4-2-6 

研究戦略支援データベースシステムを活用した情報発信 P2-169 前掲資料 2-1-4-2-2 

大学ウェブサイト「研究シーズ情報」データベースによる情報発信 P3-34 前掲資料 3-2-1-1-10 

 

 

資料 3-2-1-2-20 大学ウェブサイト「企業・研究機関の方へ」ページ 

 

 

 
  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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資料 3-2-1-2-21 産学官連携本部ウェブサイト「インフォメーション」ページ 

 

 
 

 

 

資料 3-2-1-2-22 産学官連携本部 NEWSの発信 

 

■ 年６回程度発信（産学官連携本部ウェブサイトに掲載。紙媒体での発行なし）しており，現在

vol.37まで発刊している 

 
 

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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②－５ 医学部附属病院では，様々な機会を利用して，市民への診療活動等の情報発信

に努めた（資料 3-2-1-2-23～28）。 

 

資料 3-2-1-2-23 附属病院における情報発信の主な取組 
 

事項 参考資料 

「病院のご案内」（年１回発行） 
資料 3-2-1-2-24 

「Frontier」（年２回発行） 

日刊県民福井 「元気で医こう！」コーナー 資料 3-2-1-2-25 

福井新聞 「ふくいのドクター相談室」コーナー 資料 3-2-1-2-26 

医療現場見学会 資料 3-2-1-2-27 

各種市民公開講座 資料 3-2-1-2-28 

ラジオ FM 福井出演（毎月２回） - 

 

 

資料 3-2-1-2-24 医学部附属病院 広報・刊行物 

 

   
 

 

 

資料 3-2-1-2-25 日刊県民福井 「元気で医こう！」コーナー 

 

 

■ 診療，病気の症状，医療現場での患者さんとのやり取

り，成人病を予防するための心得や医療現場で日々感

じている「こんなことを伝えたい」「こんなことを知っていて

欲しい」など，医療に関することをわかりやすい文書で

綴っている。日刊県民福井で毎週日曜日掲載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 

（2016年 3月 6日 日刊県民福井） 

（事務局資料） 

この部分は著作権の関係で掲載できません。



福井大学 社会連携 

3－66 

資料 3-2-1-2-26 福井新聞 「ふくいのドクター相談室」コーナー 

 

 

■ 読者からの病気や治療法に関する質問に県内

医療機関の医師が回答する『ふくいのドクター相

談室』で，本学附属病院の医師も定期的に回答し

ている。福井新聞で隔週木曜日掲載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 3-2-1-2-27 医療現場見学会 

 

 
■ 福井県では，医療機器開発が行える人材養成の一環として，ものづくり企業の視点から，医療

現場で使用されている手術機器・用具，医療用品・材料，リハビリ・介護用品等を見学すること

で，医療現場ニーズや開発する医療機器のイメージ等を明確化させ，実際の医療機器開発に結び

つけるための「医療現場見学会」を開催している。 

平成 28年２月 27日には，医療機器産業分野に参入意欲のある企業，関係者 18名が参加し，福

井大学医学部附属病院で開催された。 

参加者は，医療現場からのニーズ提供のプレゼンテーションの後，手術部，放射線部，滅菌管

理部等の施設見学を行い，現場の関係者と情報交換を行った。 

企業側からの各種提案に対し，医学領域で機能や効果を議論するには症例の定量

的評価結果が必要であることなどが示されるなど，業界を超えた情報交換を行うこ

とができ，双方に取って有用な見学会となった。 
 

  
 

 

 

 

  

（事務局資料） 

（2016年 2月 18日 福井新聞） 

（事務局資料） 

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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資料 3-2-1-2-28 市民公開講座の例 

 

 
 
 ■ 参加者からのコメント 

・最新の専門知識を，分かりやすくご説明いただきました。ありがとうございました。 

講師・資料ともわかり易いレベルに努力されてあり，一般市民にも十分理解できました。検診予

防に努力いたします。ありがとうございました。 

本領域の医療知識をコンパクトに学ぶことが出来ました。感謝申し上げます。 

 

 

 

②－６ 「地（知）の拠点フォーラム」を開催し，地域と連携した教育・研究活動の成

果を発信し，関係者から好評を得た（資料 3-2-1-2-29）。 

 

資料 3-2-1-2-29 「地（知）の拠点フォーラム」の開催例と成果 

 

■ 概要  

COC事業では，学生が主体的に地域の課題を発見し解を見いだす能力を身につけ，社会に出た後

も地域に役立つ実践力・創造力を発揮するためのきっかけとなる取組として，グループワーク形式

によるディスカッションと全体報告で構成する「地（知）の拠点フォーラム」を定期的に開催。 

 

■ 開催例  

 

（事務局資料） 
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■成果 

○ 関係者からの評価 

＜H27地（知）の拠点フォーラムアンケート結果より＞ 

設問：福井大学の地域貢献度についてどのように 

感じますか？ 

 

 

 

 

 

設問：今回のフォーラムは，地域が抱える問題の 

解決や地域の活性化につながるものと思い 

ますか？ 

 

 

（参加者からのコメント） 

・地域（福井県）を十分に意識している。 

・地域の素材を生かしていただいている。 

・地域にかかわる教員も多い。 

・地域に関連した事業を展開していた。 

・地域の課題を取りあげている。 

・フォーラム以外にも公開講座などを行っている。 

・自治体や住民に開けたかたちをとろうとしている。 

・大学と地域を結びつけている。 

・地域住民・行政・事業者等との交流連携の機会の確保において主導的な役割を果たしていると思う。 

 

 

 

（広報活動による活動成果の社会還元実績） 

③－１ イベント情報，相談窓口の開設等に関する広報を積極的に展開し，地域や住民

の抱える諸課題の解決に繋がる等，本学教員の活動成果が地域に還元された（資料

3-2-1-2-30～31）。  
 

資料 3-2-1-2-30 広報活動を通した，成果の社会還元に関する実績例 

 

取組 情報発信手段 成果の還元状況 

子どもの悩み 110番 プレスリリース 開催日数：５日間 

相談件数：18件   （平成 27年度） 

心理相談 プレスリリース 開催日数：49日間 

相談件数：60件   （平成 27年度） 

福井大学きてみて 

フェア 

プレスリリース 

自治体等へのチラシ送付 

大学ウェブサイトへの掲載 

講座数 ：38件 

来場者数：1,150人  （平成 27年度） 

（資料 3-2-1-2-31） 

地（知）の拠点フォー

ラム 

プレスリリース 

大学ウェブサイトへの掲載 

大学ウェブサイトへの掲載 

参加者数：63人（グループワーク形式） 

参加者からのコメント： 

・福大というと遠いところ（距離的にも，関

わり的にも）のイメージだったが，身近に

感じることができた。 

・様々な取組をしていることが分かったので，

報道機関として多方面に紹介していきた

い。    （平成 27年度） 

 

（事務局資料） 
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公開講座 プレスリリース 

リーフレットの配布 

大学ウェブサイトへの掲載 

講座数：40件 

参加者数：2,970人 

参加者からのコメント： 

 ・いろんな人がイベントに参加していろいろ

交流する場があると知らなかったことも知

るようになり，参加者が増えると活性化し

ていくと思う。 

・一般の方が大学に足を運ぶというきっかけ

になり，今後の地域活性につながると思い

ます。       （平成 27年度） 

アレルギー110番 プレスリリース 開催日数：１日間 

相談件数：０日件   （平成 27年度） 

子どものこころ診療部 プレスリリース 

（関連する「子どものこころ

の発達研究センター」の研究

成果のリリース等含む） 

大学ウェブサイトへの掲載 

子どものこころ診療部の患者数の推移： 

平成 23年度・・・1,212名 

平成 24年度・・・3,564名 

平成 25年度・・・4,336名 

平成 26年度・・・4,393名 

 

その他    
・附属病院看護部では，看護師２名がパートナーとなり経験の違いや特性を活かし，対等な立場で相

互に補完・協力し合い，日々の看護ケアをはじめ病棟内の係の仕事に至るまでの成果と責任を共有

するため看護体制 PNS（パートナーシップナーシングシステム）を構築した。この取組に関する情報

発信を積極的に行った結果，これまでに全国 193 の病院等から研修生の受け入れや，視察の受け入

れ，さらには PNS研究会の発足等に繋がり，PNSが全国に展開されている【別添資料 社-3】。 

 

・産学官連携本部コーディネーターは，情報発信を通じ，①国や地域に関するプログラムへの応募支

援，②企業と研究者のマッチング及び仲介，③研究会・交流会・フォーラム等への企画・参加によ

るネットワークの構築等により，学内外からの技術相談に対応している（P3-32 前掲資料

3-2-1-1-8）。 

 

 

  
（事務局資料） 
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資料 3-2-1-2-31 きてみてフェア 

 

■ 大学開放事業「一日遊学」は当初の目的を達成したと判断し，地域の知の拠点として高度な知

的資源を社会に還元することを目的に，新たな事業「福井大学きてみてフェア」を平成 23年度か

ら実施した。平成 23年度の参加者に対するアンケート結果等を踏まえ改善を図った結果，参加者

数が，平成 24年度には大幅増となった。 
 

 

 

 

 

 

■参加者数                              （人） 

H23 H24 H25 H26 H27 

700 1,242 1,204 1,628 1,150 

 

■参加者からのコメント 

・大学の PRとして有効だと思います。福井大学に来たいという人が増えると思いました。 

・なかなか足を運ぶことができないキャンパスに子どもたちを連れて行けるよい機会になった。 

・娘が中 1で，今から大学を意識しており，様々な学部を垣間見れて喜んでいました。 

・子どもが理科に興味を持てて良かった。 

・体験が多くて，子供にとって親しみ易い。 

・体験もできたので楽しめました。案内（キャンパスツアー）もしてくれるので，初めて来たけ

ど，迷わずすんだ。 

・毎年参加していますがまた来年も行きたいと思えるような企画ばかりでした。 

 

 

 

 

③－２ 本学の活動成果等の積極的な広報活動が契機となり，共同研究が実施される等，

具体的な社会還元に繋がった（資料 3-2-1-2-32，33）。    

 

  

（事務局資料） 

（講座の様子） 

 

（自治体とのコラボレー 

ションコーナー） 
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資料 3-2-1-2-32 広報活動が活動成果等の社会還元に繋がった実績例① 

 

■ クラレとの共同研究，共同特許出願について東京で共同会見を実施。本件に注目した他企業

と共同研究を開始。 

 

【クラレとの共同研究，共同特許出願に関する具体的な広報】    

福井大学と株式会社クラレによる「高次加工技術により金属イオンを選択的に吸着する

不織布を共同開発～レアメタル等の希少金属の回収に活路～」の共同記者会見を 2012年

２月８日（水）に東京都 株式会社クラレ東京本社にて実施した。会見には，地元メディ

アの東京支社ほか産経新聞・フジサンケイビジネスアイ，日経ビジネスなど計 16社が参

加した。 

 

（記者会見の様子） 

   

 

【成果に対する社会的評価】 

 

 
 

 

 

 

 

  

（2012年 2月 9日 中日新聞） 
（2012年 2月 9日 福井新聞） 

この部分は著作権の関係で掲載できません。 この部分は著作権の関係で掲載できません。
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資料 3-2-1-2-33 広報活動が活動成果等の社会還元に繋がった実績例② 

 

■ 産学官連携による「シンバルの素材国産化および品種多様化への連携事業」が第 2回素形材

連携経営賞 経済産業大臣賞を受賞したことで，実際に振動・音響解析を行った福井県工業技

術センターで記者説明会を実施。産学連携の成果として，共同研究・開発のパートナーである

福井，大阪の事業者も出席，製造過程から製品化まで福井大学の音響分析による“音の変化”

を記者たちに聞いたもらう手法も用いた。その後のシンバル売り上げ増につながった。 

 

【シンバルの素材国産化および品種多様化への連携事業に関する具体的な広報】 

 
 

 

【成果に対する社会的評価】 

 

  

（事務局資料） 

（2013年 11月 19日 日刊県民福井） 

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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③－３ 本学が有する高度な知的資源によって地域の課題解決に繋がる等，社会還元と

して成果があがった（資料 3-2-1-2-34～36）。 
 
資料 3-2-1-2-34 高度な知的資源の社会への還元例（教育活動） 

 

 ■ 国レベルの教師教育の政策をめぐる審議会やそれを踏まえた政策提案において，教職大学院に

おける学校拠点の実践研究を基盤とする教師教育の実践・研究の展開が，有力な改革モデルとし

て繰り返し参照され，「福井モデル」は現在の日本の教育改革・教師教育改革のビジョンの源泉と

なってきている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

**********国レベルの教師教育の政策をめぐる教職大学院の関与********** 

 

2012年 8月  中央教育審議会  

教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について（答申） (139) 

 教員の資質能力向上特別部会 基本制度ワーキンググループ 

資料（資料７）平成 23年 7月 22日……松木委員提出 

 教員の資質能力向上特別部会 基本制度ワーキンググループ 

資料（「基礎免許状に向けてのカリキュラムイメージ」） 

平成 24年 3月 16日……松木・村山委員提出 

 

2013年 10月 教員の資質能力向上に係る当面の改善方策の実施に向けた協力者会議 

「大学院段階の教員養成の改革と充実等について」（報告） (185) 

 

2015年 5月 中央教育審議会 教員養成部会 

学校教育における新たな課題に対応した教員養成・研修の取組の成果と課題 

－アクティブ・ラーニングの窓から－ 

 「アクティブ・ラーニング実践事例 事例１ 福井大学附属中学校」として８頁の

資料で附属中学校の「主題－探究－表現」型の授業と，「子どもの筋で授業を見る」

授業研究，そして各教科のカリキュラム例を紹介している。 

 

2015年 10月 教員養成部会 

 参考資料１「作業ペーパー」（「本作業ペーパーは，教員養成部会の依頼を受けた松

木委員が中心となって作成されたものであり，10 月９日の教員養成部会において部

会長から報告がなされた。 

 

2015年 12月 中央教育審議会答申 

これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について 

～学び合い，高め合う教員育成コミュニティの構築に向けて～ 

 

（事務局資料） 
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資料 3-2-1-2-35 高度な知的資源の社会への還元例（産学官連携活動） 

 

■ 産学官共同で運営する「ふくい産学官共同研究拠点」では，福井県における自立的かつ持続的

な科学技術の発展と絶えざるイノベーションの創出を進展し，ものづくり及びものづくり人材育

成を推進，科学技術による地域活性化を図ることを目的として，共同研究，技術講習会等を継続

的に実施している。平成 23年５月の開所式では，関係団体や県内企業等の参加者に対して本拠点

を周知したほか，産学官連携本部協力会総会等でも利用を促した結果，新規共同研究の受入や技

術相談の受入等，成果があがっている。なお，滋賀県栗東市地域活性化対策特別委員会による調

査研修の受入や，産学官連携本部長が文部科学省科学技術・学術審議会の作業部会において本拠

点の概要を紹介する等，ふくい方式による地域産学官共同研究を全国に発信している。 

   

開所式の様子           施設見学の様子 

 

 

 

資料 3-2-1-2-36 高度な知的資源の社会への還元例（研究・診療活動）  

 

■ 少子化が進む中，発達障害を含むこころに問題を抱える子どもが急増しており，未来を担う子

ども達を守り育てていくために，急増原因の科学的究明と専門家の育成を進めている。 

「子どものこころの発達研究センター」において，イメージング技術を駆使した脳機能の解明

等に取り組むとともに，附属病院「子どものこころ診療部」では，子どものこころの問題の診断・

治療を通して，子どもの問題行動への対処法の開発や，子どもを取り巻く養育者に目を向けた取

組を実施し，同時に子どものこころの問題に関する地域ネットワークの構築にも注力する。 

 

 

 

 

 
    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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（実施状況の判定） 実施状況が良好である 
 
（判断理由） 

１．広報センターを中心とした広報体制を構築し，行動計画に沿って教育研究活動等の

成果の社会還元に繋がる情報発信を展開し，成果があがっており，特に，全国紙の

論説委員等を務めた新聞社 OBを広報室長に起用した広報体制は高く評価された。 

 

２．本学の強みや新しい展開に対応した機動的かつ多様な情報発信の取組を実施した。

プレスリリースや新聞等のメディアへの掲載件数の増加等はその成果である。また，

メディアや広報機会を活用した就職実績に関する広報は，本学の「就職に強い大学」

としての社会的なイメージの定着（大学のブランド化）に貢献する等，成果があがっ

た。 

 

３．イベントや相談窓口等について積極的に広報を行うことにより，本学教員による地

域の抱える課題解決に寄与した。 

 

４．産学官連携本部による研究シーズ情報等は，研究成果を社会に広く還元し地域の活

性化・高度化を進めるための情報発信ツールとして有効に機能し，技術相談件数や

新規共同研究の受入数の増加に寄与した。 

 

５．医学部附属病院では，市民公開講座の開催等により，広く市民への診療活動等の情

報発信を推進し，医療に関する理解を促した。 

 

６．教職大学院による教師教育の実践・研究成果の政策等への反映，「ふくい産学官共同

研究拠点」による産学官連携の推進，教育・研究・診療活動を統合した「子どもの

こころの諸問題の解決」に向けた取組は，本学が有する高度な知的資源の顕著な社

会還元例として特記される。 
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○小項目２「地域との連携などによる生涯学習とキャリアアップ学習を推進する。」の分析 
 
関連する中期計画の分析 
計画３－２－２－１「一般市民を対象とした公開講座や市民開放プログラムに加え，地域

での活動を担う市民・職業人の学習を積極的に支援する。」に係る状況 
 

（公開講座） 

①－１ 一般市民を対象とした公開講座について，地域貢献推進センターが中心となって

企画・実施し，適宜改善を図った（資料 3-2-2-1-1，2）。 

 
資料 3-2-2-1-1 公開講座の実施体制 

 

 
 

 

     ■ 地域貢献推進センターの業務 

 

（業務） 

第２ センターは，次の各号に掲げる業務を行う。 

(1) ＣＯＣ事業の推進に関すること。 

(2) 公開講座の実施方針及び計画に関すること。 

(3) 「福井大学きてみてフェア」に関すること。 

(4) 地方公共団体等との連携に関すること。 

(5) 地域貢献事業に関する情報の発信に関すること。 

(6) 地域貢献事業支援金に関すること。 

(7) その他，地域貢献事業の推進に関し必要な事項 

 

（福井大学地域貢献推進センター設置要項より抜粋） 

 

 
 

  

（事務局資料） 
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資料 3-2-2-1-2 公開講座アンケート分析(平成 26年度)と改善に向けた主な方策 

 

■ 参加者のニーズをより的確に把握するため，全ての公開講座でアンケート調査を行い，その

結果は次年度の公開講座のあり方の改善や受講生の増加に繋げている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
年度 改善に向けた方策 

平成22年度 公開講座や一日遊学（現「きてみてフェア」）の在り方等について調査・検討を

行うワーキンググループを設置 

平成23年度 教養型講座と社会人のキャリアアップを目的とした専門型講座を明確に区分 

平成24年度 公開講座実施教員に対し，アンケート集計結果を踏まえて課題・改善方法を記入

する「フィードバックシート」の提出を義務化 

平成25年度 企画公募の際，前年度アンケート結果において地域ニーズの高かった分野・形態

を実施方針内で提示し，当該分野の講座増加を促進 

平成26年度 従来，学内の競争的研究経費による事業成果発表を目的に開催していた「福井大

学発 最先端研究～明日への挑戦～」を見直し，本学のCOC事業による地域志向

教育研究成果を広く公開する「福井大学発 地域の再生・活性化」を次年度から

実施することを決定 

平成27年度 第２期の検証結果を踏まえ，第３期中期計画として「公開講座の開催を通じて，

地域の児童・生徒に先進的教育を提供し，地域の次世代を担う人材創出につなげ

る」を策定し，平成28年度企画公募において児童・生徒向けの講座増加を促進 

 

 

 

 

 

  

（事務局資料） 
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①－２ 第１期に比して，公開講座の講座数，受講者数は増加し（資料 3-2-2-1-3），受講

者から好評を得た（資料 3-2-2-1-4）。また，地域貢献推進センターHP 上で「公開講

座」を広報し，受講者の便宜を図った（資料 3-2-2-1-5）。 
 

資料 3-2-2-1-3 公開講座一覧（平成 27年度）及び講座数・受講者数  

 

 ■ 公開講座一覧（平成 27年度） 

分野 講座名 
有料・ 

無料 

生活と

教養 

福井大学発 地域の再生・活性化（計４回） 無料 

北陸地区国立大学連合協議会 平成 27 年度「北陸４大学連携まちなかセミナー」

（計４回） 
無料 

第 14回 新しい理科授業のかたち～デジタル教材の有効活用～ 無料 

体験ふむふむ数学クラブ（計３回） 無料 

頭が良くなる！？ 囲碁入門講座 無料 

みんなで見つける！？宇宙のヒミツ・分子のヒミツ！ 無料 

パーソナルコンピュータ・再入門講座（初級編） 無料 

博士論文ってどんな内容？（計２回） 無料 

生物多様性保全活動の問題点と展望 無料 

被災地から学び，災害に備える 無料 

ゆるい地方戦略会議（笑）まちづくりって，なに？ 無料 

歴史 福井の城下町探訪－大野・勝山－ 有料  

芸術と

文化 

うた・歌・唄・詩・嘔～独唱と朗読による音楽と言葉の幸福な結婚，パート２～ 無料 

チェンバロを弾いてみよう 無料 

基礎デッサン（全３回） 有料  
福大音楽塾 とことんクラシック！（計２回） 無料 

アートマネジメント人材育成講座「アートマスター」実務スキルアップシリーズ 

（計 15回） 
無料 

アートマネジメント人材育成講座「アートマスター」キュレーションシリーズ 

（全 10回） 
無料 

アートマネジメント人材育成講座「アートマスター」エデュケーションシリーズ 

（計 10回） 
無料 

街中アニメ！ ～セル画と景観でアニメーションを作ろう～（全２回） 無料 

健康と

医療 

スポーツ公開講座 クロッケー入門（計２回） 有料 

健康と運動の生理学 無料 

北陸高度がんプロチーム養成基盤形成プラン 

在宅緩和医療（医師・スタッフ）養成コース（インテンシブ） 
有料  

医学部講演会 無料 

HIV講演会「誰でも分かるエイズの話（Part２）」 無料 

ものづ

くり 

親子で学ぶ電波の不思議な世界とラジオ工作 有料  
ドラマチックな天体観望プロジェクト 2015（計５回） 有料  
夢をひらく電子工作プロジェクト 2015（計５回） 有料  
見つけてこわそう！こわして学ぶモノの仕組み 2015（計３回） 無料 

電子レンジでガラス作品を作ってみよう（’15） 有料  

産業と

技術 

ものを大切にする社会づくり－修理のスキルアップ講座－ 無料 

エンジンの分解・組立を体験してみよう！（名車ホンダスーパーカブ 50cc エンジ

ンに触れて） 
無料 

小学生プログラミング教室（計２回） 無料 

大学講義 人工知能研究の歴史 無料 

物質に含まれる微量な放射能を精密に測定してみよう 無料 

敦賀キャンパス一般公開 無料 

ノーベル賞受賞から１年～青色ＬＥＤに続く未来へのメッセージ～ 無料 

実験 

わくわく物理実験室（計５回＋α） 無料 

ほやほや物理教室 有料  
大学の基礎物理実験にトライしてみよう 無料 
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■ 講座数・受講者数 

第１期 第２期 

実施年度 実施件数 延べ参加数 実施年度 実施件数 延べ参加数 

平成 16年度 31講座 1,813人 平成 22年度 34講座 4,387人 

平成 17年度 32講座 2,613人 平成 23年度 38講座 3,132人 

平成 18年度 33講座 2,169人 平成 24年度 42講座 3,213人 

平成 19年度 38講座 2,146人 平成 25年度 42講座 3,408人 

平成 20年度 32講座 1,900人 平成 26年度 43講座 4,068人 

平成 21年度 35講座 3,083人 平成 27年度 41講座 4,410人 

参加者数平均 2,287人 参加者数平均 3,770人 

     ※一日遊学（平成 17～22年度），きてみてフェア（平成 23年度～）の参加者を含む。 

 

 

 

 

資料 3-2-2-1-4 公開講座（無料）に対する受講者の意見聴取結果 

 

■ 平成 23年度以降，90％以上の参加者の満足度を維持し，かつ，難易度に関しても，「ちょうど

よかった」という回答が平均 55％以上，大学レベルの満足度につながる「やや難しかった」と

いう回答が約 20％程度で推移し，大学開催の公開講座として適切な内容であることが検証され

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ■ 受講者からのコメント 

       ・しっかりと大切な部分がわかりやすく説明されていた。 

       ・ストーリーをおってとてもわかりやすく説明して下さいました。 

       ・自分でも勉強している分野なので，最新の知識をうかがえて非常に有意義でした。ありがとう

ございました。 

       ・今まで体験した事項が体系的に確認できました。 

・専門的な言葉が少なく易しく説明されていた。 

 

 

（事務局資料） 

第１期 第２期 

（人） （件） 
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■ 公開講座でのアンケート 

＜H27「福井大学音楽塾～とことんクラシック！」アンケートより＞ 

設問：この公開講座は，地域が抱える問題の解決や地域の 

活性化につながるものと思いますか？ 

 

（受講者からのコメント） 

・大学を中心として人が集う場ができ，街がにぎわうと思う

ため。 

・いろんな人がイベントに参加していろいろ交流する場があると知らなかったことも知るように

なり，参加者が増えると活性化していくと思う。 

・一般の方が大学に足を運ぶというきっかけになり，今後の地域活性につながると思います。 

 

 

 
資料 3-2-2-1-5 地域貢献推進センターHPによる案内 

 

    

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①－３ 利便性の高い福井駅に隣接したサテライトキャンパスにおいて一般市民向けの

講座を開講した【別添資料 社-4】。 

 

  

①－４ 大学開放事業として「福井大学きてみてフェア」を実施し，好評を得た（P3-70 前

掲資料 3-2-1-2-31）。 

 

 

（市民開放プログラム） 

②－１ 共通教育センターが行う大学開放活動の一環として，正規の授業を開放して一般

市民に生涯学習の機会を提供する「市民開放プログラム」を実施した（資料 3-2-2-1-6）。 
  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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資料 3-2-2-1-6 市民開放プログラムの概要 

 

■ 全国に先駆けて実施した「生涯学習市民開放プログラム」は，福井大学共通教育センターが行う

大学開放活動の一環で，市民の方々に本学の授業を開放し，学生と同じ講義室で一緒に学び，生涯

学習の機会を提供するとともに，地域社会と大学との連携をますます深めようとするものである。 

 

 ■ 概要 

授業はあくまでも本学の学生を対象にしたもので，共通教育科目として開放する授業科目は，

「共通教養・副専攻科目（Ａ群）」と「専門教育・副専攻科目（Ｂ群）」の二つの科目群で構成さ

れている。 

「専門教育・副専攻科目（Ｂ群）」とは，本学で専門教育科目

の一部を各専門の課程や学科に所属しない異分野の学生に開

放している科目のため，授業内容は専門的であり，「共通教

養・副専攻科目（Ａ群）」に比べ専門的な知識を必要とするが，

学びに対して意欲的な方や，過去に共通教養科目を受講した

方などが教養とスキルアップを目的に受講している。 

（授業風景） 

 

■ 前後期ごとに本学教員を講師とした講演会・学生との交流活動などを開催する「生涯学習市民開

放プログラム交換会」を定期的に開催しており，受講生間，受講生・大学間の交流等を深めている。 

  

  
 

 ■ 生涯学習市民開放プログラム交換会 講演テーマ 

年度 
前期/

後期 
講師所属 講師名 テーマ 

参加

者数 

H22 
前期 

附属国際原子力

工学研究所 
島津洋一郎教授 原子力・放射線の有効利用 17 

後期 教育地域科学部 淺原雅浩准教授 色・光・音：エネルギーと化学実験 20 

H23 
前期 教育地域科学部 門井直哉准教授 

鹿はどこからやって来た？ 

～鳴鹿大堰と十郷用水～ 
16 

後期 教育地域科学部 舘清隆教授 栄えることばと滅びゆくことば 13 

H24 
前期 教育地域科学部 澤﨑久和教授 詩人と故郷 －白居易の場合－ 28 

後期 工学研究科 橋本貴明教授 物質の起源 －ヒッグス粒子の発見－ 21 

H25 

前期 教育地域科学部 栗原一嘉教授 リアル感のある物理教授法 15 

後期 工学研究科 吉田伸治准教授 

数値解析技術を用いた都市・屋外空間の温熱

環境評価 

－夏の暑い屋外環境への適応を例に－ 

19 
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H26 
前期 教育地域科学部 山田孝禎講師 

超高齢社会を活力溢れる元気な社会にするた

めに必要なスキル 
24 

後期 教育地域科学部 宮崎光二教授 東大寺大仏はどうやって作られたか 18 

H27 

前期 工学研究科 藤元美俊教授 

時間的，空間的に直行する世界 

～携帯電話はなぜつながる？宇宙人にはなぜ

会えない？～ 

17 

後期 工学研究科 山田徳史教授 
ミクロな世界の不思議な現象  

～量子力学の世界～ 
13 

 

■ 改善に向けた取組 

毎学期授業終了時には，受講生間，並びに受講生と福井大学教員との交流を目的として生涯学

習市民開放プログラム受講生交歓会を開催している。交歓会では，本学教員による特別講演の他，

受講生と教員が意見交換を行い，次期への授業・プログラム改善に役立てている。また，受講生

の中にはリピーターも多く，10年（20期）以上に渡り連続して受講している方が 17名，延べ 10

科目以上受講している方は 50名以上いる。受講生の平均年齢は年々上がっているが，高齢化社会

を迎え，向学心を持ち続け学習意欲が高い受講生を引き続き受け入れていきたい。また，若い世

代の方々にも生涯学習の機会として大学における学びの場を提供すると共に，大学開放活動の一

環としてより一層地域社会に貢献できる体制を検討していく予定である。 

 

 

 

 

②－２ 毎年，凡そ 200科目を市民開放プログラムとして提供し，常に 100名程度の受講

者を集めており，受講者から好評を得た（資料 3-2-2-1-7，8）。 
 

資料 3-2-2-1-7  市民開放プログラム 科目数・受講者数  

 

■ 平成 27年度開講科目数 

 

（共通教養・副専攻科目Ａ群） 

分野名 【前期】科目数 【後期】科目数 

第１分野「社会」 14 12 

第２分野「人間」 10 7 

第３分野「文化」 14 11 

第４分野「技術」 10 9 

第５分野「自然」 4 12 

 

（専門教育・副専攻科目Ｂ群） 

分野名 【前期】科目数 【後期】科目数 

学校教育分野 1 1 

地域科学分野 5 6 

システム工学分野 25 20 

物質工学分野 24 23 

原子力・エネルギー 安全工学分野 0 5 

 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 

開講科目数 113 124 117 126 114 120 113 115 112 110 107 106 

受講者数 53 51 51 43 62 44 56 43 54 39 52 44 

 

 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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資料 3-2-2-1-8 市民開放プログラムに対する受講者への意見聴取結果 

 
・来年からは学部も増え，新しい大学の体制になると聞いたが，是非ともこの生涯学習プログラムは今後も続けて

ほしい。 

・生涯学習の受け入れ体制ができていて，心よく学生も受け入れてくれた。 

・福井大学の学生は，都会ずれしていなく，親切で気持ちよく接してくれた。 

・授業以外にも学生に刺激を受け，とても充実していた。 

・この度も定員の許す限りとの思いで参加致しました。「住民組織とコミュニケーション」熱情あふるる講義でし

た。 

・内容をしっかりと受け止めて学ぶものが必ずこれからの生活の糧にしなければと心から思える内容でした。 

 

（受講者アンケート（毎年度実施）より） 

 

 

 

（附属図書館による“学習の場”の提供） 

③ 附属図書館では，図書館を開放し，一般市民に“学習の場”を積極的に提供するよう

様々な工夫を行い（資料 3-2-2-1-9～15），活用された（資料 3-2-2-1-16）。 

 
資料 3-2-2-1-9 附属図書館が提供する“学習の場”に係る工夫・取組例 

 

■ 附属図書館を構成する総合図書館（文京キャンパス）及び医学図書館（松岡キャンパス）では，

図書館を開放し，一般市民に“学習の場”を積極的に提供するよう，様々な工夫を凝らした。 

 

取組例 資料 

高校生等への閲覧室の開放 
資料 3-2-2-1-10 

講演会，企画展示等の実施 

学外者への利用案内 資料 3-2-2-1-11 

医学図書館の患者向けサービス 資料 3-2-2-1-12 

公立図書館との協力体制の活用 資料 3-2-2-1-13 

福井大学学術機関リポジトリ 資料 3-2-2-1-14 

附属図書館資産の公表の推進 資料 3-2-2-1-15 

 

 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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資料 3-2-2-1-10 附属図書館による“学習の場”の提供例 

      
■ 総合図書館では平成 23 年度より閲覧室を自習用スペースと

して提供した。さらに，図書館企画を１階展示ホールにて同時

期に開催することにより，高校生らが自由に大学の図書館を見

学できるように配慮し，右記のポスター等で利用促進を図った。 

 

■ 企画展示（講演会含む，平成 27年度）  

総合図書館 

餅菓子即席増補手製集（4/1-7/1） 

天文図解・夏の星空（7/21-9/25） 

グリフィス書状展示（10/8-11中旬） 

クリスマス展示（絵本と名作）（11/30-12/25） 

季節の本テーマ”新” （3/19-4/24） 

H27教科書展示（6/19-7/16） 

季節の本テーマ”水”（ 5/7-6/30） 

季節の本テーマ”祭” （7/6-9月下旬） 

オープンキャンパス”大学の教科書展示” （8/7） 

季節の本テーマ”秋” （10/1-11月中旬） 

季節の本テーマ”冬” （11/25-12/25） 

アドベントカレンダークリスマスポップツリー 

(～12/25) 

人気作家ガチバトル  東野圭吾vs伊坂幸太郎の貸出冊

数バトル（7/21-9/30） 

Thick Bookｓ展示（12/1-12/28） 

和装本をつくろう（10/18） 

医学図書館 

2015年 ノーベル医学・生理学賞（10/9-10/31） 

戦時中の義手－戦争と障害を考える（11/24-12/4） 

世界エイズデー（12/1-12/15） 

 

     ■ 利用者からのコメント 

    【平成 25年度高校生のための夏休み企画「行ってみんけ？知の泉」】 

・中学の図書館とはずごく違って専門書の多さにびっくりした。展示はきれいでした。 

・本だけではなく芸術的な展示などがあり，中学・高校の図書館との違いに驚いた。 

・食事をする場所と学ぶ場所の施設が充実している。 

・本の種類も多く，雰囲気もよいので居やすかったです。 

・環境がよくて快適にすごせるよい所だった。 

・ラウンジが自由でよい。 

・在学生が活発に利用しているように感じた。図書館離れが著しい中学生の利用を促す工夫がさ

れている。 
 

    【平成 23年度 W.E.グリフィス来復 140年記念事業「お雇い外国人教師グリフィス展」】 

・大変雰囲気のある展示作りがなされていて，楽しい一時を過ごすことができました。価値のあ

る文献資料が手軽にタッチパネルで閲覧できるのも利用者にとって，とても嬉しいことです。 

・福井の教育に近代化をもたらしたグリフィスのことは，福井新聞でもかつて取り上げられまし

た。再び福井大学で各方面から資料を取り寄せ，市民に公開してくださったことはとても良い

ことです。永らく福井の歴史に残し，子孫に伝わるよう常設されると良いと想います。 

・グリフィス関連の展示を一時に観覧する機会などは殆どないので，大変感動しました。企画・

展示は大変でしょうが，またこのような企画をお願いします。 

 

 

  

（事務局資料） 

※企画数（年当たり）は，平成 22年度より

8件，6件，6件，8件，10件，15件と 

増加している。 
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資料 3-2-2-1-11 一般の方（学外者）への利用案内 

 

■ 附属図書館を地域へ開放し，生涯学習を行う学外者の利用を促すため，附属図書館ウェブサイ

トや Twitter等で利用案内を行っている。 

  

■ 附属図書館ウェブサイトでの利用案内 

 

   
 

■ Twitterでの利用案内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  
（事務局資料） 
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資料 3-2-2-1-12 医学図書館の患者向けサービス 

 

■ 医学図書館は患者や地域の人々に広く公開しており，年間 2,000～3,000 名の利用者が利用して

いる（うち患者は年間 100名程度）。中でも平成 17年度に財団法人福和会寄贈による「心とからだ

の本コーナー」を開設し（674 冊（平成 28 年 3 月 3 日現在），医療関係者以外にもわかりやすい医

学関係図書を収集，閲覧・貸出を行っている。また，平成 27 年度からは本院「よろづ相談窓口」

に当コーナーの図書リストを配置し，患者への図書館利用案内ポスターを掲示することで利用促進

に努めている。 
 
     心とからだの本コーナー 

   

 

 

 

 
 

資料 3-2-2-1-13 公立図書館との協力体制の活用 

 

 ■ 第１期中期目標期間に整備した県立図書館との相互貸借システムを活用し，地域住民へ近隣の公

立図書館から本学所蔵の図書を検索・借出している。 

 

 
■ 対県立図書館貸借件数（県内公共図書館） 

  区分 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

総合図書館 

貸出 124 164 146 175 160 158 

借受 262 248 225 174 234 513 

合計 386 412 371 349 394 671 

医学図書館 

貸出 28 32 43 24 27 29 

借受 175 48 33 26 43 90 

合計 203 80 76 50 70 119 

合   計 

貸出 152 196 189 199 187 187 

借受 437 296 258 200 277 603 

合計 589 492 447 399 464 790 

 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
                                                    
 
 
  
 
 
 
 

 福井県立図書館 

 

福井大学附属図書館 

Ｄ町立図書館 

Ａ市立図書館 

Ｃ町立図書館 Ｂ市立図書館 Ｅ町立図書館 

福井県内図書館物流システム 

 福井大学の

専門書を貸し

てください。 

 Ｃ町立図書館に

しかないので，貸

してください。 

福井県内図書館 

物流システムを利用した 

 

福井県内図書館間 

相互貸借システム 

患者の方、ご家族の方へ 

医学図書館をご利用 

いただけます。 
 

ご利用になれる時間  

月～金 ９時～１７時 
（土・日・祝日・年末年始は利用できません。） 

 

ご利用になれるサービス 

閲覧・コピー（有料）・レファレンス など 

   貸出 （図書２冊１週間） 
     貸出サービスを受ける際にはご登録が必要になります。 

 

医学図書館には各種新聞や「心とからだの本コーナー」と 

いう医学に関連した読み物のコーナーもあります。お気軽に

お立ち寄りください。 

 

入院患者の方は、まず、お近くの看護師にお問い合わせ

頂き「医学図書館利用確認書」を発行してもらってください。 

皆様のご利用をお待ちいたしております。 

福井大学医学図書館 

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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資料 3-2-2-1-14 福井大学学術機関リポジトリの登録状況 

 
 ■ 国立情報学研究所が実施する「学術機関リポジトリ構築連携支援事業」の委託事業により，本学

の様々な学術成果物（学術論文等）を全世界に向けて発信するシステム「福井大学学術機関リポジ

トリ」を平成 19年度に構築し，一般公開を行っている。登録コンテンツ数は 7千件弱に達してお

り（第１期末，約 1500件），「学術機関リポジトリポータル JAIRO（Japanese Institutional Repo

sitories Online）」と連携することにより，他大学の学術情報を横断的に検索することが可能と

なっている。 

 
 
 

 

資料 3-2-2-1-15 附属図書館資産の公表の推進 

 
■ 平成 22 年度以降，教育地域科学部教員から選定を受けた和装本 50 点及び劣化している新聞の

マイクロフィルムの電子化を行った。また，『小島家文書』等の古文書や和装本のデジタル化を継

続的に行ない，積極的に附属図書館図書館ウェブサイトより公開（公表）している（http://www.

flib.u-fukui.ac.jp/degital.html）。 

 

  
 

 

 
  

（事務局資料） 

（事務局資料） 

（件） 
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資料 3-2-2-1-16 一般の方（学外者）の利用状況 

 

■ 一般市民を含め，学外者の図書館利用者数は，図書館改修により減少した年度もあるが，ほぼ同

水準で維持されている。 
 

（総合図書館） 

学外利用者数 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

卒 業 生 942 860 969 703 638       997 

元教職員 141 189 274 215 133      213 

そ の 他 4,618 3,512 5,661 4,481 2,428     3,256 

合   計 5,701 4,561 6,904 5,399 3,199     4,466 
 

（医学図書館） 

学外利用者数 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

大学 
学生 323 298 398 381 405 350 

研究者 51 11 11 13 16 4 

研  究  者 18 25 10 16 9 6 

医療機関従事者 178 233 267 447 425 448 

元教職員 16 9 9 3 8 6 

卒  業  生 248 96 162 85 95 104 

患      者 104 84 136 187 88 135 

一般利用者 397 301 525 568 516 383 

合      計 1,335 1,057 1,518 1,700 1,562 1,436 

 

 

 

 

（社会人の学習支援） 

④－１ 地域での活動を担う市民・職業人の学習を支援するよう，地域と連携した，社会

人の学び直しやキャリアアップ学習等を実施し，社会ニーズや関係者からの期待に応

えた（資料 3-2-2-1-17，18）。 

 

資料 3-2-2-1-17 社会人の学び直しやキャリアアップ学習等に係る主な取組 

取組名 担当部局等 概要 

教職大学院におけ

る現職教員への教

育 

教職大学院 現職教員を対象とした「スクールリーダー養成コース」において，学校

における協働の実践と研究を中心的に担う教員，同僚の力量形成を支

え，改革を進めていくことのできるマネジメント力を持ったスクール

リーダーとなる教員を福井県教育委員会等と連携して養成。（P1-172 

前掲資料 1-1-2-4-6） 

教員免許状更新講

習 

教務課 教員として必要な資質能力が保持されるよう，定期的に最新の知識技能

を身につけることで，現職教員が自信と誇りを持って教壇に立ち，社会

の尊敬と信頼を得ることを目的に福井県教育委員会と連携して実施。 

履修証明プログラ

ム 

教育地域科学部 地域社会において展開される市民の学習活動・自治活動を長期的に支え

るコミュニティ学習支援コーディネーターの実践力形成を目的に，公民

館主事を始めとする社会教育関係施設の職員，生涯学習・社会教育の行

政に携わる専門職員等を対象に 2 年間に亘る長期研修プログラムを福

井市と連携して実施。 （資料 3-2-2-1-18） 

県内英語教師の英

語教育力向上 

語学センター 福井県教育委員会と連携して，県内小中高等学校英語担当教員への研修

を実施。日本人英語指導者（JTE）と外国語指導助手（ALT）を対象とし，

４技能（リスニング・リーディング・スピーキング・ライティング）を

取り入れた授業の実践に必要な力量を培う。 

県内企業人への英

語研修 

語学センター 県内企業との語学研修受託契約に基づき，企業従業員へのビジネス英語

研修を実施。TOEIC IP TEST SCORE が 3 か月で平均 90 点近く向上する

等の成果を挙げた。 

（事務局資料） 
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取組名 担当部局等 概要 

緊急被ばく医療に

強い救急総合医養

成コース 

医学部 地域で働く医師としての総合的な幅広い診療能力に加え，緊急被ばく医

療にも専門性を持ち，地域全体における緊急被ばく医療体制の指導的役

割を担うことのできる人材を敦賀市等と連携して育成。（P3-121 後掲資

料 3-2-3-1-27） 

県内医師に対する

子どものこころの

諸問題に関する研

修 

子どものこころの

発達研究センター 

福井県と連携して，県内における子どものこころの諸問題に貢献できる

人材を育成するため，県内の小児科医・精神科医等を対象とした研修プ

ログラム等を実施。 

地域の原子力防災

教育 

附属国際原子力工

学研究所 

原発最多立地県である福井県の大学として，特に原発が集中する嶺南地

域の敦賀市において，市の防災担当者に対する研修や，敦賀市民を中心

とした一般の方への出前講座を敦賀市役所と連携して実施。 

魅力ある医師並び

に医療人材育成の

ための研修システ

ム 

医学部 医師不足が深刻な地域医療の再生に向けて，福井県の寄附講座である地

域医療推進講座を中心に，地域医療に関心の高い医学生を対象とした僻

地での研修や，福井県の支援で開設された福井メディカルシミュレー

ションセンターを活用した卒前・卒後教育を実施して，救急医・家庭医・

総合診療医を養成。（P3-122 後掲資料 3-2-3-1-30） 

北 陸 が ん プ ロ

フェッショナル養

成プログラム 

医学系研究科 北陸地区における医科系４大学（金沢大学，富山大学，福井大学，金沢

医科大学），看護系１大学（石川県立看護大学）が連携して，「がん対策

基本法」に基づき，現職の医療関係者等を対象として，がん専門医療に

携わる専門的な医師，その他医療従事者を育成。（P1-97 前掲資料 1-1-

2-1-16） 

北陸認知症プロ

フェッショナル医

養成プラン 

医学系研究科 北陸医科系４大学が地域医療機関や地方自治体と連携し，現職の医師等

を対象として，認知症に関して高度な知識や技能を持つ認知症のプロ

フェッショナル医を養成。（P1-97 前掲資料 1-1-2-1-16） 

※下線は対象とする社会人等 

※※連携先を二重下線で表す 

 

 

資料 3-2-2-1-18  履修証明プログラム 

 

 

■ 福井市・越前市・勝山市・池田町等の市町の公

民館職員が実践を重ねつつ，２年間の長期研修を

受講している。 

受講者数も平成 25 年の 5 名から，14 名（26

年）16名（27年）と拡大し，この長期研修を修

了した職員がそれぞれの市と町における公民館

活動の中心として活躍している。 

 

 

 

 

 

④－２ 教育地域科学部では，「地域・学校拠点を活用する自己啓発型 CST 養成・支援シ

ステムの構築」（P1-99 前掲資料 1-1-2-1-17）を，福井県教育委員会との協力の下で

進めており，成果があがった（資料 3-2-2-1-19）。また，認証評価において優れた点

として評価された【別添資料 法-2】。 

 
  

（事務局資料） 

（事務局資料） 

（人） 
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資料 3-2-2-1-19 CSTによる成果 

 
■ 平成 21～24 年度まで，科学技術振興機構の公

募事業「理数系教員養成拠点構築事業」として実

施し，平成 25～29 年度（予定）は，地（知）の

拠点整備事業における人材育成分野の中心的な

取組として再スタートしている。事業開始当初

（平成 22 年度）は，多くの現職教員の受講希望

があり，年々受講の希望者が減少していったが，

平成 25 年度以降，県内および教育地域科学部・

大学院教育学研究科に事業自体が定着し，将来の

小中学校理科を支える教員を目指す学部生およ

び院生に増加傾向がみられる。 

認定数も，学部卒の初級，大学院卒の中級，現職

小中教員の上級をあわせて，毎年，10名以上認定

され，地域の理科教育の充実に貢献している。 

 

 

■ CST認定のための研修講座の提供機関および認

定された小中理科教員の活動を支援するための

支援機関および CSTの配置されている小中学校を

あわせて，理数教育支援拠点と呼んでいる。毎年，

新しい CST が生まれ，また，CST 養成のための講

座提供機関やインターンシップ実習機関（小中学

校及び科学館等）が増加し，県内各地での CST養

成プログラムの受講や理数教育支援活動を行え

る体制強化が進んでいる。 

 

 

■ 平成 23年度末に，初の CSTを 12名認定して以

降，着実に県内各地での理数教育支援活動が展開

されており，地域の理科教育力の向上に資する実

験講習会，授業公開研究会および，その他の理科

啓発に資する活動数が増加し，また，それに伴い，

CSTが講師等を務める研修会への参加人数も着実

に増加している。 

 
 

 

 
 

（CST に認定されている上級 CST（現職小中教員）のうち，回答のあったもののみ集計） 

 

 

 

 

④－３ 産学官連携本部では，職業人の実践的スキルアップを図る様々な取組を実施し，

好評を得た（資料 3-2-2-1-20～23）。 
  

（事務局資料） 

（人） 

（
機
関
） 

（人） 

（回） 
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資料 3-2-2-1-20 産学官連携本部における社会人向けの主な取組 

取組 参考資料 

ドリームワークスタイルプロジェクト P3-108 後掲資料 3-2-3-1-8 

大学生・大学院生のためのキャリアアップセミナー P3-110 後掲資料 3-2-3-1-10 

実践道場 P1-151 前掲資料 1-1-2-2-29 
ふくい産学官共同研究拠点，オープン R&D ファシリティにおける地

域企業人向けの計測技術セミナー，実習会 
資料 3-2-2-1-21 

グローバル対応力・国際競争力養成プログラム－企業実践塾 資料 3-2-2-1-22 
福井大学新技術説明会（JST） 資料 3-2-2-1-23 
アジアビジネスキャンパス（講演会） 別添資料 社-5 
FUNTECフォーラム P2-174 前掲資料 2-1-4-2-5 
トップ懇談会 P2-176 前掲資料 2-1-4-2-6 
ふくい知財フォーラム P2-157 前掲資料 2-1-4-1-5 

 
 

資料 3-2-2-1-21 地域企業人向けの計測技術セミナー，実習会 

 

■ 平成 27年度実績 

 

講 習 会 名 称 回数 延べ参加人員 

水曜測定会 

（企業の技術者が実試料を持ち込み，協働で分析・解析を実施） 
5回 18名 

機器分析入門講座 15回 155名 

特定先端分析能力強化プログラム 3回 20名 

学内向け機器分析講習会 13回 85名 

 
業 務 名 称 回数 延べ参加人員 

企業研究者向け個別研修 34回 58名 

学内向け個別研修 42回 75名 

 

■ 参加者からのコメント 

・機器講習会アンケートにて「わからない」ことが「わかった」。 
 ・自分の専門分野の世界ではあまり役にたたないかもと思っていたが視界が広がった。 

・会社に機器がなく，特許申請等に必要だったので水銀ポロシメータ・SEMを利用。共同研究を前

向きに考えたい。 
・機器講習会で利用用途などを明確に把握することができて参考になった。 
 
 
 

 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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資料 3-2-2-1-22 企業実践塾 

 

■ 将来を担うイノベーションリーダー人材の育成を目的に，平成 24 年度から地域企業と協働で開催

している。 
 

 
 
   
 ■ 平成 27年度実績 

 

参加企業数 実施回数 塾生数 

11 57 120 

 
 ■ 参加者からのコメント  

   

・社長の想い，信念などが聞けて，各企業の差が分かり，大変参考になった。 

・知財に対する方針も異なり，企業としての方向性が知財に影響していることも理解することがで

きた。 

・知財について掘り下げて考えるためのよいきっかけになりました。 

・ものづくりの現場を知る方々から示唆に富んだお話を伺えて大変よかったです。 

・技術者視点の知財活用について知る機会が得られて大変有意義な受講となりました。 

 

  
（事務局資料） 
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資料 3-2-2-1-23 福井大学新技術説明会 

 
 ■ 本学の研究成果から生まれた特許技術を企業関係者に周知することを目的に毎年開催しており，

職業人教育ともなっている。 
 

 

 

 

■ 平成 27年度発表内容 

 

発表内容 担当教員 

溶融・分相技術を用いた希少金属のリサイクル 産学官連携本部 特命助教  

岡田 敬志 

電子線グラフト法による繊維・高分子の機能加工 産学官連携本部 客員教授  

堀 照夫 

カーボンナノチューブ表面への生体分子固定化技術 テニュアトラック推進本部 講師 

坂元 博昭 

子宮肉腫と子宮筋腫を鑑別する腫瘍マーカーの開発 医学部医学科 准教授 水谷 哲也 

全身麻酔支援システムの開発 医学部 医学科 教授 重見 研司 

妊娠期母体腸内細菌攪乱により作製される行動異常動

物の利用法 

子どものこころの発達研究センター 

特命助教 栃谷 史郎 

自閉症者へのオキシトシン継続投与に対する遺伝子多

型法による治療効果予測 

子どものこころの発達研究センター 

特命教授 小坂 浩隆 

 

■ 参加者からのコメント 

・グラフト重合の応用として大変面白く伺いました。中小企業に紹介したい。 

・弊社では，ＥＢ技術を使った製品を幾つか持っています。本日拝聴させていただいた内容を社内

でディスカッションし，アイデアが出た段階で一度意見交換をお願いします。 

・色々の可能性が見えた。アンチエイジングには特に期待したい。 

・新材料の設計手段として中小企業に紹介したい。 

・幼児～小児の健全な発育のために大切な研究だと思います。多動児対応として研究の進展を期待

します。 

・興味深い発表ありがとうございました。ADHDの発症メカニズムに興味があります。 

ADHDと腸内細菌との関連について，ご存じでしたら教えてください。 
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■ 発表者からのコメント 

・東京という地理的に便利な場所であるため，外部の企業が参加しやすい環境にはある。また，教

員が外部の企業ニーズを知る上では，非常に有意義な機会でもあり，教員の研究支援をする立場

の人間にとっても貴重な意見を聞ける場でもあり，今後も継続していくべきと思われる。 

・一昨年の新技術説明会でも「この用途に活用することはできるのか？」といった質問も出たので，

ニーズとマッチさせられる可能性はあるだろう。具体的な案はないのだが，新技術説明会や他の

関連イベントにおいて，聴講者から上手くニーズを引き出せるよう，発表の在り方を工夫できれ

ばと思う。そういったニーズを集積し，研究にフィードバックすることができれば，より産業側

の求める研究に近づくことができるのではないか。 
 

 

 

 

 

④－４ 医療従事者の質の高いスキルの取得及び向上を目的とした「医学系研究科附属地

域医療高度化教育研究センター」の看護キャリアアップ部門（平成 23 年度設置）で

は，認定看護師教育等を推進し，地域の看護師力アップに繋がる成果があがった（資

料 3-2-2-1-24）。 

 
資料 3-2-2-1-24 看護キャリアアップ部門の取組と成果 

 

 ■ 概要 

 

 

■ 福井大学大学院医学系研究科附属地域医療高度化教育研究センター規程（抜粋） 

                                

  （目的） 

第２条 センターは，少子高齢化における今後の 21 世紀型地域医療の在り方の研究，地域医療機関・

県内大学・行政機関等との連携を基盤とした，地域包括医療の先進的高度化に関する総合的な教

育研究を行うとともに，併せてそれを担う高度専門的な人材育成，関連する医学・看護学の課題

に係る研究を発展させることをもって地域医療への貢献を図ることを目的とする。 
  （業務） 

第３条 センターは，前条の目的を達成するため，次の各号に掲げる業務を行う。 

(1) 地域医療及びその体制の高度化に関する教育研究 

(2) 医療従事者の質の高いスキルの取得及び向上支援 

(3) その他センターの目的を達成するために必要な業務 

  （部門） 

第６条 センターに，次に掲げる教育研究部門を置く。 
 
 

（事務局資料） 
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(1) 看護キャリアアップ部門 

(2) 地域医療高度化推進部門 

(3) 地域医療ネットワーク研究部門 

(4) 在宅チーム医療ネットワーク研究部門 

 

 

■ 認定看護師教育課程において，輩出

した認定看護師数。 

平成 23 年度から慢性呼吸器疾患看

護分野の養成を開始し，平成 26 年度

から手術看護分野の養成を拡充。 

課程を修了し，認定審査に合格する

ことで認定。 

 

 

 

 

 

 

 

■ 社会人（看護師）の学び直し講座と

して開講している「看護実践能力開発

講座」の開講講座数と受講生人数の推

移。 

開始 2年目（平成 23年度）に飛躍的

に参加者数が増し，地域の看護師力

アップに多大なる貢献。以降，講座を

継続。平成 24年度以降，700名を超え

る参加があり，県内に定着。 

 

 

 

 

■ 受講者からのコメント 

 

 ・色々な分野の認定看護師の話が聞ける機会なので，継続してほしい。 

・今後認定として活動していく際のあるべき姿，自身が身につけていかなければならない態度に

ついて考えることができた。 

・大変内容が充実しており，カリキュラム上問題がなければ，コマ数を増やしてほしい。 

・グループワークを通して，自分では気づくことのできなかった倫理的問題に気づかされた。 

・実習室で体感できる授業が多く，また講師の先生の熱意がとても伝わってくる講義であった。 

・グループワークを通して指導案の作成を実施し，プレゼンテーションの重要性を学ぶことがで

きた。 

・今後実際に患者との関わりに直結して活かしていける内容で，とても興味深く受講した。 

・看護観の発表は改めて，自分の看護を見つめ直すきっかけになったのでよかった。 

 

（卒業生に対するカリキュラムアンケート結果より抜粋） 

 

 

 

（小中高生の学習支援） 

⑤－１ 市民としての小中高生に対する学習支援として，様々な取組を実施し，好評を得

るとともに，文部科学大臣表彰科学技術賞（理解増進部門）を受賞する等，成果があ

がった（資料 3-2-2-1-25～27）。 

 

 
  

（事務局資料） 

（人） 
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資料 3-2-2-1-25 ひらめき☆ときめきサイエンス 

 

■ １件のみの採択であった平成 24 年

度を除き，毎年，延べ人数で 100人を

超える小中高校生を迎え，科学研究費

による，各分野の最先端研究成果を地

域の主に地域の児童・生徒に還元した。

毎年，多くの学部生・院生がスタッフ

として参画しており，学部生及び大学

院生による研究成果を通じた地域貢

献にもつながっている。 

実際，教員よりも参加者と年齢の

近い学部生・院生のほうが次世代人

材育成には効果的な一面もある。本

学のひらめき☆ときめきサイエンス事業の特徴の一つは，各学部がそれぞれ申請し開催してして

いること，また，1 つの採択事業に複数の学部の教員及び学生が関与していること，さらには，

1つの採択事業に参加することで，異なる複数の科研費の研究成果に触れることができる点にお

いて，特筆に値する。 

   なお，「生命科学クラブ展開による高校生の理解増進」により，本事業の中心となった，前田

桝夫教育地域科学部教授，佐藤 真医学部教授が平成 23 年度科学技術分野の文部科学大臣表彰

科学技術賞（理解増進部門）を受賞した。 
 
 

■ 採択され実施した事業 
 

年度 事業タイトル 

22 ・作って学ぶ不思議な分子の世界－分子模型で生物発光分子と ABO型抗原の製作－（医・

教・工連携） 

・ワープして自分の未来を捜そう！－生命医科学への招待－（医・教連携） 

23 ・先端的医学研究の扉を開けてみよう！（医・教連携） 

・作って学ぶ不思議な分子の世界－生物発光と免疫－（医・教・工連携） 

・人は表情をどのように理解しているのか？表情でどのように感情を伝えるのか？（工・

教連携） 

24 ・作って学ぶ不思議な分子の世界－フルオレセインの合成と化学発光－（教・医・工連携） 

25 ・医学研究の最前線の扉を開こう！－生命医科学への招待－（医・病院連携） 

・数学と理科の活用力を育成するサイエンスキャンプ（教（理・国・数）・医連携） 

・感情の脳科学 ～人は感情をどのように理解し，表情で感情をどのように伝えているの

か？～（教・工・学外連携） 

26 ・医学研究の最前線の扉を開こう！－ミクロの世界への招待－（医・センター連携） 

・小中学生のための理科と算数・数学の言葉探検（教（理・国・数）連携） 

27 ・理科と数学の活用力を研くサイエンスキャンプ（教（理・国・数）連携） 

・医学研究の最前線の扉を開こう！―『ドキドキする心臓』人体の神秘への招待―（医・

センター連携） 
 
 

■ 参加者からのコメント 
 

・自分が一つ成長できたようでとても楽しかったです。学年・学校を問わず交流ができてよかった

です。 

・大学生や他の学校の人と協力してやることは，とてもコミュニケーションや集中力がいるものだ

と思ったし，とても楽しく活動できたと思いました。ぜひまた次の機会も行きたいです。 

・この 2 日間の体験は，自分の科学に対する興味を改めて引き出させてくれたので，とてもよかっ

たです。また，このような企画があれば，参加してみようと思いました。 

・今年度は，小中対象であったので，参加できてよかった。 

 

 

  

（事務局資料） 

ひらめき☆ときめきサイエンス参加者数 



福井大学 社会連携 

3－97 

資料 3-2-2-1-26 スーパーサイエンスハイスクール（SSH）支援例 

 

■ 福井県内の４高校で実施される SSH事業において，年間延べ 30～70人程度の教員が協力している。 
 

○若狭高校 根岸英一先生記念講演・科学実験教室（平成 24年 2月 20日） 

 参加生徒：嶺南地域各校 

 内  容：2010年にノーベル化学賞を受賞された根岸英一先生をお迎えし

て科学講演会を実施し，同日にクロスカップリングに関する「科

学実験教室」を開催した。本学教育地域科学部の淺原雅浩准教授

が実験アドバイザーとして実験開発や当日の生徒指導に協力し

た。 

 
     （参加者からのコメント） 

・根岸先生の業績の 1つであるクロスカップリングに関連した実験に取り組

み，将来，研究の道に進みたいという思いが強まりました。 

・講演会のお話を聞いて，クロスカップリング反応はそれほど複雑ではない

という印象を受けました。しかし，実験の際にご講義を詳しくお聞きする

と，やはり難しかったが，とても複雑な構造をしているものでも，より高い純度で合成できると聞いてすごい

と思った。 

・今まで自分とは無関係だと思い込んでいたカップリング反応を，実際に用いて液晶を作ることで身近に感じら

れました。 

 
○藤島高校実験体験セミナー（平成 26年 8月 5日，7日） 

参加生徒：１年生希望者および SSH重点枠マグネットスクール（アドバンストコース）参加者 

内  容：科学への興味・関心を高め，課題研究に挑戦する生徒の育成を目的に，日頃の数学・理科の学習とは

違う実験・実習を福井大学で体験した。数学，物理，化学，生物，地学の専門の教員からそれぞれの

分野について指導を行った。 

・数学分野『２進法を活用してみよう』 

講師･･･教育地域科学部 伊禮三之教授 

・化学分野『有機染料の合成と染色実験』 

講師･･･教育地域科学部 淺原雅浩教授 

・物理分野『目で見て理解する物理学』 

講師･･･教育地域科学部 栗原一嘉教授 

・生物分野『生殖細胞の観察』 

講師･･･生命化学複合研究教育センター 

前田桝夫シニアフェロー 

・地学分野『岩石の密度を測って地球の内部構造を探る』 

講師･･･教育地域科学部 三好雅也講師 

 
 

  

（事務局資料） 
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資料 3-2-2-1-27 スーパーグローバルハイスクール（SGH）支援 

 

 ■ 福井県立高志高校が平成 26 年度に採択された文部科学省「スーパーグローバルハイスクール」

（SGH）に，事業の連携先として教員や学生・留学生が協力している。 

 

 
 

■ 主な協力実績 

 

日付 事項 協力者 

平成 26年 7月 5日 英語土曜スクール 

Koshi English Saturday School at the 

University of Fukui 

教育地域科学部学生１名 

留学生６名 

平成 26年 9月 27日 英語土曜スクール（グローバル語り部講演会） 語学センター助教 渡邉綾 

平成 26年度 「グローバル探究」連携授業 工学研究科教授 明石行生 

工学研究科講師 鈴木啓悟 

平成 27年 2月 14日 課題研究ワークショップ 工学研究科講師 鈴木啓悟 

平成 27年 3月 18日 「グローバル探求」学修成果発表会 工学研究科講師 鈴木啓悟 

平成 27年 6月 13日 English Fun Time 3 （EFT） 学生 16名（留学生を含む） 

平成 27 年 11 月 18 日

～ 12月 16日 

 

「グローバル探究」 

「生活を支える化学・バイオ製品と東南アジ

ア」 

「冬季オリンピックの会場アクセス道路に架

橋する橋梁を製作する」 

博士人材キャリア開発支援セン

ター 池田功夫 

 

工学研究科 鈴木啓悟 

平成 27年 11月 24日 「グローバル探究」中間発表会 産学官連携本部准教授 竹本拓治 

平成 28年 3月 16日 「グローバル探究」学習成果発表会 博士人材キャリア開発支援セン

ター 池田功夫 
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 ■ 関係者からのコメント 

・はじめは，テーマが１年生には少し難しいように思えましたが，生徒はこの授業を通して，主

体的に様々なことを学ぼうとしていました。最後に行った英語プレゼンテーションでは，意欲

的に自分たちの思いを伝えようとする姿が見られ，とてもよかったと思います。 

・グループで一つのものを製作するという作業過程で，すべてのグループで，生徒一人ひとりが

主体的に活動していました。自分たちのグループが一番よい橋を作ろうと，橋の形状，耐久性，

デザインなど，検討を重ねて製作する姿が見られ，それぞれの得意分野を発揮できていたよう

に思います。鈴木先生からプレゼンテーションの極意も学び，パワーポイントを使った英語プ

レゼンテーションでは堂々と発表していました。 

 

 

 

⑤－２ 生命科学複合研究教育センター（資料 3-2-2-1-28）では，「生命科学クラブ」に

よる教育交流会，高校生のための継続的・体系的教育プログラム等を実施し，好評を

得た（資料 3-2-2-1-29～31）。さらに，これら取組を基盤とした事業が，JST「グロー

バルサイエンスキャンパス」に中部地方で唯一採択された（資料 3-2-2-1-32）。 

 
  

（事務局資料） 
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資料 3-2-2-1-28 生命科学複合研究教育センターの概要  

 

福井大学生命科学複合研究教育センター規程（抜粋） 

 

 (目的) 

第２条 センターは，高い水準で先端的生命科学研究を複合的観点・

手法で推進し，生命科学及び関連分野の研究拠点としての役割を果

たすとともに，本学における教育研究活動の活性化及び学部間共同

研究の推進を図り，もって，生命科学及び関連分野の将来の推進を

担える人材の養成・教育を行うことを目的とする。 

（業務） 

第３条 センターは，前条の目的を達成するために，次の各号に掲げ 

る業務を行う。 

（１）生命科学及び関連分野の先端的研究に関すること。 

（２）生命科学及び関連分野における共同研究に関すること。 

（３）生命科学及び関連分野における教育に関すること。 

（４）その他前条の目的を達成するために必要な業務   

 

■ 地域の方へのご案内ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

  
 

 

（教育交流会参加者からのコメント） 

・免疫の仕組みや，かかっている病気を見ただけで分かったりして良かったです。免疫にも種類

があることが分かりました。 

・生物の授業で習ったことをより追求したことを話してくださったので，知識が身に付きました。 

・大学の講義は難しいのかなと心配だったけれど，高校の内容も混ざっていてとても分かりやす

かったです。 

・自分が知らないことがたくさんありました。細菌のことや福井大学のことがよく分かる講義

だったので，自分の中でこの 2つに対する興味がすごくわきました。 

 

  （事務局資料） 

（高校生・生物担当教員を対象とした 
講義・実習の様子） 
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資料 3-2-2-1-29  高校生のための継続的・体系的教育プログラム 

 

取組名 概要 

JST 次世代科学者育成プログ

ラム（旧未来の科学者養成講

座プログラム） 

（平成 21～25年度） 

「福井大学フューチャーサイエンティスト育成プログラム」と題

し，生命科学・基礎医科学離れが進む現実をふまえ，生命医科学

分野に高い興味を持ち，「いのちの大切さ」を尊び，理解し，将

来，研究者・医学者などを職業としてめざす，将来の日本の生命

医科学を担う優秀な人材を育成。（資料 3-2-2-1-30） 

生命医科学研究プログラム 

（平成 26年度） 

県内の高校生を対象に，夏休みを通し高度な実習を含む学習プロ

グラムを実施。（資料 3-2-2-1-31） 

 

 

 

 

資料 3-2-2-1-30 福井大学フューチャーサイエンティスト育成プログラムの実施例 

 

 
 

■ 事業に対する評価 

福井大学のこの事例は，学校（SSH）と学校横断の「生命科学クラブ」（SPP）の活動を通して育っ

た人材を，未来の科学者養成講座でさらに伸ばす構図となっており，アドバンスコースの修了生の

多くは，大学院レベルを達成していると評価されている。 

福井大学の「生命科学クラブ」は複数高校の合同科学部であるが，講座の受講生には，全国的に

学校の通常の科学部に在籍中であるものも少なくない。 

トップ人材育成は，単独の事業によってではなく，複数の教育事業・教育資源の総合的な力によっ

てこそ，高い水準を達成していくことができると考えられる。この方向は，日本の科学技術人材の

水準を高めていく上でも重要である。複数の教育事業のどのような連携の在り方が，人材育成に

とって有効であるのか，教育を供給するサイドのみならず，需要サイド（子ども）の実情に即した

望ましい姿（ニーズ）を含め，議論を高めていくことが期待される。 

（JST「未来の科学者養成講座開発支援プログラム ５年間の開発成果報告」より） 

 

 

 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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資料 3-2-2-1-31 生命医科学研究プログラム 

 
      
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 3-2-2-1-32 「グローバルサイエンスキャンパス」の概要 

 

■ 生命医科学分野をはじめとする理数分野全体の将来を担う研究者および医学者などを目指す高

い科学的能力と意思を秘めた生徒をフューチャーグローバルサイエンティストとして育成するこ

とを目的とする。その実現のため，科学的好奇心を刺激する講義実習と高度な研究活動をグローバ

ル視点に基づき実践し，優秀な高校生が集いリーダーとしての Role Model 創成の場となりうる

“Fukui Medical High School（FMHS）”を開設。理系能力，目的意識ともに高い高校生徒を広く受

け入れ，①生命医科学分野の Role Model プログラムと実践的英語プログラムにより卓越した人材

を育成するインテンシブコースと，②選抜により先端的研究活動を遂行している研究室において国

際学会発表と英文論文作成を最終目的としたアドバンストコースによる教育・研究プログラムによ

り，未来の傑出したグローバルサイエンスリーダーとしての能力育成を目指す。 

 

 
 

 

 

 

（実施状況の判定） 実施状況が良好である 
 

（判断理由） 

１．一般市民を対象とした公開講座は，講座数及び受講者数ともに増加し，受講者から好

評を得る等，生涯学習の場として十分な成果をあげた。 

 

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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２．全国に先駆けて実施した，正規の授業を開放して一般市民に生涯学習の機会を提供す

る市民開放プログラムを継続しており，常に 100名程度の受講者を集め，好評を得た。 

 

３．附属図書館では，様々な取組・工夫によって学外者に“学習の場”を提供し，学外者

から活用され，好評を得た。 

 

４．地域での活動を担う市民・職業人の学習を支援する社会人の学び直しやキャリアアッ

プ学習等，地域と連携した多彩な取組を実施し，社会ニーズや関係者からの期待に十

分応えた。 

 

５．「地域・学校拠点を活用する自己啓発型 CST 養成・支援システムの構築」を福井県教

育委員会との協力の下で進め，認証評価においても高く評価された。 

 

６．産学官連携本部では，職業人の実践的スキルアップを図る社会人向けの様々な取組を

実施し，成果があがった。 

 

７．新たに設置した看護キャリアアップ部門では，看護師の質の高いスキルの取得及び向

上を目的として認定看護師教育等を推進し，受講者数・認定看護師数とも増加する等，

地域の看護力アップに繋がるキャリアアップ学修として十分な成果をあげた。 

 

８．市民としての小中高生に対する様々な学習支援を実施し，科学技術賞の受賞等，好評

を得た。生命科学複合研究教育センターによる取組は,グローバルサイエンスキャン

パス(JST)に中部地方で唯一採択される等，成果があがった。 
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○小項目３「地域との連携などにより，地域の活性化等に貢献する。」の分析 
 
関連する中期計画の分析 
計画３－２－３－１「地域を構成する一員として，地域の活性化に繋がる多様な教育，研

究，診療活動などを推進するとともに，地域，関係機関等と連携し，国際交流を通じた社

会貢献を行う。」に係る状況【★】 
 

（地域の活性化に繋がる地域等との連携体制等） 

①－１ 地域の活性化に繋がる取組を推進するため，社会貢献活動を学部横断的にマネジ

メントする「COC 推進機構」の設置等，地域の自治体や企業等との連携体制を構築・

強化した。さらに，意見聴取等を随時行い，改善に資した（資料 3-2-3-1-1）。 

    
資料 3-2-3-1-1 地域の各機関との連携体制と取組例 

 

■ COC 事業の採択を契機に，これまでは教員が個人的に行ってきた自治体との連携事業について，

社会貢献活動を学部横断的にマネジメントする「COC推進機構」を設置し，地域貢献推進センター

と密接な連携の下，大学が組織として活動を担保する体制を構築した。 

 

■ 連携体制の概要 

   

 

■ 主な連携実績 

相手方 自治体等との連携に係る取組 

福井県 ・福井県生涯学習大学開放協議会に，地域貢献推進センター室員が参加。県内市

町にて開催する大学開放講座等について審議。（毎年度） 

福井県 ・福井県産業会館開催の「北陸技術交流テクノフェア」に出展（毎年度） 

県内自治体 ・連携協定を締結している大野市，美浜町との連携の現状を地域社会に紹介する

ため，平成 24，25年度福井大学きてみてフェアに両者の紹介コーナーを設置。

平成 26年度は，連携協定を締結している９自治体，平成 27年度は 11自治体の

参加を得た。 

福井県 ・平成 24年度，福井県生涯学習館開催の「まなびフェスティバル」にパネル出展 

福井県 ・平成 25～27 年度，福井県産業会館開催の「おもしろフェスタ in サンドーム福

井」に出展 

福井県 ・平成 26年度，県高校教育課とともに福井テクノロジーアカデミーを実施し，高

校生を対象に地域企業の事業内容の理解を図り，キャリア形成と地域企業への

就職意識啓発を推進。 

坂井市 ・平成 26年度，坂井市内の製品や技術などが一堂に会する「第３回坂井市産業フェ

ア」に出展。 

鯖江市 ・平成 26年度，産学官連携本部教員が，鯖江市５か年計画教育民生部会部会長及

びＪＫ課産学連携アドバイザーを受諾 
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■自治体等からの意見聴取と改善例 

【意見聴取の実施例】 

県内自治体に対し，地域貢献に関するアンケート調査を実施（平成 23年度） 

【改善事例】 

①平成24年度から自治体向けにメルマガによる定期的な情報発信を開始 

②平成24年度から地域貢献推進センターのホームページに，自治体向け問合せ・相談窓口を設置，

運用を開始 

※様々な機会を利用して，連携関係者・機関への意見聴取を実施し，その結果を適宜改善に資している（P3-31，

41 前掲資料 3-2-1-1-6,16）。 

 

 

 

①－２ 教員は地方公共団体，公営法人等の審議会等に積極的に参画し，自らの専門性に

応じて，地域の活性化等に寄与した【別添資料 社-6】。 

 

 

（地域の活性化に繋がる教育活動） 

②－１ 教育活動の成果として，福井県内へ優秀な高度専門職業人を多数輩出しており，

人材供給を介して地域の活性化に寄与した（資料 3-2-3-1-2）。さらに，卒業（修了）

生に対する関係者の評価も高い（P1-111 前掲資料 1-1-2-1-29）。 

 
資料 3-2-3-1-2 福井県内への人材輩出状況 

 

 
 

 

 

 

②－２ 各部局では，地域と連携しつつ，それぞれの特性に応じた，地域の活性化に繋が

る様々な教育活動を実施し，好評を得る等，多様な成果があがった（資料 3-2-3-1-3

～11）。 
 

資料 3-2-3-1-3  地域の活性化に繋がる主な教育活動   

取組名 担当部局等 概要（資料） 

「地域に魅せよう学生のチ・カ・ラ」

支援事業 

教育地域科学部附属地域共

生プロジェクトセンター 
資料 3-2-3-1-4 

探求ネットワーク事業 
教育地域科学部 資料 3-2-3-1-5 

ライフパートナー事業 

履修証明プログラム 教育地域科学部 P3-89 前掲資料 3-2-2-1-18 

（事務局資料） 

（福井大学の特色ある取組（2016年 4月）より） 
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アートマネジメント人材養成 教育地域科学部 資料 3-2-3-1-6 

被ばく医療等に係る教育・研修活動 医学部 資料 3-2-3-1-7 

ドリームワークスタイルプロジェクト 産学官連携本部 資料 3-2-3-1-8 

繊維・ファイバー工学分野における人

材育成 
工学研究科 資料 3-2-3-1-9 

大学生・大学院生のためのキャリア

アップセミナー 
産学官連携本部 資料 3-2-3-1-10 

大学生防災サポーター活動 医学部看護学科 資料 3-2-3-1-11 

ひらめき☆ときめきサイエンス 各部局所属の教員 P3-96 前掲資料 3-2-2-1-25 

スーパーサイエンスハイスクール

（SSH）事業への協力 
各部局所属の教員 P3-97 前掲資料 3-2-2-1-26 

スーパーグローバルハイスクール

（SGH）事業への協力 
各部局所属の教員 P3-98 前掲資料 3-2-2-1-27 

生命科学クラブ 
生命科学複合教育研究セン

ター 
P3-100 前掲資料 3-2-2-1-28 

グローバルサイエンスキャンパス

（GSC） 

生命科学複合研究教育セン

ター 
P3-102 前掲資料 3-2-2-1-32 

 

 

資料 3-2-3-1-4  「地域に魅せよう学生のチ・カ・ラ」支援事業 

 
■ 教育地域科学部附属地域共生プロジェクトセンターでは，学生が大学内外で地域の人たちと連携

して行う企画または学生の力を地域にアピールする企画を公募により選定し，活動経費を支援。 

 

 
 
■ 平成 26 年度採択事業（1件につき 8万円を支援） 

 
 プロジェクト名・講評等 

1 【チーム名】 協働実践プロジェクト・コミュニティ学習支援・羽田野ゼミ  

【プロジェクト名】 「生涯学習社会構築に向けた学校及び若者に対する支援―公共施設利

用のための手引書作成」  

【審査員講評】 若者向けリーフレットについては，部数を減らす等の工夫で経費を削減し，

教員向けリーフレットに重点配分する。教員向けリーフレットの内容については，受入れ施

設と充分に協議を行い，配布先の教員がどういうシーン（用途：教員研修，児童・生徒学習，

調査研究等／受入れ体制：担当者，連絡先，手続き）で活用できるのかがイメージできるよ

うに，具体的に提案すること。また印刷部数を絞ってもデザイン性の高いリーフレットを作

成すること。  

（事務局資料）
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2 【チーム名】 学生カラス対策本部  

【プロジェクト名】 「カラス撃退プロジェクト」  

【審査員講評】 自身の活動の記録ではなく住民への浸透を主軸に据えること。地区等での

ワークショップの開催については，住民浸透の効果を高めるため積極的に公民館等との相談

を行うこと。その際の協力体制の中で会場経費や宣伝広告費を削減（地区広報での開催情報

掲載等）も検討する。またワークショップを開催する際に，スプレーボトルや材料等で経費

を要することが想定されるため，ワークショップ運営経費の中で賄うこと。加えて冊子形式

のパンフレットではなく，ワークショップ開催時に住民が直感的に内容を把握できる両面 1

枚程度に情報を集約した取扱い説明書を作成することを勧める（印刷経費が抑えられ，かつ

必要部数が足りなくなった場合，公民館等でも両面印刷で対応可能になるため）。  

3 【チーム名】 Fukui Play-Studio 遊房  

【プロジェクト名】 「雑木林を日常の自由な遊び場にするためのプレーパーク事業『Play 

Studio』」  

【審査員講評】 活動の持続性を勘案すると，今年度の実施自体に重点を置くのではなく，

今年度は社会実験にとどめ，来年度以降の本格的な始動の準備段階として，講習会でのプレ

イリーダー養成等の担い手育成に重点を置いてほしい。実施に際しては，リスクマネージメ

ントを充分に考慮すること。また支出面・活動面共に協力団体との連携・分担を明確に詰め

ること。 

 
 

 

資料 3-2-3-1-5  探求ネットワーク事業，ライフパートナー事業 

 

■ 探求ネットワーク 

４月から月 2 回の土曜日に人形劇，ひらめ

き理科ブロックなどのプロジェクトを，学

生は子どもとともにつくり上げ，12月の“な

かまつり”で保護者や仲間に発表する。 

■ ライフパートナー事業 

教育委員会と連携し，学校や一斉授業にな

じめない児童生徒一人ひとりの学校や家庭

を学生が訪問し，学生たちは担当教員や大

学院生に相談しながら，子どもたちとの関

係を深めていく。 

 
■ 学生からのコメント 

最初は子どもたちになかなか受け入れてもらえず，とまどうことばかりだったが，子どもと同

じ目線で接した時に，子どもとの距離が近くなったと感じた瞬間があり，じっくりと時間をかけ

て，子どもと向き合い，子どもと同じように楽しむ気持ちを持つことが大切だと気づいた。 
 

 

 

資料 3-2-3-1-6 アートマネジメント人材養成   

 

■ 教育地域科学部美術科は，H25,27年度に文化庁「大

学を活用した文化芸術推進事業」に採択され，既に，

美術科教員で立ち上げていた NPO法人 E&Cギャラリー

を拠点として，アートマネジメント人材を地域コミュ

ニティに継続的に輩出する実践的教育システムの開

発を推進した。この中で，第１期末より継続的に芸術

展を開催し，県内外から多くのアーティストを毎年呼

び，実施回数及び入場者数は，グラフの通りである。

福井における，芸術文化創造及びアートマネジメント人材の育成の中心となっている。 

 

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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（平成 25年 11月 27日 福井新聞） 

平成 27年度は，文化庁事業の採択を受け，「イノベーティ

ブ・アートマネジメント・プログラム(I'AM)－相互補完型

アートマネジメント人材育成システムの開発－」に取り組み，

アートマネジメント人材養成講座「アートマスター」として，

①実務スキルアップ講座，②キュレーション講座，③アート

エデュケーション講座を開講し，ふくい文化創造カンファレ

ンス・メンバー：49 名およびアートマスター受講生：55 名

を育成対象者とした。 

内訳は，ふくい文化創造カンファレンス・メンバー：文化

施設学芸員，専門職員 20名，自治体文化行政担当職員 7

名，教育関係 10名，個人の芸術系専門職（ギャラリーオー

ナー，アートプロデューサー，デザイナーなど） 8名，マ

スコミ 4名，そして，アートマスター受講生：文化施設学

芸員，専門職員 14名，自治体文化行政担当職員 1名，教

育関係 8名，一般 10名，学生 21名である。 

NPO法人 E&Cギャラリーの取組は広くメディアで紹介され，

これまで 300に及ぶ新聞記事として取り上げられており，そ

のクオリティーの高さとギャラリーの独自性は他のマスメ

ディアでも頻繁に取り上げられ高く評価されている。 

 

 

 

資料 3-2-3-1-7 被ばく医療等に係る教育・研修活動 

 

■ ER型救急医・総合内科医・緊急医療専門医養成のための「緊急被ばく医療に強い救急総合医プロ

グラム」による研修コースを修了した医師が放射線被ばく医療に関わる専門アドバイザーに就任し，

住民に向けた緊急被ばく医療に関する説明会や薬剤師に向けた原子力防災並びに安定ヨウ素剤に関

する研修会において講師を務めるなど地域住民及び医療人に対する教育活動を行った。また，京都

府や滋賀県湖北医療圏で開催された被ばく医療講習会，島根県で開催された緊急被ばく医療活動訓

練に災害医療コーディネーターである医学部附属病院医師を派遣するなど国内の被ばく医療に関す

る活動に大きく貢献した（P3-121 後掲資料 3-2-3-1-27）。 

 

 

 

資料 3-2-3-1-8 ドリームワークスタイルプロジェクト 

 

■ 経済産業省主導で平成 23 年度に開始され，平成 24 年度より本学が独自で実施している，学生と

地域産業界を結ぶ教育プロジェクトであり，学生がチームを組んで企業の方にインタビューを行い，

企業の魅力を理解したうえで，その企業の魅力を他の学生に伝えるプレゼンテーションを行う。 
毎年，インタビューを受けていただいた地域企業経営者から教育効果に関して改善案を提示して

いただき，その意向・意見を参考に，産学官連携本部の授業担当教員が翌年度の授業を工夫し，地

域の活性化に繋がる，教育の質の向上を目指す。 
       （学生の発表の様子） 

  
  

（事務局資料） 

（事務局資料） 

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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○協力企業（平成 27年度）  

    岩井株式会社，株式会社幸伸食品，NPO法人エル・コミュニティ，株式会社ウララコミュニケーショ

ンズ，株式会社山内スプリング製作所，清川メッキ工業株式会社，福井商工会議所 
 

（学生からのコメント） 

・時間のかかることが多く，正直大変でしたが，企業訪問，インタビュー，パワーポイント作り，

発表など大変だったことが，全て自分の力となって身に付いた気がします。 

・自分で動くという，他の授業ではないような経験ができてとても良かったと思います。今後と

も続けてほしいと思いました。 

（企業からのコメント） 

・学生のみならず，プロジェクトを受け持つ企業の人材育成の場としても活用でき，会社も変化

を求められるという成果を得られた。 

 

 

 

資料 3-2-3-1-9  繊維・ファイバー工学分野における人材育成 

 

■ 世界中で事業を展開している地元繊維・ファイバー工学分野関連企業の研究者・技術者と連携し

教育を行うことで，繊維先端工学専攻の限られた教員数ではカバーしきれない分野まで幅広く学習

する機会を設け，繊維の基礎的知識から応用知識まで幅広く身につけた「繊維マインド」を持った

人材を育成ている。 

  企業の技術者や福井大学の学生を対象とした，世界的に著名な研究者の講演など繊維・ファイ

バー工学分野に関連する講演会を開催し，繊維・ファイバー工学分野の最新の研究動向を学ぶ機会

を提供すると共に，地元企業の技術者と福井大学の学生の交流の場を設け，産業界が求めている人

材像について学生の理解を深めた。また，企業の方々と意見交換を行った結果をもとに，人材育成

に必要な研究分野の教育設備と教育内容の充実を図っている。 

 

1. 地元企業の技術者や福井大学の学生を対象とした講演会の実施，及び企業研究者と大学教員，

大学院生，学部生の情報交換と交流 

「繊維が創る次世代型スポーツ用品」と題して，西脇剛史氏       

（（株）アシックス スポーツ工学研究所長）による講演会を

実施した。また，ポスター発表を囲んで参加者同士の情報交換

と交流を行った。 

2. 繊維企業が求めている人材について学生の理解の深化 

繊維産業が福井県の基幹産業のひとつであることを学び，総

合工学である繊維の製造工程や繊維製品を肌で感じることで，

講義で学んだ知識や実験で経験した操作が繊維製品の形成過

程でどのように位置づけられ，役立てられるか理解することを

目的とする繊維産業フロンティアを新規に開講した。講義は 6

コマの座学と 3 コマ分の会社見学，2 コマの研究室見学，2 コ

マの発表準備と 1コマの報告会からなり，会社見学では地元繊

維関連企業であるサカイオーベックス(株)および松文産業

(株)で工場および製品についての説明を受け，活発な質疑応答

がなされた。 

 

 

 

 

 

 

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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資料 3-2-3-1-10  大学生・大学院生のためのキャリアアップセミナー 

 

■ 産学官連携本部が，大学 1年生からのキャリア職業教育の充実を通して，地域の活性化に係る人

材の育成に寄与することを目的として平成 26年度より開催。産学官連携本部協力会の会員企業の協

力で，71社の企業・団体がブースを出展し，事業や製品，取組を紹介する「企業研究セミナー」で

は，将来どのような業務に就き，どのようなスキルが必要かを担当者から詳しく聞くことができる。 

 「キャリア相談コーナー」「進学相談コーナー」では，大学院進学者や大学院担当のスタッフが

学生の相談を受け，進学して気付いたこと，良かったこと，注意することなどについてアドバイス

を行う。 

 

■ 参加者からのコメント 

・じっくり話すことができ，曖昧なイメージしかなかった企業の具体像がわかった。 

・ピンチの時に丁寧な対応をしてチャンスに変えたといった具体

的な話を聞けた。 

 

年度 企業参加数 学生参加数 

平成26年度 63社 291名 

平成27年度 71社 157名 

 
 

 

 

資料 3-2-3-1-11 大学生防災サポーター活動 

 

■ 福井大学松岡キャンパスが立地する永平寺町と連携し，医学部学生による「大学生防災サポー

ター」を機能別消防団員（専門的な知識や技術をいかして，その作業に限って消防団活動に参加す

る団員）として発足し，大規模災害時における各避難所での傷病者等の応急救護と消防機関と医療

機関との情報伝達が可能となるよう，消防団の広報活動や地域の総合防災訓練に積極的に参加し，

日常より災害時の初動態勢や連携の方法を身に着け，学業の医学知識を活かした応急救護，AEDの

取扱い訓練，心肺蘇生法などの普及指導活動にあたっている。 

  毎年，災害基礎知識・心肺蘇生法・AED・三角巾講習・搬送法な

どについて住民を対象とした講習会を開催しており，福井大学の学

生は講習会指導者として活動する。 

 

（学生からのコメント） 

  ・住民の方から地域や家庭に戻り，また伝えていくという言葉を

聞いて，地域防災のつながりを実感した。 

・たくさん質問をいただき，学生の方が学ぶことが多かった。 

・このような機会で地域住民の方とコミュニケーションをとり，

実際の災害時に一緒に活動しやすいよう顔見知りの関係を築

いていくことが必要。 

 

 

 

 

（地域の活性化に繋がる研究活動） 

③－１ 各部局では，地域と連携しつつ，それぞれの特性に応じた，地域の活性化に繋が

る様々な研究活動を実施し，多様な成果があがった（資料 3-2-3-1-12～20）。 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 

https://www.facebook.com/fukui.univ/photos/a.272480796177860.64170.249093108516629/957063481052918/?type=3


福井大学 社会連携 

3－111 

（平成 27年 10月 2日 福井新聞） 

資料 3-2-3-1-12  地域の活性化に繋がる主な研究活動 

  

取組名 担当部局等 概要（資料） 

地域産学官連携による共同研究の推進 工学研究科，産学官連携本部 
P2-129 前掲資料 2-1-3-4-1

～8 

自治体との共同研究の推進 全学 
P2-143 前掲資料 2-1-3-4-15

～21 

まちづくりの実践力を育むプロセスに関す

る研究；鯖江市西山動物園新レッサーパン

ダ舎開園に向けた市民ワークショップ事業 

教育地域科学部，工学研究科 資料 3-2-3-1-13 

地域に生きる高齢者のメンタルヘルス向上 医学部 資料 3-2-3-1-14 
気候医学を活用した住民参加の健康増進プ

ログラム 
医学部，教育地域科学部 資料 3-2-3-1-15 

子どものこころの診療・療育体制の構築 
子どものこころの発達研究

センター 
P2-218 前掲資料 2-2-2-1-2 

環境省・福井県・自治体・NPO等と連携した

希少野生生物保護増殖推進 
教育地域科学部，医学部 資料 3-2-3-1-16 

県都デザイン戦略の実行に向けたまちづく

りの研究 
工学研究科 資料 3-2-3-1-17 

えちぜん鉄道利用促進調査研究 工学研究科 資料 3-2-3-1-18 
雪冷熱の活用とその利用に向けたもの・ま

ちづくり計画 
工学研究科 資料 3-2-3-1-19 

嶺南地域原子力関連施設の共同利用による

原子力安全研究の推進 
附属国際原子力工学研究所 P2-19 前掲資料 2-1-1-1-15 

原子力防災の推進 附属国際原子力工学研究所 資料 3-2-3-1-20 

 

 
資料 3-2-3-1-13  鯖江市西山動物園新レッサーパンダ舎開園に向けた市民ワークショップ事業 

 

 ■ 事業概要 

鯖江市役所職員，関係団体及び市民を対象としたワークショップ「西山動物園の拡張計画，西

山公園の全体のあり方について（平成 26 年度 4 回実施）」から導き出された指針（行政・関係団

体・市民・学生が西山公園・西山動物園とのつながりをもちながら，持続可能な動物園経営体制

の基盤づくりを目指す等）をもとに，「まちづくりの実践力を育むプロセスに関する研究」として，

西山動物園の利用促進や運営を担う市民団体・体制を組織し，ワークショップの運営・企画が包

括されたプロジェクトの活動を通して，地域の活性化とともに，西山動物園の教育的可能性を提

案することを目的とする。 

 ■ 主な成果 

１．「みんなでつくろう『西山動物園詩

集』ワークショップ」の企画・運営 
ワークショップ第１回（実施日：10

月 11 日）」は，鯖江市役所職員，西

山動物園友の会，市民，福井大学教

育地域科学部学生，福井大学工学部

学生が企画・運営に関わった。開催

までの長い実践プロセスを共有する

ことで，個々の経験や技能を交流さ

せながら町づくりマネジメントの力

量（学習支援・ファシリテーション

等）を高め合った。 
２．西山動物園の資源を活かしたワー

クショップの教育的可能性 
（1）ESD教育としての可能性 

参加者たちによってつくられた 

 

（事務局資料） 

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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詩には，動物園に住む動物たちの暮らしぶりを見つめ，動物たちの声を聴くことで，人間の

生き方を問い直そうとするメッセージが潜在しているものもあった。また，「日常生活や社会，

環境の中に問題を見つけ出し，自分の知識を総動員して，自分やコミュニティ，社会にとっ

て価値ある解を導くことが出来る実践力（※21 世紀型能力 2013 年国立教育研究所）」の礎

になるものであると同時に，地球上のすべての生命が遠い未来まで続いていくための礎とな

る課題を見つけ出すきっかけをつくる活動へと展開させることが可能である。 

（2）異文化理解教育としての可能性 

西山動物園で暮らす動物たちの多くは，国際親善を促すアンバサダーの役を背負って来日

したものが多い。今回のワークショップでは，中国からの留学生や幅広い年齢層の参加者が

いたこともあり，海外からやってきた動物たちが西山動物園で暮らすことの意味を改めて考

える場になった。また，「異なる立場の他者を尊重する」「声なき声を聞く」といったコミュ

ニケーションの本質を学ぶことのできる異文化理解教育の場として活用できることが明らか

になった。 

３．西山動物園を活用した学習教材 

福井大学教育地域科学部学生が中心となって，次の二つの学習教材を開発した。 

（1）教材１：『西山動物園詩集ノート（全 32頁）』 

（2）教材２：『西山動物園詩集（全 56頁）』 

 「みんなでつくろう『西山動物園詩集』ワークショップ」で生まれた詩をもとに編集したも

のである。 

 

 
資料 3-2-3-1-14  地域に生きる高齢者のメンタルヘルス向上 

 

 ■ 事業概要 

   認知症の診断は，記憶障害をはじめ認知機能と生活機能の低下を基準に診断される。認知症の早

期発見および早期介入には，認知機能，生活機能および生活習慣を集団的にスクリーニングする有

効かつ効率的な検診システムを構築する必要がある。更に，高齢者はうつ病による自殺の頻度が高

く，うつ病が認知症発症の危険因子となることが報告されている。このため，認知症のみならず，

うつ病の可能性を早期にスクリーニングし，早期介入することが求められる。本事業は，地域在住

の高齢者を対象とし，検診による認知機能および精神機能のスクーリングだけでなく，医療機関へ

の受診による早期診断と治療導入，心理的介入，予防のための生活習慣指導を含む総括的なシステ

ムを構築することを目的としている。加えて，一般住民を対象とした講演会を各地域で行い，メン

タルヘルスの重要性を啓発する。更に，学生は調査のみならず一般住民の健康相談に直接携わるこ

とにより，傾聴などの面接技法を習得し，地域医療の重要性を実践的に学習する。 

 

 ■ 主な成果 

・自立した生活を送るいわゆる健常高齢者でも認知機能の

低下による活動能力の低下，特に前頭葉機能の低下が知

的活動能力と関連していた。この結果は平成 27年 3月に

日本社会精神医学会で発表した。 

・運動習慣の認知機能への関与には男女差があり，男性で

は運動習慣のなさが記憶等の認知機能低下と関連したが，

女性にはその関連がみられなかった。同様に，男性では

筋量の減少，脂肪量の増加および基礎代謝量の減少が特

に記憶機能の低下と関連したが，女性ではその関連はみ

られなかった。この結果の一部は平成 27年 9月にアジア

認知症学会で発表した。 

・検診での認知機能検査で我々の設定したカットオフ値で

不良となった 21 名のうち，3 名が認知症，4 名が軽度認

知症と診断された。 

・医学生が直接住民の健康相談と検診に携わることで，検

診計画，実施に向けての地域との連携方法，住民の相談

を傾聴する面接技法を実践的に学習することができた。 

 

  
（事務局資料） 

（事務局資料） 
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資料 3-2-3-1-15  気候医学を活用した住民参加の健康増進プログラム 

 

■ 事業概要 
ドイツのミュンヘン大学で考案・研究され，バイエルン州ガルミッシュ・パルテンキルヘンの

山岳健康保養地で実践されている気候療法に基づき，福井県の里山と緑地公園で行う縮約版気候

療法プログラムを独自に開発する。 

 

■ 縮約版気候療法プログラムの概要 

春のプログラム開始前 事前教育（気候療法について概説，プログラム全体の説明） 
春のプログラム実施期間 八ッ杉の森，グリーンセンター，八ッ杉の森の順に 3 回実施。 
秋のプログラム開始までの 
期間 

春の結果報告会開催，参加者各自に結果をフィードバック。秋の

プログラム開始までの期間，フィードバックに書かれたアドバイ

スに従って，各自で気候療法に取り組む。 
秋のプログラム実施期間 八ッ杉の森，グリーンセンター，八ッ杉の森の順に 3 回実施。 
プログラム終了後 春と秋全体の結果報告，参加者各自に結果をフィードバック。 

 
各回の気候療法は「やや涼しい」体感温度に調節しながら，約 2時間の気候療法型地形療法（気

候曝露＋傾斜のあるコースでの持久運動）と 20分間の外気横臥療法（気候曝露＋休養）を組み合

わせて半日で終了する。スタート地点，コースの第 1〜第 3チェックポイントとゴール地点，外気

横臥療法後の合計 6 ヶ所に計測ポイントを設け，血圧・心拍数，皮膚温，唾液アミラーゼ，血中

乳酸値を測定し，日本語版 POMS 短縮版と ASHRAE-Scale に参加者が回答した。春と秋のプログラ

ム開始前には，体重・体脂肪測定と身体状況・運動習慣調査票への回答も行っている。気候療法

実施日のコースの気象データ計測と，福井地方気象台の気象観測データ収集も行った。 

また，気候療法型地形療法に使用した八ッ杉千年の森と福井県総合グリーンセンターのコース

の地形を GPS機器で計測，コースの標高・距離・斜度を求め，マッピングした。 

 

 ■ 主な成果 

生理学的データと POMS T得点を統計解析した結果，この縮約版気候療法プログラムが気分尺度

を速やかに改善することがわかった。また，血圧や心拍数，皮膚温の推移から，ドイツの先行研

究の結果とも矛盾することなく，このプログラムが気候曝露と勾配（特に登り坂）のある地形を

活用した効果的な内容であることを示唆する結果を得ることができた。 

 

  
 

 

 

資料 3-2-3-1-16 環境省・福井県・自治体・NPO等と連携した希少野生生物保護増殖推進 

 

■ 事業概要 
環境省・福井県・自治体・NPO等と連携し，福井県における外来種モニタリングを通した希少野

生動植物の保護増殖活動の啓蒙及びカニ殻伝承農法を取り入れた里地里山の農産物ブランド化に

よる地産地消の啓蒙を進める。 

 

 ■ 主な成果 

Ⅰ 福井県における外来生物の侵入状況のモニタリング状況 

今，里地里山の環境はインフラによる環境破壊のみならず，外来生物の侵入により大きく変

（事務局資料） 
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様を遂げようとしている。コウロエンカワヒバリガイの侵入が北潟湖でも確認され生態系の破

壊のみならず漁業への影響も大きい。また，身近な生物の多様性を象徴する日本固有種のマシ

ジミはタイワンシジミに取って代わられる事態に追い込まれている。さらに，タイリクバラタ

ナゴの侵入は驚異的であり普通種となりつつある。このような状況のなか，希少種であるミナ

ミアカヒレタビラの保護増殖に成功したことは大きな成果であった。今後，国土交通省との連

携を図り，九頭竜川の生態系の復元プロジエクトを策定して環境保全に努める。 

Ⅱ カニ殻伝承農法を取り入れたアベサンショウウオの棲む里地里山のブランド農産物の開発と地

産地消 

嶺北アベサンショウウオの棲む里地里山をモデル地区として，カニ殻伝承農法を取り入れた

コシヒカリのブランド強化米の栽培および地産地消の取組を行った。食味値が 80を超えるもの

が取れた。福井での生産量が多いナツメ（大棗）を使った薬膳パンを開発し，その成果を「2015

ふくい味の祭典で出品し，好評であった。 

                
          大棗薬膳パン             ふくい食の祭典での成果発表 

 

 

 

資料 3-2-3-1-17  県都デザイン戦略の実行に向けたまちづくりの研究 

 

■ 事業概要 
平成 25年 3月に策定された「県都デザイン戦略」の実行に向けて，その空間戦略としての福井

駅・城址周辺地区のデザインガイドラインを県・市と協議しながら作成するものである。福井市

の福井駅・城址周辺地区を含む中心市街地は，歴史的にも現在においても県都である福井市の中

心として重要な場所であった。しかし近年，様々な要因により，県都にふさわしい都市の魅力や

活力が低下している。このため長期的な展望をもって都市を再設計し，次の時代にふさわしいま

ちづくりを進めることが急務となっている。この本研究の目的は，福井駅・城址周辺を中心とし

た中心市街地の将来あるべきマスタープランを描き，これを実現化するためのデザインガイドラ

インを提案することである。 

 

 ■ 主な成果 

1.エリアごとの詳細計画とガイドライン 

・地区を６つのエリアに分け，エリアご

とに詳細な計画とガイドラインの作

成を行った。 

2.ガイドラインのビジュアル化 

・専門的なガイドラインを市民に上手く

伝わるように，図化，及びパース化を

行った。 

3.モデル地区での検討・ワークショップ 

・モデル街区を選定し，ガイドライン

に即した，具体的な 5つの案（容積

率と形態ごとにタイプ化したもの）

を示し，地域住民に提示した。 

 
 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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資料 3-2-3-1-18  えちぜん鉄道利用促進調査研究 

 

■ 事業概要 
えちぜん鉄道が計画している新駅（まつもと町屋駅）設置の影響・効果を事前に把握するため，

新駅設置予定地周辺住民に対するアンケート調査・分析を実施し，福井市の新駅設置事業におけ

る基礎資料とした。新駅設置後は，福井市及びえちぜん鉄道と共同で事後評価・利用促進のため

の調査を実施した。 

 

■ 主な成果 

全国初の試みとなる，鉄道と軌道（路面電車）で異なる事業者が互いの区間に乗り入れる「田

原町駅におけるえちぜん鉄道と福井鉄道の相互乗入」に関して専門的知見を提供し，実現に結び

つけている。 

 

  
 

 

 
 

  
（事務局資料） 

（まつもと町屋駅開所式） （えちぜん鉄道と福井鉄道の相互乗入） 

（平成 28年 3月 21日 

福井新聞） 

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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資料 3-2-3-1-19  雪冷熱の活用とその利用に向けたもの・まちづくり計画 

 

■ 事業概要 
過疎化が進む福井県山間地域を活性化させるため，下記の内容により地域特有の自然エネル

ギーである「雪氷冷熱」を活用したまちづくりを推進する。 

①雪貯蔵施設の断熱性能を把握して，雪の貯蔵量と寿命との関係を予測するために，雪の融解過

程を明らかにする。 

②雪室活用による環境学習や雪を活用したイベントを行い，その効果を検討する。 

 

     
写真 1 雪投入時の雪室（1月 29日）   写真 2 6月 30日の雪室（5ヵ月後） 

 
 
 
 
 
                   
 

図 1 外気温と雪室内気温      図 2 雪体積および残雪率の月変化 

 

 
写真 3 雪祭りの状況 （2015年 6月 14日） 

 

 ■ 主な成果 

雪貯蔵施設として空き倉庫を活用する案に関し，倉庫の貯雪能力及び雪貯蔵方法について費用

対効果を含めて検討・調査を実施した結果，空き倉庫の断熱改善方法が明らかになり雪室利用が

可能であること，雪室はエコ体験学習の場になり得ること，および初夏の雪イベントは地域活性

の起爆剤として可能性があることを見出した。 
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（事務局資料） 
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資料 3-2-3-1-20  原子力防災の推進 

 

■ 事業概要 

敦賀市と協同して，敦賀市原子力防災体制の確立を支援することを事業の目的としている。東日

本大震災以降に原子力防災体制は大きく様変わりした。同時に，防災担当者や住民の放射線やその

影響に関する不安も大きい。本事業は，大学がこの地域の問題を解決するために行政を支援する取

組で，知識普及活動を活動の軸として，防災担当者が有事に連携するツール開発や放射線に関する

教材開発などを研究として位置づけ，最終的に敦賀市民の原子力防災に対する理解を促す社会貢献

活動を行うものである。また，一連の取組に学生を参画させることにより彼らのニーズもとらえ，

正規カリキュラムの中に講義項目として反映させることで，事業の継続性を担保する。さらには，

敦賀をモデルとして周辺地域・日本全国に大学と行政の協同のあり方を提案・展開する。 

 

 ■ 主な成果 

防災担当者用 ICTツール開発を順調に進めている。敦賀市の協力を得て進めている小中学校にお

ける放射線モニタリングは HP での関係者への公開が可能となり，教員の意見を得て教材化する

フェーズに至っている。 

また，市役所と協働で住民への啓発活動（出前講座）を継続・定常化した。これまでの取組によ

り，原子力防災訓練への福井大学医学部看護科，敦賀看護大学などとの参画が定常化した。また，

県外からの講演依頼が増加し，敦賀での取組をモデルに，全国で展開する下地ができた。これまで

の取組を紹介する HP を創設。原子力防災時の住民の動きを可視化する DVD を作成した（県外への

展開に活用）。 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地域の活性化に繋がる診療活動等） 

④ 他の機関には見られない特徴の下（資料 3-2-3-1-21），地域医療に貢献できる優れた

医療人の養成を含め，地域医療の向上を通して地域の活性化に資する様々な取組を展

開し，多様な成果があがった（資料 3-2-3-1-22～30）。 

 
資料 3-2-3-1-21  地域の活性化に繋がる地域医療等の推進に係る本学の特徴 

 
■ 医学部・附属病院では，以下のような特徴のもとに，地域の活性化に繋がる地域医療等を推進し

ている。 

 

１．他大学に先駆けて地域医療を担う人材養成を重要な使命と捉え，救急部と総合診療部の合体運営

による人材養成を開始し，平成 17 年度の医療人 GP「救急に強い僻地診療専門医・専門看護師養成

コース」，平成 21年度の科学技術戦略推進費「緊急被ばく医療に強い救急総合医養成コース」を設

置すると共に，地域の要請に基づき「地域プライマリケア講座」（平成 21年度より高浜町寄附講座），

「地域医療推進講座」（平成 22年度より福井県寄附講座）を設置し，優れた地域医療人材養成シス

テムを構築してきた実績を基盤とすることが特徴である。これらの実績を踏まえ，平成 23 年度に

は「地域医療高度化教育研究センター」を発足させ，総合的な地域医療推進体制を確立した。また，

多職種参加型の在宅医療トレーニングのための「福井メディカルシミュレーションセンター」が， 

 

（事務局資料） 
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 地域医療人材の再教育を含む優れた総合診療医等や看護師の育成を目的として，平成 25 年度末に

完成し，活用している。以上の様に，地域との緊密なヒューマン・ネットワークを有して，機動的・

戦略的に地域医療人材育成を可能にする本学の体制は全国的に見ても類を見ないものである。 

 

２．平成 25 年度に医学系研究科博士課程統合先進医学専攻「地域総合医療学コース」を開設したこ

とが特徴である。優れた総合診療医等の育成に臓器別内科や臓器別外科が講座横断的に関与すると

いう，独創的で新規性が高く，かつ社会ニーズに基づく教育を開始した。これにも上記「地域医療

高度化教育研究センター」が教育コンテンツの開発等により，大学院教育の質を不断に向上させる

役割を果たしている。 

 

３．以上述べた地域医療に対する不断の取組と同時に，ICT を利用した革新的医学教育支援が行われ

ていることが挙げられる。文部科学省特別経費「統合的先進イメージングシステムによる革新的医

学教育の展開」プロジェクトを発展させる形で，平成 23 年度より医学部附属先進イメージング教

育研究センターを発足させ，パナソニック医工学共同研究部門と共に貴重な症例のデジタルコンテ

ンツ化とそれらコンテンツを教育・臨床へ再活用する革新的技術を生み出している。学内で開発さ

れ，利用されているこれらの技術を，今後「地域医療の核となる優れた総合診療医の養成」を支え

るシステムとして構築・運用することは，新規性ならびに極めて費用対効果が高い方策であると考

える。 

 

 

 
 

 

 
資料 3-2-3-1-22 地域医療の向上を通して地域の活性化に資する主な取組 

 

取組名 概要（資料） 

本邦に類を見ない看護キャリアアップ部門の設置 資料 3-2-3-1-23 

潜在看護師の再教育 資料 3-2-3-1-24 

概算要求事業による地域医療指導者育成プログラムの取組 資料 3-2-3-1-25 

情報通信技術を用いた地域医療への貢献 資料 3-2-3-1-26 

高く評価された被ばく医療への貢献 資料 3-2-3-1-27 

寄附講座による主な取組 別添資料 社-7 

附属病院の取組 資料 3-2-3-1-28 

災害看護を通した災害支援 資料 3-2-3-1-29 

地域医療の中核的拠点の形成 資料 3-2-3-1-30 

 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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資料 3-2-3-1-23 看護キャリアアップ部門の設置と取組 

 

    ■ 国立大学法人で初となる慢性呼吸器疾患看護分野の認定看護師教育課程（定員 30 名）を提供して

いる。慢性呼吸器疾患看護認定看護師は，増悪期から安定期，終末期に至る長期療養過程における慢

性呼吸器疾患患者の QOL維持向上のため，身体，心理，社会的問題の解決を支援し，水準の高い専門

的知識と技術を提供するもので，同分野における教育機関は現在のところ，本学のみとなっている。

また，平成 26 年度から，国立大学法人で初となる手術看護分野の認定看護師教育課程（定員 20 名）

を開講した。手術侵襲を最小限にし，二次的合併症を予防するための安全管理（体温・体位管理，手

術機材・機器の適切な管理等）や周手術期（術前・中・後）における継続看護の実践できる看護師を

養成している。同課程によって，認定看護師が順調に育成されている。 

  
 

 

 

資料 3-2-3-1-24 潜在看護師の再教育 

 

■ 再就業を目指す潜在看護師，看護基礎教育終了後の新卒看護師，様々な分野で専門性を高めたい

就業看護師に対する教育（看護実践能力開発講座）を提供している。 

平成 19 年度文部科学省「社会人の学び直し対応教育推進プログラム」事業（平成 21 年度まで）

に採択された「潜在看護師と就業看護師の相互学習を基盤とした臨床看護実践能力獲得プログラム」

を基盤として，平成 22 年度からは本学独自事業として実施している。開講講義数，受講者は増加

している。 

 

 
 

  

看護キャリアアップ部門　認定看護師教育課程　

平成27年12月現在

課程 年度
収容 定員数

(a)
学生数

(b)
収容定員充足率(％)

(b)÷(a)×100 休学及び退学者 修了生人数 認定審査合格者

平成23年度 30 100.0 30 30

平成24年度 28 93.3 1　（退学者） 27 27

平成25年度 29 96.7 29 29

平成26年度 29 96.7 29 26

平成27年度 24 80.0 1　（休学者） 平成28年1月修了判定 平成28年5月審査予定

平成26年度 22 110.0 22 19

平成27年度 22 110.0 平成28年1月修了判定 平成28年5月審査予定

【認定看護師数の推移】

年度
2分野(慢性呼吸器
疾患看護／手術看

護）

平成23年度 30
平成24年度 27
平成25年度 29
平成26年度 45

慢性呼吸器疾患看護分野

手術看護分野

30

20
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27

29

45
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（事務局資料） 

（事務局資料） 

（人） 

（人） 
（人） 
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資料 3-2-3-1-25 地域医療指導者育成プログラムの取組 

 

■ 文部科学省（概算要求事業）の支援を得て，「地域と協働した優れた地域医療指導者育成プログ

ラム ―持続的地域医療人材循環モデルの構築― 」事業（平成 25～27年度）を実施した。これは，

超少子高齢化社会に対応するため，自宅で高齢者などの看取りができるスキルを持つ医師など優れ

た医療人材育成のモデルシステムを構築し，地域医療の質の向上を図ることを目的としており，平

成 23年度から大学予算で実施したものを含めると５年間で 18回多職種連携セミナーを開催してお

り，医師，看護師，薬剤師，理学療法士や作業療法士,言語聴覚士，介護支援専門員，ヘルパーな

ど多職種延 627名の参加があり，一定の成果を上げた。 

 

 
 

 
 

 

 

資料 3-2-3-1-26  情報通信技術を用いた地域医療への貢献 

 

 

■ 総務省（戦略的情報通信研究開発推進事業

（SCOPE））の支援を得て，「在宅医療と介護の為の

アラームアドバイザー支援システムの研究開発」及

び「在宅医療に向けたクラウド型地域連携医療シス

テムの研究開発」（いずれも平成 25～26年度）を実

施した。いずれの研究開発も高齢化社会における在

宅医療に関する重要な取組である。これらの研究開

発は，総務省北陸総合通信局からその成果が認めら

れ，表彰されている。 

 

  

 　多職種連携セミナー実施件数・受講者数

（単位：人）

年度 件数 受講者数

22 0 0
23 1 73
24 3 133
25 6 195
26 5 130
27 3 96
計 18 627

（資料「事務局資料」から）
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（事務局資料） 

（事務局資料） 
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資料 3-2-3-1-27 被ばく医療への貢献 

 

■ 福井県は全国最多の原子力発電所を有している。この

ような状況に鑑み（独）科学技術振興機構（科学技術戦

略推進費）の支援を受け「緊急被ばく医療に強い救急総

合医養成拠点」事業（平成 21～25 年度）を敦賀市とと

もに実施した。専門医コース 12 名（うち指導医コース

４名）を輩出した。修了者は，市立敦賀病院，福井県立

病院，福井大学附属病院の県内各医療機関において地域

医療に携わるとともに，緊急被ばく医療に関わる啓発活

動を行っている。特に，うち２名は「敦賀市放射線被ば

く医療専門アドバイザー」と「福井県緊急被ばく医療専

門アドバイザー」として，福井県緊急被ばく医療ネット

ワークにおいて重要な役割を担っている。 
 
■ 平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災に続く福島第一原子力発電所事故では，発生当初より，

指導医と受講生は，ともに積極的に現場での医療支援活動を開始した。支援活動は本プログラムの

社会貢献になることに加えて，本来，極めてまれな「緊急被ばく医療」に関する貴重な知見を得る

ものでもあった。現在，集められつつある知見をもとに，当初は想定されていなかった「大規模原

子力災害」にも対応したプログラムの充実にも繋がった。これにより，本事業は中間・最終評価と

も「S（所期の計画を超えた取組が行われている）」との評価を得た。なお，平成 26年度以降も「緊

急被ばく医療総合シミュレーションコース」を開催し，事業を独自に継続している。 
 

総合評価 目標達成度 人材養成手
法の妥当性 

実施体制・自
治体等との

連携 

人材養成ユ
ニットの有

効性 

継続性・発展
性の見通し 

中間評価の
反映 

S a s a s s a 

（「緊急被ばく医療に強い救急総合医養成拠点」事後評価より）  

 

 

資料 3-2-3-1-28 附属病院の地域の活性化に繋がる主な取組 

 

■ 地域がん診療連携拠点病院である本院におい

ては，がん診療講習会や NST（ Nutrition 

SupportTeam）勉強会などを開催することにより，

がん診療に関わる県内医療機関の医師，看護師

等の知識の向上が図られている。 
 

■ 在宅医療に係る実技指導，講習会を開催（県

内中核病院へのテレビ会議システムを導入し開

催）し，県内医療機関への在宅支援を行った。

この結果，県内医療機関との連携が強化された。

福井県内におけるスムーズな入退院支援（転

院・在宅医療）ネットワーク構築のため「福井

県地域医療連携システム構築検討会」に参画し，

平成 25 年 10 月の試験的運用を含む情報連携を

担当した。平成 26 年 4 月には，「福井県地域医

療連携システム（通称：ふくいメディカルネッ

ト）」の稼働（情報開示医療機関 14 病院，情報

閲覧医療機関 170 機関，本院は約 900 名の情報

を開示）に中心的役割を担った。稼働後も「ふ

くい医療情報連携システム協議会」へ参画し，

県内の医療機関との在宅支援についての協力体

制・連携の強化がなされている。 
 

■ 地元地方新聞，テレビ，ラジオなどでの医療

に関する相談も多く行っている。毎週医療に関する記事を連載している地方紙では約 60 種あるコ

ンテンツの購読率が平均１割程度の中，この医療に関する連載は上位５以内にランキングされてい

る。 

 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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資料 3-2-3-1-29 災害看護を通した災害支援活動 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

資料 3-2-3-1-30 地域医療の中核拠点形成 

 
■ 福井県地域医療再生計画の一環として，地域医療再生基金を活用し，国内外でその重要性が認識

されつつあるシミュレーション教育が可能な，全県的施設「福井メディカルシミュレーションセン

ター」を平成 26 年３月に開設した。本施設は，医学教育及び医療技術習得の拠点として，県内の

医療人の養成，県全体の医療技術の資質向上のため，より充実したスキルラボ教育ができる研修環

境となっている。施設は，国内の同様の施設の中でも評価が高く，本学及び県内医療機関の医師，

看護師，看護学生，薬剤師等に広く開放し，福井県の未来の医療を担う医療人の育成，県全体の医

療技術のレベルアップが期待できる。   

 

 

 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 

（福井大学の特色ある取組（2015年 10月）より） 

（2016年 3月 19日 CHUNICHI Web） 

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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（国際交流を通じた社会貢献） 

⑤－１ 社会貢献を含めた，国際交流活動を推進するための全学的体制を構築（資料

3-2-3-1-31）し，行動計画（資料 3-2-3-1-32）に沿って，様々な取組を展開した。 
 

資料 3-2-3-1-31 国際交流活動を積極的に推進するための全学的体制の構築 

 

 ■ 体制図 

 
 

時期 事項 概要 

平成 22年 8月 国際交流企画会議を設置 

国際交流活動を積極的に推進するための体制と

して，既存の国際交流推進機構を廃止し，新た

に学長をトップとする国際交流企画会議を設置

した。 

平成 22年 11月 
国際交流企画会議専門部会

を設置 

全学的な国際交流活動に関する事項を迅速に審

議するため，国際交流企画会議の下に，国際交

流担当副学長を長とした専門部会を設置した。 

平成 22年 12月 
福井大学国際交流行動計画

を策定（資料 3-2-3-1-32） 

国際交流企画会議において，策定 

平成 25年 2月 

福井大学国際交流戦略を策

定（P2-194 前掲資料 2-2-1-

1-3） 

国際交流企画会議において，策定 

平成 25年 4月 国際交流センターを設置 

教育及び研究の国際交流に関する活動を一体的

に実施することにより，本学の理念および長期

目標に沿った総合的かつ効果的な国際交流事業

の推進に寄与することを目的として留学生セン

ターを改組した。 

平成 25年 7月 
国際課を設置（P2-193 前掲

資料 2-2-1-1-2） 

国際交流センターの円滑な機能推進と，グロー

バル人材育成・国際交流に係る事務体制の強化

のため，各課が所掌していた国際に関する業務

を国際課に集約し機能を強化させた。 

平成 25年 10月 

国際交流に係る国際等担当

副学長を補佐する学長特別

補佐を任命 

国の大学改革実行プランの推進等に伴い，増大

する改革課題に迅速に対処するため，学長及び

学長の職務を補佐する副学長の補佐体制を強化

する。国際交流に係る国際等担当副学長を補佐

するための学長特別補佐を新設した。 
 

（事務局資料） 
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資料 3-2-3-1-32 福井大学国際交流行動計画 

 

■ 国際交流企画会議では，地域の活性化を含め，国際交流計画を策定した。 

行動計画 

１．地域の活性化に繋がる多様な教育，研究，診療活動などを推進する。 

（1）国際交流の推進に資するために，日本人学生の語学教育の充実を図る。 

（2）留学生のより満足度の高い修学支援体制を構築するとともに，キャリア教育を地域社会

等と協働し，実践する。 

（3）国際連携プロジェクトにより，地域・社会へ貢献する実践研究を推進する。 

（4）地域の産業界・自治体等のニーズを踏まえた国際的な研究を推進する。 

 

２．地域，関係機関と連携し，国際交流を通じた社会貢献を行う。 

（1）国際社会に貢献できる卓越した教育・研究能力を有する医療人の養成プログラムを構築

し，国際災害外科医療などの高度な教育を行う。  

（2）本学の知的・人的・財政的資源を活用した国際交流を行う。 

（3）地域・関係機関等と連携し，地域の国際化に寄与する。 

 

 

 

⑤－２ 実践的英語研修の機会を提供し，語学面での地域の国際化を牽引した。受講生の

語学力は向上し，好評を得た（資料 3-2-3-1-33）。 

 
資料 3-2-3-1-33 地域向け実践的英語研修の主な取組 

 

■ 平成 23年度に設置した語学センター（P1-126 前掲資料 1-1-2-2-6）を中心として，地域の語学

力向上を通した，地域の国際化を推進した。 

 
○日華化学への語学教育（ビジネス英会話） 

語学センターでは，県内でも国際展開力が高いと定評のある日華化学株式会社の社員に対し，

語学教育を実施している。 

語学センターは，学生の語学力向上のみではなく，地域企業の求める語学水準に関する調査結

果を踏まえ，社会の要請・期待に応える組織体制を構築するという戦略的な狙いを持って，設置

された経緯がある。設置後も，国際的に活躍できるグローバル人材育成のためには，企業・大学

の総力を結集した取組が不可欠であるという考えの下，連携強化を進めており，その一環として

日華化学での語学研修を実施した。 

この取組は，本学の語学教育を企業現場で実施することによって，企業にとって TESOL等の専

門資格を持つ一流の教員による語学研修が実現でき，本学にとっては企業の海外展開の問題意識

に触れ，それを大学教育に反映させることができるという双方の利点がある。 

この語学教育によって，受講者（15名）の TOEICスコアが当初平均 392点から 521点に向上し

ており，十分な成果として関係者からは好評を得ている。 

 

（受講者からのコメント） 

・今回のレッスンは TOEICスコアアップというスタンスのため，目的が明確で受講に身が

入った。 

・今回の研修の解説は丁寧で解りやすかった。また，課題の目的もはっきりしていて，自分

たちがやるべきことを把握できた。 

・受講して，自分がこれほどまでに英語が出来ないことが分かりました。リスニング・リー

ディング・ライティング，日々英語に触れていないと英語の上達は出来ないことを痛感し，

今後の英語力向上に向けた良いきっかけとなった。 

・講師の授業は，きちんと教育法が確立しているようで，勉強になった。 

・TOEICのスコアアップという目的達成に沿った内容となっており，全ての講義を「英語」

で聞いて理解する訓練は大変有効なものであると思った。 

  

 

（事務局資料） 
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○語学センターを活用した小中高等学校英語担当教師の英語教育力強化 

語学センターでは，県教育委員会からの依頼を受け，平成 25 年度より小中高等学校英語担

当教員への研修を年１～２回実施している。特に重要な役割を担う外国語指導助手（ALT）の

研修において，４技能（リスニング・リーディング・スピーキング・ライティング）を取り入

れた授業の実践に必要な力量を培う。 

事前に参加 ALT や日本人英語指導者（JTE）からの要望やコメントを募り，過去のアンケー

ト結果も併せながら，現場の意見に沿った内容を企画している。 

県教育委員会では，ALT との緊密な連携体制があり，ALT が現場で直面している課題や研修

を通じて習得したいスキル等についての情報が集約されている。一方，語学センターには，ALT

や JETの経験を持つ専門性の高いインストラクターが多数在籍しており，双方が協働する中で，

より参加者にとって実践的な知識やスキルを習得できる内容の濃い研修の実施に繋がってい

る。また研修を通じ，初等・中等教育段階の英語教育の現状や課題について現場の声を集約し，

延長線上にある大学レベルでの英語授業展開においてカリキュラム構築等に反映すべき視点

や気づきを得ることができる。 

さらに本事業では，地域の抱える問題に対応できる人材の育成を目的としていることから，

これまで批判されてきた大学受験のための初等・中等教育段階の英語教育について問い直すと

いう副次的な効果がある。即ち，地域社会・経済・産業にとって有意な人材を地域の教育主体

が一丸となって育成する体制の構築に繋がっている。 

 

  
 

 

 

 

⑤－３ 国際的な医療人の養成プログラムを構築する等，医療・診療等の国際化を通じた

地域・社会への様々な貢献に努めた（資料 3-2-3-1-34～37）。 

 
資料 3-2-3-1-34 医療・診療等の国際化を通じた地域・社会への主な貢献 

 

・ロシアイルクーツクから脳腫瘍女児患者を受け入れ，ロシアでの主治医と連携して治療を実施（資

料 3-2-3-1-35） 

・平成 22年にマケレレ大学（ウガンダ共和国）に「東アフリカ外傷医学国際教育センター」を設置。

その後，平成 25年 10月に「SICOT-Japan外傷医学マケレレ教育センター」として改組し，海外大

学と協働して東アフリカにおける外傷医学の教育活動を実施（資料 3-2-3-1-36） 

・発展途上国の外科医を対象とした災害・外傷医学国際医学コースのプログラムを構築。その一環

として，独立行政法人国際協力機構（JICA）の国別研修「サブサハラ・アフリカが直面する保健

医療課題に適合する人材育成集中プログラム」委託事業を実施（平成 23～25年）（資料 3-2-3-1-37）。 

・中米ハイチ共和国で発生したハイチ大地震において支援活動を実施（活動期間：平成 22年 3月 30

日～4月 8日） 

・平成 27年 3月，本学附属病院の英語版 HPを設置 

 

 
 

 

 

 

 

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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資料 3-2-3-1-35 国際医療支援の実施例 

 

■ ロシアイルクーツクから脳腫瘍女児患者を受入れ・治療の実施 

本学脳脊髄神経外科学領域菊田教授に，交流のあった

ロシア医学アカデミーシベリア支部イルクーツク州立

再建・移植外科研究センターのヴァディム・ビヴァルツ

ゼェ教授より，脳幹腫瘍の女児の治療について相談あ

り，平成 24年 10月にロシア・シベリア地方のイルクー

ツク州に住む脳幹腫瘍を患う女児を福井大学医学部附

属病院脳脊髄神経外科にて受け入れ治療を実施した。

（入院期間：平成 24年 10月 28日～12月 8日，手術：

11月 1日） 

また，翌年の平成 25 年 8 月にも，ロシア脳腫瘍患者

の手術 1 件も実施した。この後，ロシア脳外科医師の

研修受入れや，双方で福井イルクーツク脳神経外科フ

レンドシップミーティングを開催（第１回 福井：平

成 25年 8月 27日，第２回 イルクーツク：平成 26年

7 月 19 日，第３回 イルクーツク：平成 27 年 7 月 24

日）。 

その他，外国人患者 20名の診察・治療の受入れを継続

して行い，その中で脳外科手術，耳鼻科手術を実施し

ている。 

なお，平成 25 年 8 月 29 日に，福井大学医学部とロ

シア医学アカデミーシベリア支部イルクーツク州立再建・移植外科研究センターが学術交流協定を

締結している。 

 

 

  

 
附属病院でリハビリに臨む女児 

（事務局資料） 

 
学術交流協定締結式の様子 
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資料 3-2-3-1-36 東アフリカ地域への国際医学教育・医療支援 

 

■ アフリカにおける外傷医育成を行うほか，マケレレ大学医学附属ムラゴ病院にて，東アフリカ

外傷医学国際ワークショップ（外傷医学教育研修コース）の開催（平成 23 年 3 月），海外大学と

連携した教育活動（平成 26年 10月），東北大学および九州大学アジア遠隔医療開発センターと協

働施行したムラゴ病院との遠隔医療カンファレンス（平成 26年 2月）等，国際医学教育への幅広

い支援活動の実施が可能となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （事務局資料） 

（平成 27 年 4 月 2 日 福井新聞） 

この部分は著作権の関係で掲載できません。

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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資料 3-2-3-1-37 災害・外傷医学国際医学コースのプログラムの構築 

  

■ 背景・目的 

サブ・サハラ諸国では，特に栄養学を含めた母子保健，HIVやマラリア，結核等の感染症，救

急外傷や戦傷に起因する四肢・関節・脊椎機能障害等に対し，顕著な保健医療政策が行なわれて

いる。一方で，新しい技術を有した医療従事者が絶対的に不足している現状があり，その人材育

成が強く求められている。サブ・サハラアフリカからの医療技術の向上に対する強いニーズに対

応するため，災害・外傷医学国際医学コースの開設及び医学教育支援活動を通して外傷医育成を

行い，国際的な人材育成及び医療技術普及に貢献する。 

 

■ 実績 

平成 23 年 10 月，国連ミレニアム開発目標（MDGs）に伴う独立行政法人国際協力機構（JICA）

のプロジェクトにおいて，本学が提案した「サブ・サハラアフリカが直面する保健医療課題に適

合する人材育成集中修学プログラム」が採択された。それにより，採択後 3年間，「 8月から 10

月」及び「10 月から 12 月」の年 2 回に分けて，東アフリカ 7 ヵ国から約 30 名のアフリカ医師

団を本学整形外科領域にて受入れを行い，妊産婦医療・新生児育成医療，感染症，外傷救急医学

の最新知識・技術の提供，現地医療における課題整理等を行った。 

 

■ 成果 

研修プログラムにおいて，サブ・サハラアフリカ地域を中心とした医師たちに最新医学知識・

技術を提供したことにより，帰国後，母国における医療水準の向上が図られた。また，平成 22

年度に本学がマケレレ大学医学部に外傷医の育成拠点（現：SICOT-Japan 外傷医学マケレレ教育

センター）を設置したことにより，国際整形災害外科学会及び日本整形外科学会等からのカリ

キュラムや資金の支援を受けることができ，組織だった世界的な活動の展開が可能となった。将

来的には，医療が発達した国々の医師が常駐し，外傷医育成を継続しつつ同地域の医療水準の向

上を図っていく予定である。 

「医学教育アフリカ支援国際セミナー」を定期的に福井県内で開催し，これら取組の成果の情

報発信に努めた。 
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⑤－４ 本学の知的・人的・財政的資源を有効に活用し，様々な国際交流事業を行い，国

際社会への貢献を含め，多彩な成果があがった（資料 3-2-3-1-38～40）。 

 
資料 3-2-3-1-38 本学の知的・人的・財政的資源を活用した国際交流事業の実施例（海外研究機関等との提携による

学生の受入れ） 

 

●ENEN（欧州原子力教育ネットワーク）加盟し，附属国際原子力工学研究所において，INSTN 等から

学生受入れ，研究指導を実施 

ENEN（欧州原子力教育ネットワーク）に加盟したことにより，フランス INSTN以外からも特別研

究生として受入れが可能となり，第 2期中期目標期間中においてはフランス INSTNから 11名の他，

ドイツ・アーヘン工科大外学から 1 名を受け入れた。また，ENEN 加盟国への学生派遣も可能とな

り，ベルギー・国立原子力研究センターへ学生 1名を派遣した。 

学生の受入れ，派遣を機会に派遣元・派遣先との研究交流が具現化し，2機関と学術交流協定締

結（の検討）を進めている。また，外国人学生を受け入れることにより，身近に国際的感覚の醸成

ができ，当初 1 名程度であったのが，27 年度には他制度も利用し 4 名の学生が海外研修を行って

おり，海外に目を向ける姿勢ができた。 

 

 

●VIET-MOET（ベトナム教育訓練省国際教育開発局）との協定締結。ベトナムからの留学生受入れ体制

を整備 

平成 26年 2月に，VIED-MOET（ベトナム教育訓練省国際教育開発局）との間で学術交流覚書を締

結し，ベトナム政府派遣留学生の受入れ体制を整備した。ベトナムでは原子力発電所の建設計画が

進められており，その運営に必要な人材の育成が求められている。電力大学と中部電力短大はベト

ナム公社の傘下で原子力人材育成に力を入れており，電力大学とは 2014年に，中部電力短大とは

2015年に学術交流協定を締結した。ダナン大学とも 2015年に締結している。 

平成 26年度から毎年，日本に留学を希望する電力大学と中部電力短大の講師と学生を対象に JST

さくらサイエンスプランにより原子力人材育成プログラムを実施し，20 名が参加した。毎年交流

を継続することで，日本を身近に感じ，日本へ留学する意欲が高まっている。 

 

 

（事務局資料） 



福井大学 社会連携 

3－130 

●独立行政法人国際協力機構（JICA）が行うアフリカの若者のための産業人材育成イニシアティブ（ABE

イニシアティブ）「修士課程およびインターンシップ」プログラムに採択され，アフリカから博士

前期課程（GEPIS）の学生を受け入れ 

 このプログラムは，アフリカ諸国にて産業開発を担う優秀な若手人材を外国人留学生（長期研修

員）として日本へ受け入れ，本邦大学における，英語による修士課程教育と，企業への見学および

インターンシップ実習を実施するものとなっている。知識や技能の習得のみならず，日本社会や日

本企業に理解を持つアフリカの高度産業人材の育成を目指す。このプログラムを通じて，アフリカ

における産業開発に資する人脈が形成され，日本企業がアフリカにおいて経済活動を進める際の水

先案内人として活躍することが期待される。 

 平成 26年 10月に第１バッチとして，工学研究科へケニア，タンザニア，エチオピアから各１名

の留学生を受け入れたが，途中１名は退学し，２名が在籍している。留学生には，JICA から授業

料の支払い，奨学金・諸手当の支給があり，学業に専念することができる。留学生は学業の他，積

極的に学内行事に参加して母国の紹介を行ったり，地域の公民館行事に参加する等，地域の国際交

流に貢献している。 

 

●独立行政法人国際協力機構（JICA）の人材育成奨学計画（JDS）に採択され，ミャンマーから修士課

程（GEPIS）に学生を受入れ 

JDS留学生は，母国の開発課題の解決に資する専門知識の習得，研究，人的ネットワーク構築等

を行い，帰国後は所属組織の能力強化や当該国の社会経済発展に寄与すること，また日本の良き理

解者として，両国友好関係の基盤の拡大・強化に貢献することが期待されている。留学生には，JICA

から授業料の支払い，奨学金・諸手当の支給があり，学業に専念することができる。 

平成 27年度 10月に，ミャンマーから２名の留学生を工学研究科に受け入れ，留学生らは学業の

他，積極的に学内行事に参加して母国の紹介を行ったり，ふくい市民国際交流協会の行事に参加す

る等して地域の国際交流にも貢献している。 

 

●NPO 法人日本国際教育大学連合(JUCTe）に利用会員として参画し，マレーシアから編入学生を受入

れ  

 JUCTeでは日本国内の 21大学のグループとマレーシアのマラ教育財団（YPM）とが協定を締結し，

現地教育の大学から編入学生として受入れを行っている。１期生となる平成 26年度は４名，平成

27 年度は２名，平成 28 年度は５名の受入れとなり，３年で 11 名を受け入れた。留学生は，YPM

から授業料の支払いや奨学金の受給を受けており，学業に専念することができる。 

 学内行事に参加して母国の紹介等を行い，日本語が堪能なこともあり，参加した地域の人達と積

極的に交流を図っていた。 

 

●さくらサイエンスプランでの受入れ 

JST日本・アジア青少年サイエンス交流事業（さくらサイエンスプラン）の招へいプログラムの

一部に，地域の高校生との交流を盛り込んでいる。 

平成 27年度に実施した国立成功大学（台湾），中国医薬大学（同），天津工業大学（中国），

プトラ大学（マレーシア），モナシュ大学（同）とのプログラムでは，10 名の招へい者および受

入れ研究室所属の本学学生が専門としているナノ・複合材料，バイオセンサー，生物工学，医療材

料等の研究発表をポスター形式のワークショップで開催した。福井県立藤島高校 SSH（スーパーサ

イエンスハイスクール）のグループも参加し，ある高校生は「研究が専門的すぎて難しい。でも将

来は科学技術を通して世界の人と交流したい」と話し，積極的に質問を投げかけていた。電力大学

（ベトナム），中部電力短大（同）とのプログラムでは，10 名の招へい者が福井県立藤島高校の

学生と交流し，高校生の課題研究発表を中心に，日越の文化や慣習等についても英語で情報交換し

た。モンゴル科学技術大学（モンゴル）とのプログラムでは，9名の招へい者が福井県立敦賀高校

の英語の授業に参加し，文化交流を行った。お互いに慣れない英語でのコミュニケーションでは

あったが，同じアジアの国として共通点が多いことに気づき，後半は会話が盛り上がっていた。 

 

 

  
（事務局資料） 
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資料 3-2-3-1-39 国際学会等の誘致による地域の国際化支援例（医療関係） 

 

■ 平成 22年 3月，マケレレ大学医学部に外傷医の育成

拠点である「東アフリカ外傷医学国際教育センター」

を設置後，平成 23～24年度にかけて福井県内で本学整

形外科領域が主催する「医学教育アフリカ支援国際セ

ミナー」を 3 回開催している。本国際セミナーでは，

アフリカの現状や支援活動について報告を行うほか，

国連開発計画親善大使を演者として招聘した市民公開

講座を開催し，地域住民の国際協力に対する意識向上

に寄与している。 

 

■ 医学部教員が主催者となって開催した国際学会は 3

学会であり，いずれも国内外の優秀な研究者を招聘し，

福井県内から多くの医療従事者の参加が見られた。 

 

■ 看護領域においては，平成 24，25年度に「国際看護

学セミナー」を開催しており今後も継続して実施予定

である。本セミナーは，地域の医療従事者を中心に，

海外の医療制度や先進的な看護体制についての知識を

普及させる機会となり，参加者からは今後地域の医療

現場に導入する必要性を意識した意見が多く挙がって

いる。 

 

 

 

資料 3-2-3-1-40 国際社会への貢献例（JICA草の根技術協力事業） 

 

■ バングラデシュ，クルナ県，パイガサ地域の水・保健環境改善支援事業 

高温・乾燥地の UAE（アラブ首長国連邦）における植物栽培のため，水分保持に優れているポ

リマーを使った吸水性織編物を開発。芝生緑化や果物等の節水栽培を可能にし，土壌から水分蒸

発を抑える技術の開発を目指す。 

（事業の背景） 

過去３年間パイガサ地域（人口約 24万人）で調査を行ってきた。その結果， 

（1）女性は水汲みという重労働に毎日 2～3時間要する。 

（2）当地では雑菌が繁殖し易い“ため池”の水を砂濾過装置（PSF）に通し使用している。 

（3）日本の水道水の水質基準以上の塩素イオン濃度を有するため池がある。 

（4）消化器系疾患の人が多い。 

ことが明らかになった。これらの問題を解決するためには,PSFにはない脱塩装置の普及が必要

であることが分かった。 

（活動内容（2016-2018の 3年間）） 

１．長期造水実験を行うと同時に蒸留水の水質保証および脱臭・濾過性能を調査し，長期に安心

して使用できる太陽熱淡水化装置の開発を行う。 

２．医師，保健師等の医療職が現地住民と共に保健衛

生教育プログラムを作成する。 

３．現地住民リーダーを対象に教育プログラム実施者

研修会を開催（福井に招聘して，日本の保健教育

を理解）し，研修を受講した住民リーダーととも

に，現地にて地域住民を対象とした教育プログラ

ムを展開する。 

４． 健康行動を継続的に測定し，プログラム評価を行

うためのデータを収集・蓄積する。 

 

 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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⑤－５ 地域・関係機関等と積極的に連携し，地域の国際化支援を推進し，好評を得た（資

料 3-2-3-1-41～44）。 

  

資料 3-2-3-1-41 地域・関係機関等と連携した地域の国際化への貢献に係る主な取組 

・県内看護師等を含む一般向けに，国際看護学セミナーを毎年実施 

・若狭湾エネルギー研究センターを通じて，海外からの研究者受入れ 

・自治体・学校・協会等からの依頼に応え，国の紹介や異国間交流において講師や参加者として活

動（資料 3-2-3-1-42） 

・県内 SGH（スーパーグローバルハイスクール）等への協力（資料 3-2-3-1-43） 

・福井県と共催し，グローバルセミナー「ペルーと日本を結ぶ経済交流」を実施 

・（公財）福井県アジア人材基金を受け，福井県経営者協会主催の海外視察研修に参加 

・福井銀行バンコク駐在員事務所の福井大学の活用 

・GSC(グローバルサイエンスキャンパス) 

・きてみてフェアで留学生の出身国の紹介 

 
 

資料 3-2-3-1-42 地域・関係機関等と連携した地域の国際化への貢献の実施例 

 

公益財団法人福井県国際交流協会や公益社団法人ふくい市民国際交流協会の事業へ，多くの留学

生を講師等として派遣している。近年は，これらの公的団体だけでなく，インターナショナルさか

いやロータリークラブなどの民間団体の行事にも積極的参加を促し，交流スタイルの幅を広げてい

る。その他，近隣教育機関の学内行事への参加協力にも積極的に応えている。 

 

（平成 27年度の留学生派遣実績例）  

地域・関係機関等からの要望に応えて，幼稚園から地域のお年寄りの交流サロン等の幅広い年代

層の集まりに，本学の留学生を派遣している。 

 

1 8月1日 福井県国際交流協会「浴衣で歩こう！」 13 

2 8月8日 ふくい市民国際交流協会「フィリピンの遊びやゲーム紹介」中藤島公民館 1 

3 8月18日 ふくい市民国際交流協会「クロアチアの遊びやゲーム紹介」 たちばな児童館 1 

4 8月23日 福井県国際交流協会「和菓子作り体験」 9 

5 8月25日 ふくい市民国際交流協会「ワールドツアー・森で多文化1DAYキャンプ」 少年自然の家 2 

6 8月28日 ふくい市民国際交流協会「しゃべり場：ネパールチャリティ講座」 ふく＋(たす) 3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
         クロアチアの遊びやゲーム紹介        ワールドツアー・森で多文化１DAYキャンプ 

※平成 27年 8月実施分 

 

第２期 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

事業数（件） 50 54 52 42 43 66 

＊これらの件数はあくまでも，交流担当教員が直接介在して派遣したもので，地域社会との関係が重層に構

築される中で，留学生が直接，地域各交流協会の語学講座講師や文化教室講師，また公民館や幼稚園の活

動等に参加している例も多い。 

 

 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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資料 3-2-3-1-43 県内 SGH（スーパーグローバルハイスクール）の海外研修プログラム支援 

 

本学国際交流センター教員が，SGHの指定を受けた県内高等学校教諭および福井県庁からの依頼

をうけ，タイでのSGH海外研修実施に貢献した。 

具体には，将来的な姉妹校協定締結の可能性も視野に入れて，派遣先高校あるいは大学の紹介と，

SGH海外研修実施の交渉である。 

プログラム内容を吟味し，対象となる学校を選考，次にSGH海外研修プログラム実施の合意を取

り付けるとともに，SGH高校教員による研修実施予定の学校・大学の訪問に同行，それぞれの学校

代表を紹介し，プログラム詳細について最終の協議を行った。 

これら支援により，当該SGHの高等学校は，平成26年１月にタイ王国においてSGH海外研修プログ

ラムを実施した。SGHの高校生４名と引率教員１名は，カセサート大学附属学校（マルチリンガル

プログラム），マヒドン大学インターナショナルカレッジ，マヒドン大学附属学校を訪問した。生

徒達は，授業，プレゼンテーション，ホームステイ体験を通してタイ文化を学ぶと同時に，タイの

教育制度，外国語・異文化理解教育についても理解を深め，同時に，「違い」から新たに探究すべ

き課題を得た。また，生徒はプレゼンテーションや，ディスカッションを通して日本文化について

の紹介を行うなど，異文化コミュニケーションにも自信をつけたようである。１週間のタイ研修を

通して，生徒たちは大きく成長してくれたとの報告を受けた。 

また，平成27年８月には，タイ王国教育省高等教育局の支援も得ながらSGH海外研修プログラム

で約20名の高校生をタイの高校，大学に派遣を行った。 

 

 

 

資料 3-2-3-1-44 地域・関係機関からのコメント 

 

■ 県内看護師等を含む一般向けに，国際看護学セミナーを毎年実施 

＜第 6回国際看護学セミナー（2012/11/25）参加者コメント＞ 

・イギリスでの医療の現状，チーム医療の必要性など様々なことを知ることができ今後の勉強に

つながると思った。 

・イギリスのナースコンサルタントの役割，講師が自分で考え，努力し開拓してきた仕事を大づ

かみできたように思う。 

・まだ学生で看護の基本的なことしか学んでいなかったが，今回のセミナーを聞き，世界ではど

のように患者に関わっているのか分り，このセミナーを参考にして今後も良い看護師になるた

め頑張っていきたい。 

・日本での医療とは異なり，看護師の専門性がより確立されていて日本が遅れをとっていると感

じました。刺激を受けた講義となりました。 

・これからの医療の方向性が見え，退院後の地域での支援が重要になってくるのがわかった。 

 

■ 自治体・学校・協会等からの依頼に応え，国の紹介や異国間交流に講師や参加者としての活動 

＜ふくい市民国際交流協会の地域交流促進事業主催者のコメント＞ 

・クロアチアについてほとんど知識がなかったので，丁寧に教えていただきました。またゲーム

も楽しかったです。子供たちに対して，暖かい表情で話しかけてくださり，外国人の方に対す

る関心もとても強く持てたと思います。（母国紹介・母国で子供に人気のゲーム） 

・フィリピンの学校生活や果物のことなど，プロジェクターで写し出された映像を見ながら教え

ていただきました。子供たちも興味深く聞き入っていました。途中何人かが質問をしていまし

たが，一つ一つ丁寧に答えられていらっしゃいました。（母国紹介・クラフトアート作り） 

・日頃接することのない外国の方の話を聞けて，子供たちはよい経験になったと思う。来ていた

だけて満足です。講師の方も明るく元気でよかった。（母国紹介） 

・子供たちがとても楽しそうにゲームに参加できた。講師の方が，おやつの時に自然と輪の中に

入っていて，感じがよかった。（母国の遊びの提供） 

 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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（個性の伸長） 

⑥ 高い評価を受けた「緊急被ばく医療に強い救急総合医養成拠点」事業等の地域医療活

動，実践的英語研修の機会提供を通した語学面での地域の国際化等の教育活動，JICA

協力事業等の国際貢献活動，及びそれらの成果は，個性の伸長に向けた戦略③に沿っ

たものであり，地域活性化，国際貢献のための拠点形成を促進するものである。 

 

（実施状況の判定） 実施状況が良好である 
  

（判断理由） 

１．地域の自治体や企業等との間に構築した連携体制のもと，地域の活性化に繋がる様々

な取組を推進し，地域の活性化等に貢献した。 

 

２．卒業生の県内就職状況，関係者からの卒業（修了）生に対する高い評価は，本学の教

育活動が，地域の活性化に繋がるよう，十分社会に貢献していることの証左である。 

 

３．各部局は，それぞれの特性に応じて，地域の活性化に繋がる教育及び研究活動に係る

様々な取組を実施し，関係者から好評を得る等，多様な成果があがった。 

 

４．医学部及び附属病院では，地域医療に貢献できる優れた医療人の養成や被ばく医療へ

の貢献，地域医療の中核的拠点の形成を含め，地域医療の向上を通して地域の活性化

に資する様々な取組を実施し，顕著な成果があがった。 

 

５．本学の資源を有効に活用した様々な国際交流事業，地域・関係機関等との積極的な連

携による地域の国際化支援等，社会貢献に資する国際交流活動を展開し，多様な成果

があがった。 

 

６．実践的英語研修の機会提供を通した語学面での地域の国際化，アフリカ人医師人材育

成事業の一環として東アフリカ地域への国際医学教育・医療支援を推進した拠点の形

成，JICA草の根技術協力事業は，国際交流を通じた社会貢献として特記される。 
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計画３－２－３－２「附属学校を含む拠点校における教師教育やその他関係各校への授業

改善の支援などを展開し，地域の教育力の向上に寄与するとともに，協働・支援のシステ

ムの全国モデル化を推進する。」に係る状況【戦略性が高く意欲的な目標・計画関連】【★】 
 

（地域の教育力の向上への寄与） 

①－１ 教職大学院では，先駆的な取組である「学校拠点方式」（資料 3-2-3-2-1）によっ

て，教師の協働実践力等を涵養し，地域の教育力向上に貢献している。 

 

資料 3-2-3-2-1 学校拠点方式の優れた点と実績 

 
■ 学校拠点方式：大学教員が学校に赴き，学校の抱える課題を学校と大学とが協働で取り組む 

教師教育 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 学校拠点方式の優れた点 

・学校拠点方式では「学校の抱える課題を，学校で，他の同僚と協働して解決する学校改革のため

の大学院」を目指している。 

そのため，学校拠点方式には 

① 入学する現職教員は休職せず，勤務したまま入学する。 

② むしろ，大学院授業が当該教員の校務分掌を学術的にサポートできるようになることを目指

している。 

③ 入学する現職教員は研究主任クラスが多く，大学教員はその教員が組織する研究部の活動に

参加することが多い。こういった方式であるために，入学した教員個人の研修ではなく，学校

での組織学習を支援し，学校全体の教員集団に教職大学院の効果を及ぼすことができる。 

④ このため，地域の学校の教育研究活動に効果的に貢献できる仕組みとなっている。 

等の優れた点がある。 

 
■ 拠点校及び連携校数の実績 

年度 拠点校数 連携校数 

平成 22年度 13 21 

平成 23年度 15 21 

平成 24年度 15 33 

平成 25年度 14 18 

平成 26年度 17 21 

平成 27年度 18 20 

※連携校は，現職教員学生の所属学校であり，毎年度の学生数に応じて校数が異なる。 
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■ 教職大学院拠点校からのコメント 

・本校と福井大学教職大学院との間で教育連携に関わる協定を結ぶことができました。これにより，

本校は，福井大学教職大学院の拠点校となり，本校からは２人の教員を大学院に派遣するととも

に，大学院からは教授・准教授の先生方が月に１回本校に来校されご指導いただくという，大変

恵まれた幸せな環境の中で研究を進めることができています。 

・日常の取組を理論的に支え，価値付け，スパイラルに向上するための様々な糸口や示唆を与えて

くれる存在が，我々教員と共に至民中学校の課題に協働で取り組む教職大学院の教員です。また，

インターンとして至民中学校で長期実習を行っている院生の存在も，教員にとってよい刺激と

なっています。 

 これら協働の関係を更に深め，本校にかかわる者全てが成長できる，本来の「学び舎」として，

至民中学校教育の一層の充実・深化を図っていきたい。 

 

 

 

①－２ 拠点校からの入学者を基点として，以下の戦略に沿って取組を進め，地域の教育

改革に繋がる成果をあげている（資料 3-2-3-2-2～4）。 

 
資料 3-2-3-2-2 入学者を基点とした地域の教育改革への戦略 

 
■ 教職大学院の入学定員は平成 27年度現在で 30名であるが，福井県の教員数は約 8,000名に及び，

教職大学院の入学者を基点とした教育改革を進めるとなると，少人数のためパワーポリティクスが

働かない状況にある。教職大学院では，この問題を解決し，地域貢献することをめざし，３つの戦

略を取った。 

 
１．学校拠点方式 

前述の学校拠点方式によって，拠点校から一人の現職教員が入学すると，その学校全体の教育改

革に貢献できる。 

 
２．教員研修センター等の拠点校化 

福井県の教員研修を担当している福井県教育研究所や福井県特別支援教育センター等の研修機

関を拠点校とし，入学した指導主事をサポートすることで，指導主事が行っている教員研修全体の

企画・運営にかかわることとなり，支援を行うことができるようにした（資料 3-2-3-2-3）。この

結果，間接的ではあるが，福井県の教員全体に教職大学院の改革の取組を盛り込んだ研修を提供し

ていくことができるようになった。 

 
３．教員免許更新講習 

更新講習の必修部門を教職大学院が担当し，教職大学院の学びの基礎となる小グループでの協議

を中心とする省察型の講習を全面的に導入した。従って 10年継続すれば，県内すべての教員に教

職大学院の学びを味わってもらうことができ，地域貢献できる。さらに，更新講習では参加者が自

身の教育実践をまとめ，グループ討議を行っているが，この討議のファシリテーターに新人教頭に

参加してもらうことにした。つまり，福井県の行う新人教頭研修と更新講習のドッキングである。

これによって，教職大学院の取組をさらに広げ，地域の教育力向上など，地域貢献できる仕組を構

築した。受講者からも好評を得ている（資料 3-2-3-2-4）。 

 

 

 

 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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福井県教育研究所 

教育研究所は，平成 20 年度から教職大学院の拠点校の一つとして，協働研究に取り組ん

できています。それまで研究所では，個々の所員が研究を行っていましたが，組織的な研究

体制は充実していませんでした。このような状況の中で，教職大学院との連携により，協働

研究会を立ち上げた意義は非常に大きかったと思います。 

 

 

福井県特別支援教育センター 

福井県特別支援教育センターは，昭和 58 年に県立病院関連施設の１つとして開設され，

特別な教育的ニーズのある子どもたちの相談や指導を行う教育機関です。現在，12 名が指

導主事として勤務しています。開設当時より，医療・福祉・労働・教育の各関係機関や各市

町の教育委員会との連携を大切にしてきました。当センターでは，子どもたちの育ちを支え

る保護者や教員のために，嶺北地区の電話相談や来所相談，あるいは園や学校への訪問相談

を行っています。昨年度の教育相談は 1,232件，延べ相談回数は 8,312回あり，LD，ADHD，

自閉症スペクトラム障害など発達障害およびその疑いがある子どもの相談が 67％を占めて

います。また，当センターの相談のほとんどが訪問相談であり，全国的にも珍しい「現場」

に密着した相談を展開しています。 

 
（教職大学院ウェブサイトより一部抜粋） 

資料 3-2-3-2-3 教員研修センター等の拠点校化 

 

■ 平成 27年度拠点校及び連携校一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（事務局資料） 
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資料 3-2-3-2-4 免許更新講習の受講者数と評価結果 

 

■ 年度ごとの受講者の推移及び「Ⅰ講習の内容・方法」「Ⅱ 知識・技能の習得の成果」「Ⅲ 運営面」

の３項目に対しする受講者の４段階評価 

 

○教育実践と教育改革Ⅰ 

年度 

受講者

数 

（人） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

よい 
だいたい 

よい 

あまり 

十分で 

ない 

不十分 よい 
だいたい 

よい 

あまり 

十分で 

ない 

不十分 よい 
だいたい 

よい 

あまり 

十分で 

ない 

不十分 

H22 291 34.0 59.5 6.2 0.3 44.7 49.9 5.1 0.3 53.8 40.2 5.6 0.3 

H23 576 37.5 55.8 6.7 0.0 49.8 44.5 5.6 0.2 53.4 418. 4.4 0.4 

H24 383 43.4 49.6 6.0 0.9 44.7 48.2 6.5 0.6 51.2 43.8 4.4 0.6 

H25 294 56.0 42.1 1.9 0.0 59.9 39.1 1.4 0.0 70.3 28.3 1.4 0.0 

H26 245 52.7 43.3 3.5 0.5 55.8 40.1 4.1 0.0 64.5 34.0 1.3 0.2 

H27 195 55.2 42.6 2.2 0.0 58.2 38.5 3.3 0.0 73.5 23.7 2.9 0.0 

 

○教育実践と教育改革Ⅱ 

年度 

受講者

数 

（人） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

よい 
だいたい 

よい 

あまり 

十分で 

ない 

不十分 よい 
だいたい 

よい 

あまり 

十分で 

ない 

不十分 よい 
だいたい 

よい 

あまり 

十分で 

ない 

不十分 

H22 100 51.0 42.6 6.4 0.0 58.5 39.6 1.9 0.0 67.7 31.5 0.8 0.0 

H23 271 51.2 45.4 3.4 0.0 67.2 31.3 1.5 0.0 68.8 30.1 0.8 0.2 

H24 144 56.3 43.0 0.7 0.0 65.6 31.0 3.4 0.0 66.0 32.7 1.4 0.0 

H25 93 72.7 27.3 0.0 0.0 75.6 24.4 0.0 0.0 80.2 19.8 0.0 0.0 

H26 72 63.2 35.0 1.8 0.0 67.4 29.6 3.0 0.0 64.8 35.2 0.0 0.0 

H27 68 58.2 40.8 1.0 0.0 67.0 30.2 2.8 0.0 73.8 21.1 5.0 0.0 

 

 
■ 受講生からのコメント 

・最新の教育事情とそれを取り巻く環境の変化を目の当たりにして，今一度どのように自分自身が

教職にあたっていくべきなのかを考えることができました。これまでの自身の取組を振り返って

向き合う機会を持てたことは大変貴重でした。 

・自分が必要とする資料を選択し分析し記録するという作業は，「今，自分は教育現場で何に悩み，

その改善に何を必要とし，どう取り組もうとしているのか」を整理するのにたいへんよかった。 

・グループでのやりとりはとても大きなものを残してくれました。３日間を通しパソコンに向かい

打ち込む作業は大変でしたが気持ちはとてもすっきりしています。子どもについて，同僚につい

て，自分の立場についてと，こんなにいろいろと話し合える研修は初めてでした。 

・いろいろな先生と話すことで，いろいろな角度から実践について振り返ることができた。自分の

中で不確かだったものが確かなものになっていく感覚もあり，今後の教育活動につながる講習

だった。 

・講義の内容も質が高く勉強になりました。活動もねらいが明確にわかりそのねらいに沿った内容

を心がけて行えました。 

・ファシリテーターの教頭先生からのコメントや経験談などとても参考になりありがたかったです。 

・まさにアクティブラーニング。一斉の講義は疲れるが，このような，読む・書く・語るといった

教員のアクティブラーニングはとてもよいと思う。そのよさは体験しないとわからないと思う。 
  

（事務局資料） 

（%） 

（%） 
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（協働・支援システムの全国モデル化推進） 

②－１ 本邦の教育力向上に繋がる，これら協働・支援システムの全国モデル化を推進す

るため，研究実践交流（ラウンドテーブル），教師教育改革コラボレーション等を実

施しており，教職大学院の取組が先進的として評価を受けている（資料 3-2-3-2-5）。 

 
資料 3-2-3-2-5 協働・支援システムの全国モデル化推進 
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■ 研究実践交流（ラウンドテーブル） 

教師が省察的実践を深めるためには，自らの実践をまとめ他者に聴いてもらう機会が必要であ

る。本学では，研究実践交流（ラウンドテーブル）を開催しており，県内では年間２回開催して

いる。平成 27 年度は参加者が 600 名を超える開催もあり，福井県内の教員が県外の教員や研究

者と実践交流できる場となっており，福井県の教員の資質・能力の向上に大きく貢献している。 

 

○実践研究福井ラウンドテーブル参加者数 

開催年月日 
参加数（人） 比率 

県外 県内 合計 県外 県内 

平成 20年度 
2月 28日 96 86 182 53% 47% 

3月 1日 116 104 220 53% 47% 

平成 21年度 

6月 27日 21 139 160 13% 87% 

6月 28日 15 96 111 14% 86% 

2月 27日 130 150 280 46% 54% 

2月 28日 85 178 263 32% 68% 

平成 22年度 

6月 26日 26 160 186 14% 86% 

6月 27日 23 104 127 18% 82% 

2月 26日 118 187 305 39% 61% 

2月 27日 104 146 250 42% 58% 

平成 23年度 

6月 25日 52 222 274 19% 81% 

6月 26日 47 171 218 22% 78% 

3月 3日 103 207 310 33% 67% 

3月 4日 82 181 263 31% 69% 

平成 24年度 

6月 23日 145 291 436 33% 67% 

6月 24日 109 197 306 36% 64% 

3月 2日 153 213 366 42% 58% 

3月 3日 137 200 337 41% 59% 

平成 25年度 

6月 29日 90 166 256 35% 65% 

6月 30日 91 206 297 31% 69% 

3月 1日 247 323 570 43% 57% 

3月 2日 247 323 570 43% 57% 

平成 26年度 

6月 21日 117 276 393 30% 70% 

6月 22日 107 158 265 40% 60% 

2月 27日 34 43 77 44% 56% 

2月 28日 335 239 574 58% 42% 

3月 1日 211 140 351 60% 40% 

平成 27年度 

6月 26日 76 54 130 58% 42% 

6月 27日 246 108 354 69% 31% 

6月 28日 155 100 255 61% 39% 

2月 26日 25 46 71 35% 65% 

2月 27日 391 283 674 58% 42% 

2月 28日 350 268 618 57% 43% 
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○参加者からのコメント 

・ラウンドテーブルに参加することによって熱意ある多くの実践者と出会い，次の実践へのエネル

ギーを戴くことができた。 

・「学び続ける教員には，研修という言葉よりも研究という言葉の方がしっくりくるような気がす

る」という言葉も心に残った。研究には主体的に問題意識をもつことや深い洞察力も求められる。

それを一人ではなく，学び合う仲間，学び合う組織として行うことが学び続ける教員を支えると

ともに，アクティブ・ラーニングへの転換を目指す今，とても大事であることを，ラウンドテー

ブルの省察を通して考えることができた。 

・ラウンドテーブルに参加して改めて自分とは異なった立場にいたり，異なった経験を持っていた

りする人の話を聞くことは面白いなと再確認できました。結論や結果はもちろんですが，それ以

上にそこにたどり着く過程を聞くことが個人的にとても楽しかったです。大変だったなという思

いが無いと言えばうそになりますが，それを踏まえても参加してよかったと思えるラウンドテー

ブルでした。 

 

■ 教師教育改革コラボレーション 

本学が中心となり，全国 14大学が教師教育改革コラボレーションを組織し，平成 27年度では

福島・宇都宮・東京・静岡・長崎・奈良・札幌でラウンドテーブルを開催し，教職大学院の取組

を相互評価するとともに，各地域の教育実践をサポートする取組を行っている。 

 

○教師教育改革コラボレーションの組織概要      ○これまでの参加者の推移 

                                        （人） 

  H25 H26 H27 

長崎ラウンドテーブル － 150 163 

静岡ラウンドテーブル 121 89 89 

東京ラウンドテーブル 65 72 75 

宇都宮ラウンドテーブル 74 81 80 

福島ラウンドテーブル － 100 100 

奈良ラウンドテーブル － － 292 

札幌ラウンドテーブル － － 50 

計 260 492 849 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○参加者からのコメント 

・あらためて行政，学校，大学，地域の連携のあり方，特にその中でも大学の役割について，また

組織をなす人々との向き合い方，つまり「他社との連携」のあり方の理論的な形態とは何かにつ

いて考えさせられた意味深い時間であった。 

・福島大学と県教委がどのような関係を結んで教職大学院を運営すれば，より教員のためになるの

か，そのヒントを得たくて参加しました。しかし，参加して得られた示唆は，福島県の教育を根

本から問い直す，大きなものでした。 

・福井のトップレベルの学力，体力といった成果の裏には，学校，大学（院），行政を通じた福井

の教育界全体のチーム力があることに気づいた２日間でした。特に感心したのは，こうした教育

イノベーションの手法を，他県の教育関係者は私立関係者にも開くことで，福井を超えた教育の

向上を視野に入れているところです。さらに言えば，多くの大学（学部）生をラウンドテーブル

参加させることで長期的な教育界の発展を期していました。 

  
（事務局資料） 
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②－２ 県外拠点校の設置，長野県教育委員会との提携により，福井県教育委員会への派

遣研修と同時に教職大学院への入学等，教職大学院への県外現職教員派遣が増加した

（資料 3-2-3-2-6）。 

 
資料 3-2-3-2-6 福井県以外の現職教員の派遣 

 

■ 福井県以外の現職教員の派遣数（平成 27年度） 

スクールリーダー養成コース ２年 

学校 人数 

埼玉県立新座高等学校 １名 

富士市立高等学校 １名 

東京都板橋区立中台中学 １名 

 
 

 

 

 

 

②－３ 教職大学院の取組は，「福井モデル」（文藝春秋,2015）の出版等，メディアに取

り上げられ，全国モデル化の一助となっている（資料 3-2-3-2-7）。さらに，これまで

の取組・成果は中央教育審議会答申等にも取り上げられ，本邦の施策にも反映されて

いる（資料 3-2-3-2-8）。 

 
資料 3-2-3-2-7 メディアに取り上げられた本学教職大学院の例 

 

◇ 教員育成に関する専門誌 『シナプス』平成 25 年 6 月号（ジアー

ス教育新社）において「教職大学院のパイオニア―福井大学モデ

ルの実際―」と題した特集が企画された。 

 

特集 教職大学院のパイオニア―福井大学モデルの実際― 

・松木 健一 福井大学大学院教育学研究科教職開発専攻長インタ

ビュー 

・教育委員会との協働を基軸にした教師教育改革：「中堅教員の組織

マネジメント能力向上プログラムの実践事例を中心に」 松田 通

彦 

・福井大学教職大学院の学びの特長：「知識社会における教師の学び

と学校の発展を支援するカリキュラム」 木村 優 

・学校拠点の協働実践研究プロジェクトの特長：「教師の“探究し，コミュニケーションし，協働

する力”を培う」 笹原 未来 

・教育研究所における協働研究の実際：「教職大学院での学びを研修講座に取り入れる」 金森 誠 

・福井大学教職大学院における学びの実際：「学び方を学び、協働する楽しさを学ぶ」 鈴木 三

千弥 

・“学びのコミュニティ”の本質：「教員の資質能力の向上と学校組織の具体的実践」 岡部 誠 

・今後、教職大学院に何が求められるか：「教科を超えて，教師の役割を考える場の創造」 森 透 

 

◇ 福井の教育について解説された書籍：藤吉雅春 著『福井モデル 未来は地方から始まる』（文

藝春秋）においても教職大学院の取組が取り上げられ，日本教育新聞の書評（評者：海老原信

考・元千葉県立高校校長）でも以下のように紹介されている。 

 

 

スクールリーダー養成コース １年 

学校等 人数 

カリタス学園 ２名 

奈良女子大学附属中等教育学校 ２名 

東京都板橋区教育委員会事務局教育

支援センター 

１名 

（事務局資料） 
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・授業改革には教師の質から 

「日本の教育を変えることができるのは，福井大学の教職大学院

しかありません」と，文科省官僚は言う。最終章「すべての答えは，

学校の授業にあった！」は必読である。・・・中略・・・ 

教職大学院は，県教委と連携し，学校の核になる教員を大学院に

入れる。学校拠点方式で論文より実践を重視し，大学院が現場に出

掛け院生を指導，支援する。拠点校では，院生以外の教師も巻き込

み，教師の質を変え，授業を変え，学校を変える。 

「授業を変えるにあたり，福井県は教師を変えることから始めた」。

福井大学教職大学院は，教師が理論的裏付けを得て，自信を持って

教える支えになっている。・・・後略 

 

 

 

 

資料 3-2-3-2-8 本邦の施策等へのへの反映 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    （中央教育審議会における本教職大学院の関与の例） 

◇平成 24年８月  中央教育審議会  

教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について（答申） 

 教員の資質能力向上特別部会 基本制度ワーキンググループ 

配布資料（資料７）平成 23年７月 22日……松木委員提出 

 教員の資質能力向上特別部会 基本制度ワーキンググループ 

配布資料（「基礎免許状に向けてのカリキュラムイメージ」）平成 24年３月 16日……松木・村山委員提出 

※中央教育審議会答申（平成 24年８月 28日「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策

について」）にも，同様に，これまでの取組・成果が反映された。 

 

◇平成 25年 10月 初等中等教育局 

教員の資質能力向上に係る当面の改善方策の実施に向けた協力者会議 

「大学院段階の教員養成の改革と充実等について」（報告） 

 

◇平成 27年５月 中央教育審議会 教員養成部会 

学校教育における新たな課題に対応した教員養成・研修の取組の成果と課題 

－アクティブ・ラーニングの窓から－ 

 ５月 18日の部会で，「アクティブ・ラーニング実践事例 事例 1 福井大学附属中学校」として，附属中学校

の「主題－探究－表現」型の授業と，「子どもの筋で授業を見る」授業研究，そして各教科のカリキュラム

例が紹介された。 

       

（事務局資料） 

（「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について（答申）」中教審第 184号（抜粋）） 
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◇平成 27年 10月 中央教育審議会 教員養成部会 

 配布資料２「作業ペーパー」（「作業ペーパーは，教員養成部会の依頼を受けた松木委員が中心となって作

成されたものであり，10月９日の教員養成部会において部会長から報告がなされた。 

 

◇平成 27年 12月 中央教育審議会答申 

これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について 

～学び合い，高め合う教員育成コミュニティの構築に向けて 
 

 

 

（国際化） 

③ このような研究実践型教師教育をグローバル社会に対応できるシステムにすること

を目指し，福井県教育委員会との連携の下，シンガポール教育省の研修，JICAの東南

アジアの教員研修を実施し，さらに平成 28年度には JICAのアフリカの教員研修を福

井県で実施することとなった（資料 3-2-3-2-9）。 

また，上海師範大学を視察訪問し，研究実践型教師教育の取組を共有した（資料

3-2-3-2-10）。 

 

資料 3-2-3-2-9 シンガポール研究報告 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（事務局資料） 

（事務局資料） 
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資料 3-2-3-2-10 上海師範大学視察報告 

（個性の伸長） 

④ 教職大学院のこれら取組は，優れた教員養成の改革のモデルを全国に提供するものと

して高い評価を得ており，これは地域活性化のみならず，国内外の教育力向上に繋が

るものであり，個性の伸長に向けた戦略③に沿ったものとして，教師教育改革の中核

的拠点を形成するものである。

（実施状況の判定） 実施状況が良好である 

（判断理由） 

１．教職大学院における学校拠点方式は地域の学校の教育研究活動に効果的に貢献できる

仕組みを提供するものであり，教師の協働実践力の涵養を通して，地域の教育力向上

に貢献している。 

２．学校拠点方式，教員研修センター等の拠点校化，教員免許更新講習の活用等によって，

地域の教育改革に貢献している。特に，後 2者によって，福井県の教員全体に教職大

学院の改革の取組を盛り込んだ研修を提供していくことができるようになった。 

３．研究実践交流，教師教育改革コラボレーションなどを通して，教職大学院による協働・

支援システムの情報発信に努め，教職大学院の取組が先進的取組として評価を受け，

本邦の教育力向上に繋がる全国モデル化が推進されている。 

４．教師教育に関する全国モデル化の一環として，県外拠点校の設置等によって，県外の

関係者の参画を進めた。 

５．メディアでの紹介は，教職大学院の全国モデル化が順調に進捗している証左である。 

６．国外の教員研修等，研究実践型教師教育を充実し，グローバル社会に対応できるシス

テムにすることを目指した国際貢献がなされた。 

（事務局資料）



福井大学 社会連携 

3－146 

７．中教審答申等にも取り上げられる等，これまでの取組・成果は本邦の施策にも反映さ

れている。 

 

②優れた点及び改善を要する点等 
 

（優れた点） 

１．総合データベースと研究戦略支援データシステムの連携による効率的な研究シーズ情

報の発信とニーズ対応のワンストップ化，大学等シーズ・ニーズ創出強化支援事業に

基づく地域産学官連携活動を深化させる様々な取組は，共同研究受入れ額等の順調な

増加等，社会還元につながる成果をもたらした（計画 3-2-1-1）。 

 

２．高く評価された広報体制の下，「本学の強みや新事業に対応した機動的な情報発信」，

「見る広告から読む広告への転換」，「多様なメディアを活用した広報」を積極的に展

開し，本学の「就職に強い大学」としての社会的なイメージ（大学のブランド化）の

確立に貢献する等，顕著な成果をあげた（計画 3-2-1-2）。 

 

３．認証評価でも評価された，教育地域科学部による「地域・学校拠点を活用する自己啓

発型 CST（コア・サイエンス・ティーチャー）養成」，地域医療高度化教育研究センター

による「認定看護師教育」等のキャリアアップ教育等を推進し，地域の職業人の質的

改善に貢献する顕著な成果をあげた（計画 3-2-2-1）。 

 

４．工学部・工学研究科及び産学官連携本部を中心として，地域産学官連携による自治体

等との共同研究により，地域の活性化に資する多大な成果があがった（計画 3-2-3-1）。 

 

５．医学部及び附属病院では，地域の要請に応じた特徴的な地域医療活動等を推進し，地

域から高く評価される成果をあげた（計画 3-2-3-1）。 

 

６．語学センターを中心とした地域への実践的英語研修の機会提供は，語学力向上を通し

た地域の国際化推進として，好評を得ている（計画 3-2-3-1）。 

 

７．教職大学院と教育委員会の協働連携による地域貢献は中央教育審議会答申等で繰り返

し強調されており，教職大学院の取組（学校拠点方式の採用，教員研修センターの拠

点校化，教員免許更新講習の連携等）は全国モデルとなっている（計画 3-2-3-2）。 

 
（改善を要する点） 該当なし 
 
（特色ある点） 

１．生命科学複合研究教育センターの取組が「グローバルサイエンスキャンパス」として，

申請時中部地方で唯一採択され，生命科学分野の将来の推進を担える人材の養成に資

することが期待される（計画 3-2-2-1）。 

 

２．教職大学院における，県外拠点校の設置，全国ネットワークによりラウンドテーブル

等の研究実践交流の推進は，地域にとっても他都道府県の教員との交流を促進するこ

ととなり，地域教育力向上と同時に，地域の視野拡大を相乗的に行うことが期待され

る（計画 3-2-3-2）。 

 

３．研究実践型教師教育をグローバル社会に対応できるシステムにするため，積極的に諸

外国での教員研修を実施している（計画 3-2-3-2）。 




